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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元

等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、

経済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月６日、内閣総理

大臣決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２６年４月改

正）を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施している革新的省エネセラミックス製造技術開発は、高機能中空小型

ユニットの一体化技術（ステレオファブリック）を基軸に、要素技術となる①ニアネット成形･

接合技術の開発及び②ユニットの高機能化技術の開発を行いその成果を活用して、③高耐性、高

温断熱及び高比剛性に関わる革新的部材の開発を行うこよにより、製造装置やシステムの省エネ

化と製品の品質向上に貢献できる生産部材用大型複雑形状セラミックスの製造技術を確立する

ため、平成２１年度より平成２５年度まで実施したものである。（平成２１年度及び平成２２年

度は新エネルギー・産業技術総合開発機構が執行。） 

 

今回の評価は、この革新的省エネセラミックス製造技術開発の事後評価であり、実際の評価に

際しては、省外の有識者からなる革新的省エネセラミックス製造技術開発事後評価検討会（座長

：目 義雄 独立行政法人物質・材料機構先端的共通技術部門先端材料プロセスユニット ユニ

ット長）を開催した。 

 

 

今般、当該検討会における検討結果が評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術環境分

科会研究開発・評価小委員会評価ワーキンググループ（座長：渡部 俊也 東京大学政策ビジョ

ン研究センター教授）に付議され、内容を審議し、了承された。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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事後評価報告書概要 

 

プロジェクト名 革新的省エネセラミックス製造技術開発 

上位施策名  

事業担当課 ファインセラミックス・ナノテクノロジー・材料戦略室 

プロジェクトの目的・概要 

耐熱・耐食性に優れたセラミックスをエンジン鋳造ラインの大型の配管や槽・容器に適用する

ことで、熱の損失を小さくすると同時に、最終製品への不純物を低減することができる。また現

状、高温で使用される生産用部材は希少元素を添加した耐熱合金が多用されているが、軽元素を

主成分とするセラミックスの適用は元素戦略上においても意義がある。液晶・半導体製造ライン

では、軽量で剛性の高いセラミックスを大型の精密生産用部材として活用することで、製品のス

ループットの更なる向上や微細加工化が可能となる。今後の各種製造における品質と生産性の飛

躍的な向上に向けて、セラミックス部材も大型化だけでなく、より軽量で高い剛性、あるいは難

濡れ性や断熱性の向上といった高機能化が求められている。こうした要求に応えていくには形状

付与の自由度を高める必要があるが、従来の一体型のセラミックス成形技術では対応が困難であ

り、その解決を図るため、高機能化された小さな精密ブロックを作製し、立体的に組み上げ、高

効率で接合・一体化して所望とする大型（巨大）化・精密複雑化・精密性全てを満たした部材を

得ることのできる革新的なプロセス技術の開発が必要である。 

環境と経済の両立に向けて、優れた機能や付加価値を持つ製品を高効率で製造できる技術開発

が急務である。ここで自動車部品や液晶といった最終製品と製造機器用の生産部材はセットであ

り、最終製品の品質を左右することになる。軽量で耐熱性に優れたセラミックス生産部材を有効

に使用することで高品質の製品を高効率で製造することができる。本プロジェクトでは従来ファ

インセラミックス材料では作製が困難であった複雑形状付与や大型化を容易にし、製造プラント

の省エネ化と製品の品質向上に貢献しうる革新的省エネセラミックスの製造技術を開発するこ

とを目的とする。 

 

予算額等（委託 or 補助（補助率：   ））              （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２１年度 平成２５年度 平成２３年度 平成２５年度 民間団体等 

H23FY 予算額 H24FY 予算額 H25FY 予算額 総予算額 総執行額 

310,000 84,201 84,465 996,800 

996,800 

（NEDO執行時

の加速財源含

む） 
 



iii 
 

 
目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

目標・指標 成果 達成度 

研究開発項目① ニアネット成形・接合技術の開発 

断面積が2500mm2の試料を用

い、接合強度が150MPa以上

の接合部材を開発する。 

①B4C接合において断面積が

2500mm2の大型試料を用い、接合

強度が200MPa以上を得た。 

②断面積2500mm2、高さ20mmの窒

化ケイ素ブロックを用いて、接

合強度が622MPaの窒化ケイ素接

合部材を開発した。得られた接

合強度は窒化ケイ素母材の強度

とほぼ同等で、またワイブル係

数は14.1となり、窒化ケイ素母

材とほぼ同等の高い値を示し

た。 

達成 

省エネ型接合法により、セ

ラミックスを同種系統の材

料で接合した系において断

面積が12mm2の試料を用いて

接合強度300MPa以上の接合

部材を開発する。 

接合部近傍のみを加熱する省エ

ネ型接合法により、窒化ケイ素

母材とほぼ同等の組成からなる

接合材を用いて外径28mm、内径

18mm、長さ1000mm窒化ケイ素パ

イプ同士を接合することによ

り、窒化ケイ素母材相当の接合

強度680MPaを有する窒化ケイ素

接合部材を開発した。 

達成 

長さ500mm以上の接合部材

を対象とした非破壊検査手

法を確立する。 

窒化ケイ素バルク内に人工的に

欠陥を導入させた試験片を用い

て、非破壊検査手法における欠

陥検出能力を検討した。水中超

音波画像化法によって、サイズ

100μmの欠陥が検出可能である

ことを明らかとし、この非破壊

検査手法を長さ500mm以上の接

合部材に適用できることを確認

した。 

達成 

研究開発項目② ユニットの高機能化技術   

接合部を有する部材を用い

て、アルミ溶湯中に100時間

浸漬した後に実質的に反応

が認められない接合部材を

開発する。 

接合部材の作製については，反

応焼結Si3N4結合SiCブロック同

士をY2Ti2O7前駆体水溶液を含浸

させたAl2O3繊維シート介して接

合した． 

・上記接合部材上にMgAl2O4／α

-Al2O3／非晶質SiO2からなる多層

コーティングを実施した結果，

Al合金溶湯中に100時間浸漬さ

せた場合も，接合材は合金から

容易に剥離し，実質的に反応し

ていないことを確認した． 

達成 

接合部を有する部材を用い

て、900℃にて、鋼板相当の

鉄と転がり摺動させたとき

高温相反応実験を行い、YAGとβ

-SiAlONが鉄に含まれている成

分と反応しないことを確認し

一部達成 
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に、鉄に含まれていた成分

と実質的に反応しない接合

部材を開発する。 

た。そこで、YAGとβ-SiAlONか

らなる複合体の作製を試みた。

冷却時に1600℃でアニールする

ことでYAG／β－SiAlON複合体

の作製に成功した。これと高張

力鋼板を900℃で接触させなが

ら焼成した結果、両者に反応相

の生成は認められなかった。 

接合部を有する部材を用い

て、700℃以上の温度域の反

射率が80%以上の接合部材

を開発する。 

・Y2Ti2O7／MgAl2O4複合材料単体

については，700℃の輻射熱エネ

ルギーが最大となる波長3μmに

おいて，反射率が80%以上とな

り，本材料系が高いポテンシャ

ルを有することを明らかにし

た． 

・接合部を有する部材上に上記

複合材をゾルゲル法にて成膜し

たが，ポーラスかつ微細結晶か

らなる均一混合層であったた

め，波長3μmにおいて大きな反

射率を得ることはできなかっ

た．この知見を参考に，現在，

緻密質膜の形成が可能なエアロ

ゾルデポジション法を用いて，

周期積層構造を有する膜を形成

し，高温において優れた環境遮

蔽性と輻射熱反射性を同時に発

現するコーティング技術を開発

中である． 

一部達成 

研究開発項目③ 革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 

ａ） 高耐性部材 

900℃の環境下に曝した後

において、接合面に剥離、

クラックが生じない長さ

500mm以上、直径100mm以上

の管状接合部材を試作す

る。 

長さ1000㎜L、直径160㎜のアル

ミナ管状接合部材を試作し、接

合面に剥離及びクラックは生じ

ていないことを確認した。 

900℃のサイクルテストでも剥

離及びクラックが生じていない

ことを確認した。 

 

 

達成 

ｂ）高温断熱部材 

700℃以上のアルミ溶湯を

内部に入れた状態で湯漏れ

がなく、同等の搬送容積を

もつ従来部材に比べて、断

熱性が2倍、空状態とした部

材単体の重量は1/2以下で

ある、直径が500mm程度の槽

状部材を試作する。 

・１／４球状容器にて中空部材

で構成された耐火物は、現行キ

ャスタブルより重量６５％減、

断熱性５１％減を確認した。実

スケールは未実施 

 

・実用的な従来型円筒容器にて

缶体鉄皮の肉薄化で軽量化か

つ、リブ構造化で強度維持し落

一部達成 

 

 

 

 

 

達成 
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下時の湯漏れ解消、内壁耐火物

をＳＩＮＳＩＣ中空部材化で３

８％軽量化 

  

・ＳＩＮＳＩＣ中空部材化およ

び解放部形状、中空部内の 

 熱伝達制御で断熱性３７％改

善 

 

 

 

 

達成 

本件を代表事例として、製

造、使用、廃棄過程を含め

た省資源・省エネ効果を定

量化する。 

搬送容器の製造、使用、廃棄に

関してエクセルギー解析を実施

し、省資源・省エネ効果におい

て優位性を付与できる条件を明

らかにした。 

達成 

ｃ）高比剛性部材   

長さ（奥行き）が４００ｍ

ｍで、従来相当の部材に比

べて、撓み量が７０％以下

である盤状部材を試作す

る。 

・接合ペースト組成の改良によ

り母材と同等レベルの接合強度

（３００ＭＰａ）を達成し、５

００ｍｍの盤状部材を試作し

た。 

・接合部材の応力変形シミュレ

ーション解析より撓み量は６９

％となり、７０％以下を達成で

きることを確認した。 

・長さ500mmのB4C盤状部材の試作

に成功した。その撓み量が60%以

下となった。 

 

達成 

 

 

(2) 目標及び計画の変更の有無 無 

 

＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

４０ ５２ 

 

 

評価概要 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

従来のセラミックス材料成形技術では、複雑形状付与や大型化が困難であったが、当該事業により、

高機能化された小型精密ブロックを立体的に組み上げ、高効率で接合・一体化することにより所望の大

型・精密・複雑な部材を作製する革新的なプロセス技術が開発された。これは、極めて科学的・技術的

意義のあるプロジェクトである。本事業は、大型セラミックス部材等の製造プロセスを根本から変える、

リスクを伴う材料開発であった。このため事業体制については単独の企業ではなく、複数の関係企業と

公的な研究機関が協同することにより、革新的な研究技術開発を行うことができたものと評価する。本

事業のような先行開発に国が関与することは、｢技術の基礎｣を底上げする上で意義があり、日本のセラ

ミックス技術が世界における先進性を維持、発展させることに加え、環境と経済の両立への取り組みを

加速する点でも意義がある。エネルギーの多くを輸入に依存している我が国において、「省エネ」を｢エ



vi 
 

クセルギー｣の概念でとらえ、セラミックスの製造プロセスに適用したアプローチは非常に有意義であり

ユニークである。特に大型の構造用セラミックス製造プロセスは、一部の量産部品を除き非常に大きな

「無駄」を抱えた状態で製造されており、その課題に対応した革新的テーマ設定である。 

開発されたセラミックスの接合技術は革新性が高く、我が国の製造業の競争力強化への波及効果も大

きい。また、今後の技術移転効果が期待される。本事業は、我が国の省エネルギー戦略 2011、科学技術

基本計画、そして経済産業省が策定した技術戦略マップに沿って推進されたものであり、政策的な位置

付けは妥当である。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

具体的な開発ニーズに基づいた研究開発項目を設定するとともに、その目標値の設定は、実用化（製

品化）を充分意識しつつ世界最高水準が設定されている。特にセラミックスにおいて接合強度が150MPa

以上は、実用レベルとしても十分に高い値である。 

国費による事業であることを鑑みれば、技術的な目標のみならず、成果技術を活用した最終製品の競

争優位性を示す経済的な目標についても示すべきだったのではないか。なお、経済的な目標は、ある程

度成果技術の波及先を想定して設定すべきであり、今後の国プロで考慮してほしい。 委託事業と補助事

業を１つの事業に取り入れ情報交換を密にして進めたのは評価できるが、普及を前提とした委託事業の

目標設定については、より高い基盤的なものにしても良かったのではないか。 

  

３．成果、目標の達成度の妥当性 

数値目標は、全ての項目で達成あるいは達成見込みであり、世界水準を凌駕しているものもある。接

合体の組み合わせによって、従来、想像もできなかった大型または複雑形状のセラミックス構造体が得

られており、実用化に向けて大きく進展しつつある。接合部材のアルミ溶湯との反応性、鉄に含まれて

いる成分と反応しない接合部材など十分な成果が得られている。また、半導体装置部材、管状材、溶湯

搬送容器については、試作され、実用化の目途が得られおり、実用レベルの成果が出ていると評価でき

る。 

接合部材を対象とした非破壊検査手法の確立については、水中超音波画像化法によるサイズ100μmの

欠陥の検出が可能となった程度で、手法が確立されたとは言いがたく今後の課題である。委託成果の普

及促進のためにも、セラミックス部材を扱う企業に新技術が採用される事例や、新技術を使ってみての

評価がほしい。セラミックス構造体の大型化、接合体の製造にとって、コストの検討は重要な要素。コ

ストを考える上で欠陥や歩留まりの評価は重要であるが、欠陥に対する妥当な範囲のコストで作製でき

ているのかが不明確である。 

 

４．事業化、波及効果についての妥当性 

高度な部材接合技術と複雑形状大型部材化の技術を構築したことで、世界に先駆けて非酸化系セラミ

ックスのより広範な分野での実用化が期待される。委託事業で得られた各種接合やニアネット成形技術

を基に、補助事業においてモデル部材化に関する技術開発を行い、客先向けの試作、展示会への出展な

ど事業化に向けた具体的な活動を進めている。これは、委託と補助を組み合わせた良い事例である。大

型・複雑形状品を必要としている対象分野が明確であり、その対象に合わせて環境負荷低減、コストの

低減を図り、事業化に向けた具体的計画が立てられている。例えばB4Cの接合技術は、軽量で剛性が高く

衝撃吸収性に優れた特徴を活かした防弾などの保護部材、ロボットアーム、安定性の高い電子部品への

展開が期待される。事業化のためには、市場の大きさ、製品のコストのついての検討も必要であり、総

合的に経済性を検討する必要がある。環境と経済の両立に向け、優れた機能や付加価値を持つ大型製品

を高効率に製造する技術開発は、多くの分野に波及可能である。 

ニーズを粘り強く追及し、開発成果が幅広く実用化につながるよう努めてもらいたい。省エネ効果を

試算している事例もあるが、総じて波及に関する考察が不十分と感じた。波及効果の検討については、

多面的評価をするよう努めてもらいたい。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 

集中研の成果の実用化を加速するため、プロジェクト後半の新規補助事業の立ち上げや研究体制の見

直しを実施して、開発技術の実用化、効率化をフレキシブルに図ったことは高く評価される。委託事業

と補助事業をパラレルに走らせ、情報交換をしながら実施したことは評価できる。委託事業の完成を見

極めて、早期に補助事業に移行した判断は、環境変化に対応した適切な対応であった。 
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補助事業において企業の研究成果は十分であるが、企業間での連携が取れればさらに新たな技術開発、

応用展開に進展することが期待される。また、集中研方式での委託事業で築いた基盤技術を、技術研究

組合に参加していない企業にどう移転していくかという普及の仕組みを積極的に作っていく必要がある

のではないか。技術研究組合を構成することで、基盤技術に関する企業間の横の連携は十分に図られた

が、ユーザー側や原料メーカーを含めた垂直連携の姿が見えると、サプライチェーンを具体的に示せた

のではないか。研究経費は概ね適切であるが、最終的な費用対効果は開発部材の市場規模や開発コスト、

省エネ効果等に関係することであり、実際に実用化、事業化がなされて費用対効果を検討する必要があ

る。委託事業と補助事業の棲み分けも概ね適切になされているが、高温接合技術を始め、本プロジェク

トの内容は、各企業での技術の積み重ねによって達成された部分も多く、それらの技術を企業間でもで

きるだけ共有し、より高度な技術開発に繋げていくことが望まれる。 

 

６．総合評価 

エンジニアリングセラミックスの研究開発は日本が先導し続けて来た分野であり、日本の産業競争力

の源の一つ。一方、本分野は昨今中国をはじめとする発展途上国でも研究が活発になり、欧州でもコン

スタントに研究開発を続けている。このため日本が著しく技術的に優位とは言いがたくなっている。こ

のような時期に本研究開発を実施することは、日本の産業技術の優位性の維持・発展には大変歓迎すべ

きことであり、今後も引き続き研究開発を推進してもらいたい。エンジニアリングセラミックスの構造

用部材への応用を妨げているのは、靱性の向上と大型構造部材の製造の困難さなどが挙げられる。本事

業では、世界に先駆けたセラミックスの接合技術の高度化と、構造用大型部材の実用化に向けた技術開

発に取り組み、今後の実用化が期待される多くの開発成果が得られている。日本でセラミックス事業を

展開する企業のみならず、そのセラミックスを利用するユーザー企業に対しても、当該プロジェクトの

優れた研究成果を活用した製品開発の機会を与えることができたといえる。 

中空ユニットの組み合わせによる大型複雑形状の作製技術においては修復技術の開発も重要であり、

今後の技術開発として考慮すべきと思われる。補助事業では、実用化のための問題点の抽出、大型化の

問題点を明らかにし、市場動向を見据え事業化をすべきである。 

 

７．今後の研究開発の方向等に関する提言 

材料開発のプロジェクトでは、組成や組織に関する基盤技術の構築と、実用化のための技術開発の両

面をバランスよく進めることが重要。得られた基盤研究成果の早期実用化や、より広範な分野での実用

化を推進するためのプロジェクト運営・実施方法の一層の改善を望みたい。 

事業の成果をより広く普及させるために、産総研が有する｢研究開発を継続する体制｣を一層強化し、

製品、技術開発に興味ある企業を受け入れるしくみを整備すべきと考える。 

成果の普及を促進するための研究成果報告会、展示会への参加等をさらに進めるとともに、早期に製

品化をするための事業化支援が必要と考える。  

接合技術は多くの分野において必要な技術であり、計測評価技術なども併せた基盤技術として、材料

開発における技術の普及や信頼性の向上には必要不可欠である。そのため材料学的基礎研究を含めて公

的研究機関などで継続して研究する必要があると考える。 

事業後半では、補助事業により個別の実用化研究にシフトした。そのため委託事業で構築した材料技

術のより広範な分野での実用化など、基盤技術の成果の普及を積極的に狙ってゆく体制が不十分となっ

たのではないか。 
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評点結果 

                    

  評点法による評点結果   

  （革新的省エネセラミックス製造技術開発）   
    評点 

Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員   

   １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.50  3  2  3  2  2  3    

   ２．研究開発等の目標の妥当性 2.17  3  2  2  2  2  2    

   ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.50  3  2  3  2  2  3    

   ４．事業化、波及効果についての妥当性 1.83  2  2  2  2  1  2    

   ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.67  3  2  3  3  2  3    

   ６．総合評価 2.83  3  3  3  3  2  3    
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第１章 評価の実施方法 
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第１章 評価の実施方法 
 

 
本プロジェクト評価は、「経済産業省技術評価指針」（平成26年4月改定、以下「評価

指針」という。）に基づき、以下のとおり行われた。 

 

１．評価目的 

 

 評価指針においては、評価の基本的考え方として、評価実施する目的として 

(1)より良い政策・施策への反映 

(2)より効率的・効果的な研究開発の実施 

(3)国民への技術に関する施策・事業等の開示 

(4)資源の重点的・効率的配分への反映 

を定めるとともに、評価の実施にあたっては、 

(1)透明性の確保 

(2)中立性の確保 

(3)継続性の確保 

(4)実効性の確保 

を基本理念としている。 

プロジェクト評価とは、評価指針における評価類型の一つとして位置付けられ、

プロジェクトそのものについて、同評価指針に基づき、事業の目的・政策的位置付

けの妥当性、研究開発等の目標の妥当性、成果、目標の達成度の妥当性、事業化、

波及効果についての妥当性、研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の

妥当性の評価項目について、評価を実施するものである。 

その評価結果は、本プロジェクトの実施、運営等の改善や技術開発の効果、効率

性の改善、更には予算等の資源配分に反映させることになるものである。 

 

２．評価者 

 

 評価を実施するにあたり、評価指針に定められた「評価を行う場合には、被評価

者に直接利害を有しない中立的な者である外部評価者の導入等により、中立性の確

保に努めること」との規定に基づき、外部の有識者・専門家で構成する検討会を設

置し、評価を行うこととした。 

 これに基づき、評価検討会を設置し、プロジェクトの目的や研究内容に即した専

門家や経済・社会ニーズについて指摘できる有識者等から評価検討会委員名簿にあ

る６名が選任された。 

 なお、本評価検討会の事務局については、指針に基づき経済産業省ファインセラ

ミックス・ナノテクノロジー・材料戦略室が担当した。 

 

３．評価対象 

 

 革新的省エネセラミックス製造技術開発（実施期間：平成２１年度から平成２５年

度）を評価対象として、研究開発実施者から提出されたプロジェクトの内容・成果等に

関する資料及び説明に基づき評価した。 
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４．評価方法 

 

第１回評価検討会においては、研究開発実施者からの資料提供、説明及び質疑応答、

並びに委員による意見交換が行われた。 

第２回評価検討会においては、それらを踏まえて「プロジェクト評価における標準的

評価項目・評価基準」、今後の研究開発の方向等に関する提言等及び要素技術について

評価を実施し、併せて４段階評点法による評価を行い、評価報告書(案)を審議、確定し

た。 

また、評価の透明性の確保の観点から、知的財産保護、個人情報で支障が生じると認

められる場合等を除き、評価検討会を公開として実施した。 

 

５．プロジェクト評価における標準的な評価項目・評価基準 

 

評価検討会においては、経済産業省産業技術環境局技術評価室において平成２５年４

月に策定した「経済産業省技術評価指針に基づく標準的評価項目・評価基準について」

のプロジェクト評価（中間・事後評価）に沿った評価項目・評価基準とした。 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

（１）事業目的は妥当で、政策的位置付けは明確か。 

・事業の政策的意義（上位の施策との関連付け等） 

・事業の科学的・技術的意義（新規性・先進性・独創性・革新性・先導性等） 

・社会的・経済的意義（実用性等） 

（２）国の事業として妥当であるか、国の関与が必要とされる事業か。 

・国民や社会のニーズに合っているか。 

・官民の役割分担は適切か。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か。 

・目的達成のために具体的かつ明確な研究開発等の目標及び目標水準を設定してい

るか。特に、中間評価の場合、中間評価時点で、達成すべき水準（基準値）が設

定されているか。 

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

３．成果、目標の達成度の妥当性 

（１）成果は妥当か。 

・得られた成果は何か。 

・設定された目標以外に得られた成果はあるか。 

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタイプの作

製等があったか。 

 

（２）目標の達成度は妥当か。 

・設定された目標の達成度（指標により測定し、中間及び事後評価時点の達成すべ

き水準（基準値）との比較）はどうか。 

 

４．事業化、波及効果についての妥当性 
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（１）事業化については妥当か。 

   ・事業化の見通し（事業化に向けてのシナリオ、事業化に関する問題点及び解決方策

の明確化等）は立っているか。 

（２）波及効果は妥当か。 

・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。 

・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性  

（１）研究開発計画は適切かつ妥当か。 

・事業の目標を達成するために本計画は適切であったか（想定された課題への対応

の妥当性）。 

・採択スケジュール等は妥当であったか。 

・選別過程は適切であったか。 

・採択された実施者は妥当であったか。 

 

（２）研究開発実施者の実施体制・運営は適切かつ妥当か。 

・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか、いたか。 

・全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環境が整

備されているか、いたか。 

・目標達成及び効率的実施のために必要な、実施者間の連携／競争が十分に行われ

る体制となっているか、いたか。 

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組を積極的に実施してい

るか、いたか。 

 

（３）資金配分は妥当か。 

・資金の過不足はなかったか。 

・資金の内部配分は妥当か。 

 

（４）費用対効果等は妥当か。 

・投入された資源量に見合った効果が生じたか、期待できるか。 

・必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。 

 

（５）変化への対応は妥当か。 

・社会経済情勢等周辺の状況変化に柔軟に対応しているか（新たな課題への対応の

妥当性）。 

・代替手段との比較を適切に行ったか。 

 

６．総合評価 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

１．事業の目的及び政策的位置付け 

１－１ 目的 

○背景と必要性 

耐熱・耐食性に優れたセラミックスをエンジン鋳造ラインの大型の配管や槽・容器に適用することで、熱の

損失を小さくすると同時に、最終製品への不純物を低減することができる。また現状、高温で使用される生

産用部材は希少元素を添加した耐熱合金が多用されているが、軽元素を主成分とするセラミックスの適用

は元素戦略上においても意義がある。液晶・半導体製造ラインでは、軽量で剛性の高いセラミックスを大型

の精密生産用部材として活用することで、製品のスループットの更なる向上や微細加工化が可能となる。今

後の各種製造における品質と生産性の飛躍的な向上に向けて、セラミックス部材も大型化だけでなく、より

軽量で高い剛性、あるいは難濡れ性や断熱性の向上といった高機能化が求められている。こうした要求に

応えていくには形状付与の自由度を高める必要があるが、従来の一体型のセラミックス成形技術では対応

が困難であり、その解決を図るため、高機能化された小さな精密ブロックを作製し、立体的に組み上げ、高

効率で接合・一体化して所望とする大型（巨大）化・精密複雑化・精密性を鼎立した部材を得ることのできる

革新的なプロセス技術の開発が必要である。 

○目的 

環境と経済の両立に向けて、優れた機能や付加価値を持つ製品を高効率で製造できる技術開発が急務

である。ここで自動車部品や液晶といった最終製品と製造機器用の生産部材はセットであり、最終製品の

品質を左右することになる。軽量で耐熱性に優れたセラミックス生産部材を有効に使用することで高品質の

製品を高効率で製造することができる。本プロジェクトでは従来ファインセラミックス材料では作製が困難で

あった複雑形状付与や大型化を容易にし、製造プラントの省エネ化と製品の品質向上に貢献しうる革新的

省エネセラミックスの製造技術を開発することを目的とする。 

○現在の動向 

国内では3.11震災以降のエネルギー供給に対する危機意識が高まっている。とりわけエネルギー消費の

多い産業部門においては、製品競争力を維持しつつ、更なる省エネ化にむけた取り組みが急務となってい

る。 

国外動向をみると、米国では鋳造へのセラミック適用のロードマップが作られている。また韓国や中国で

は液晶半導体や鋳造用の大型セラミック生産部材開発が国レベルで推進され日本をキャッチアップ、凌駕

するための動きが活発化している。こうした動きの中で日本は、環境と経済の両立に向けて新しいプロセス

による高機能（難濡れ、軽量、熱制御性）を、大型セラミック部材を開発することが必要である。 

 

１－２ 政策的位置付け 

省エネルギー技術の研究開発と普及を効果的に推進するため、経済産業省とNEDOにより策定された

「省エネルギー技術戦略2011」において、製造プロセスで省エネを推進する「エクセルギー損失最小化技

術」、技術の組み合わせや新たな切り口によりシステム全体の省エネを推進する「省エネ促進システム化技

術」、使用時に省エネ効果を発揮する製品やその部材の開発・製造を加速させる「省エネプロダクト加速化

技術」が重要かつ基軸となる技術として選定された。  

これらの内容と本事業は密接に関連しており、その位置づけは明確である。「省エネプロダクト加速化技

術」においてセラミック製造技術が具体例として示され、本事業の内容が引用されている。また「熱・電力の

次世代ネットワーク」関連で熱輸送が選定されている他、「エクセルギー損失最小化技術」に向けて本事業

ではセラミックスの製造、使用に関わるエクセルギー解析を実施している。  

 

１）産業部門の導入シナリオ（セラミックス製造技術、エクセルギー損失最小化技術、省エネ製造プロセス、

など本事業と深く関係している項目が明示）
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  出所：省エネルギー技術戦略2011
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２）重要技術シート（セラミックス製造技術の重要性が明示。本事業が事例とされている） 

 
出所：省エネルギー技術戦略2011 

 
出所：省エネルギー技術戦略2011 
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３）重要技術シート（「熱輸送を用いた熱利用の柔軟化」の重要性が示されている。本事業の軽量・断熱アル

ミ搬送容容器は熱輸送手段のひとつであり、将来的には高温蓄熱体輸送容器としての転用も考えられる）

 
 出所：省エネルギー技術戦略2011 

 

 

 

 

 

１－３ 国の関与の必要性 

・当該事業は科学技術基本計画に記された、目標（環境と経済の両立、ものづくりナンバーワン国家の実

現）、ならびに経済産業省が推進している技術戦略マップ（省エネルギー技術戦略2011（前述））に沿ってい

る。 

・省エネやCO2削減に国を挙げて取り組まねばならない事態において、経済産業省がリーダーシップをとる

ことができる。 

・大型部材化技術はリスクが大きく企業のみの研究では限界である。個別研究では直近の課題解決に向け

た開発に取り組むこととなり、長期的に見たセラミックスの競争力を維持することは困難である。 

・競争力の基盤構築に向け、産官学の連携の基に、基礎から設計そして形状付与技術を融合させながら効

率的に開発するためには国による関与が必要である。 

・当該事業には接合や、ニアネットシェイプ技術などのセラミックス部材化の基盤となる技術が柱であり将来

の我が国のセラミックス産業への波及効果も大きい。特に、局所加熱で大型部材ができれば巨大なセラミッ

ク部材を製造することが可能となりエネルギー機器をはじめとするイノベーションの創出に繋がる。 

 

１－４ 他の制度との関連 

・当該事業に関する省内や他省庁、民間企業との他の事業の重複はない。 
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２．技術開発の目標 

２－１ 目標・指標 

 

表２－１．全体の目標 

目標・指標 

（事後評価時点） 

目標・指標 

（中間評価時点） 

設定理由・根拠等 

研究開発項目① ニアネット成形・接合技術の開発 

 接合部材設計技術を開発

し、同設計に指定された精

度、形状を得るための成形

方法、及び焼成条件を確立

する。 

 

断面積が2500mm2の試料を

用い、接合強度が150MPa以

上の接合部材を開発する。 

部分加熱や固体反応利用

などの接合機構を明らかに

するとともに、断面積が

12mm2の試料を用いて接合

強度200MPa以上の接合部

材を開発する。 

たとえば燃焼合成の可能性を明ら

かにするレベルとしては妥当と考

えた。 

体積効果を考慮すると、前項に定

めた目標値に対して、1/2倍の値

となる（計算に当たってはワイブル

係数を8程度との仮定をおいた）。 

省エネ型接合法により、セラ

ミックスを同種系統の材料で

接合した系において断面積

が12mm2の試料を用いて接

合強度300MPa以上の接合部

材を開発する。 

長さ500mm以上の接合部材

を対象とした非破壊検査手法

を確立する。 

固相反応や自己伝播する発

熱反応などを用いた高強度

接合を実現するため、反応

剤・接合剤の厚み、組成、処

理温度、自己伝播速度、断

熱燃焼温度などのプロセス

因子が接合強度に及ぼす

影響を検討し、本プロセスに

よる接合構造の最適化を確

立する。 

製品化されている現状品（一体型

）の強度（アルミナを想定)が

300MPa程度であり、接合体にお

いても同等の強度を設定すること

が妥当と考えた。 

例えば、超音波探傷により全体を

把握してから、X線透過法により局

所分析を行う。特に、X線透過法に

おいては、広面積検出技術と差分

画像処理技術等を融合することに

より、従来では困難であった大型

構造物の高速且つ高識別度検査

を実現する必要がある。以上を実

施する上での対象として500mm程

度が妥当との判断である。 

研究開発項目② ユニットの高機能化技術 

 高温場における溶融アルミ

ニウムに対する濡れの機構

を解明する。 

 

接合部を有する部材を用い

て、アルミ溶湯中に100時間

浸漬した後に実質的に反応

が認められない接合部材を

開発する。 

アルミ溶湯中に100時間浸

漬した後に実質的に反応が

認められない素材を開発す

る。 

反応や移着のない製品が必要とさ

れている。従来品の現場での使用

実績において反応は初期に進む

が、100時間とすれば、反応は大

凡安定するため、100時間後浸漬

後の変化を観察対象とした。 

接合部を有する部材を用い

て、900℃にて、鋼板相当の

鉄と転がり摺動させたとき

900℃にて、鋼板相当の鉄と

転がり摺動させたときに、鉄

に含まれていた成分と実質

反応や移着のない製品が必要とさ

れている。例えば、鋼板中に含ま

れるマンガン等が酸化されロール
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に、鉄に含まれていた成分と

実質的に反応しない接合部

材を開発する。 

的に反応しない素材を開発

する。 

表面に付着、鋼板表面が凹凸に

なるため、薄板化する際のネック

になっている。 

接合部を有する部材を用い

て、700℃以上の温度域の反

射率が80％以上の接合部材

を開発する。 

700℃以上の温度域の反射

率が80％以上の素材を開

発する。 

現状品（Si基系セラミックス）の反

射率は10～20％程度であり、80％

以上とすることができれば、部材

の低熱伝導率化と中空構造と組

み合わせることで断熱性を2倍に

できる。 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目③ 革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 

ａ） 高耐性部材 

900℃の環境下に曝した後に

おいて、接合面に剥離、クラ

ックが生じない長さ500mm以

上、直径100mm以上の管状

接合部材を試作する。 

900℃の環境下に曝した後

において、接合面に剥離、ク

ラックが生じない長さ250mm

以上、直径50mm程度の管

状接合部材を試作する。 

最終的に、鋼板用搬送ロールやラ

ジアントチューブ等の大型管状部

材に適用できる技術開発を目指す

必要がある。 

１.温度について：搬送ロールを例

にすると、実際の使用温度は600

～1200℃の範囲であるが、代表値

として900℃を設定し、同温度での

接合体の耐性を満たすことが必要

である。 

2.部材サイズについて：同じく、実

際の部材のサイズは600～2500Ｌ

と幅があるが、 

接合部を設けた新しい構造体の

基本耐性を評価し、またスケール

アップに伴う課題抽出を行う目的

で、中間目標あるいは最終に掲げ

た250㎜→500㎜で十分と考えられ

る。 

 実用化においては、一部の企業

はメートルクラスの大型部材の設

備ならびに製造ノウハウを有して

おり、接合に関連する課題が助成

事業を通じて解決されれば、その

後企業単独での展開が可能と考

えられる。 
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ｂ） 高温断熱部材 

700℃以上のアルミ溶湯を内

部に入れた状態で湯漏れが

なく、同等の搬送容積をもつ

従来部材に比べて、断熱性

が2倍、空状態とした部材単

体の重量は1/2以下である、

直径が500mm程度の槽状部

材を試作する。 

700℃以上のアルミ溶湯を

内部に入れた状態で湯漏れ

がなく、同等の搬送容積をも

つ従来部材に比べて、断熱

性が2倍、空状態とした部材

単体の重量は1/2以下であ

る、直径が250mm程度の槽

状部材を試作する。 

最終的に中空のセラミックユニット

を接着・一体化した新しい構造に

より、大型（メートルクラス）の、搬

送容器及び断熱濾過槽を開発す

ることが必要である。 

目標の設定にあたっては、まず、

搬送容器とろ過槽の最も基本的な

機能である、「湯モレがないこと」を

新しい構造体で実証する。次に開

発の意義ともいえる「軽量化・断熱

性」についてはハードルの高い技

術であるが、これらを目標とすべき

である。スケールアップについて

は、課題抽出ができるサイズを段

階的に作製すべきである。 

本件を代表事例として、製

造、使用、廃棄過程を含めた

省資源・省エネ効果を定量化

する。 

  

ｃ） 高比剛性部材 

長さ（奥行き）が400mmで、従

来相当の部材に比べて、撓

み量が70%以下である盤状部

材を試作する。 

長さ（奥行き）が200mmで、

従来相当の部材に比べて、

撓み量が70%以下である盤

状部材を試作する。 

アルミナ系材料では達成できない

たわみ量低減を目指す必要があ

る（両端支持の最大たわみ

=5WL4/384EI＝ｋ/比剛性。 

 最大たわみ量は比剛性に反比

例する。 たわみ量の比較（従来

素材アルミナAC270を100として）

SiC:53,B4C:39という計算結果） 
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３．技術開発の成果、目標の達成度 

３－１ 成果 

３－１－１ 全体と個別要素技術の成果 

３－１－１－１ 全体の成果 

セラミックス部材の大型化、複雑形状化を両立させるには、高機能化された小さな精密ブロックを作製し、

立体的に組み上げ、高効率で接合・一体化して所望とする大型（巨大）化・精密複雑化・精密性を鼎立した

部材を得ることのできる革新的なプロセス技術の開発（ステレオファブリック造形技術）が必要である。図３

－１にステレオファブリック造形の概念図を示す。同技術を確立するための課題は大別すると、①ニアネット

成形・接合技術の開発、②ユニットの高機能化技術の開発、といった基盤・要素研究に加えて、それらを部

材として実証する③革新的省エネセラミックスの部材化技術開発、である。 

           

 
 

 

図３－１ ステレオファブリック造形の概念図 

 

これらの課題のうち共通基盤となる課題①②については委託事業、そして課題③は補助事業として取り

組んだ。また課題③は出口製品に対する、要求性能の共通性から、1)高温断熱部材、2)高比剛性部材、3)

高耐性部材に分類した。さらに、これら部材も使用用途により最適な材質が異なるなど本事業で対象として

いる出口、材質、そして手法の関係はわかりづらい。そこで表３－１には前記課題①②と③あるいは最適と

考えた材質の関連を整理することにした。 
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             表３－１ 出口、使用条件、要求性能、材質について        

 
 

表３－1に示すように使用する材質は出口製品や使用条件により多岐にわたり、従って要求される性能も

異なる。本事業において個々の材料を対象として課題解決に取り組み、所定の目標を達成するとともに、開

発過程で新たに自主設定した接合部の疲労特性や使用条件を考慮した腐食試験に対する耐性も確認し、

概ね、課題③革新的省エネセラミックスの部材化への移行を果たすことができた。そして課題③(補助事業)

において、大型部材化とその評価を実施し、当初に設定した目標値は達成することができた。以下に詳細

について述べる。 

 

３－１－１－２ 個別要素技術の成果 

研究開発項目① ニアネット成形・接合技術の開発 

①－1設計・造形基盤技術 

高温断熱部材に求められる軽量、断熱性、強度を両立するための容器形状の設計と個々を構成する

中空ユニットの最適構造に関する検討を行なった。全体形状としては、幾何学的に同一体積では最小

表面積となる球体が理想的と考えた。立体幾何学より球体を分割する方法は多く知られているが、そ

の中で、最終的なユニットのサイズ、成形のしやすさ、 

を考え、正準五角形を選択しさらに、熱流体解析および熱応力解析に基づき、側壁や背面に開口部を

有し、内部空間に断熱層や蓄熱層を有する各種中空ユニットの設計および試作を行なった。図３－２

には設計に基づくユニットと容器の形状を示す。容器はユニット60個で構成される。 
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          図３－２ 中空ユニット、及び容器の形状 

 

設計検討の結果を踏まえ、中空ユニットのニアネット成形と接合に取り組んだ。中空ユニットのニ

アネット成形に関する目標値は、材質の熱膨張や接着部の厚さを考慮し、寸法誤差1.5％以下とした。

ケイ素粉末からなる水系スラリーを用いて、石膏型を用いた鋳込み成形および窒素中における反応焼

結により窒化ケイ素（RBSN）からなる中空ユニットを作製した。従来、ケイ素粉末の水和反応による

スラリー特性の低下により、鋳込み成形、特に肉厚制御は困難であった。そこで、スラリーの粒度、

成分の調整によりケイ素粉末の水和抑制を行なった結果、着肉時間による肉厚制御が可能となった。

作製した中空ユニットについて面単位で寸法測定を行なった結果、寸法誤差は1％以下であった。ま

た、局所的な焼結変形挙動を把握した。このように、鋳込み製法における変形挙動を三次元的に把握

し、設計に反映することにより、高精度な焼結体を得る手法を確立した。同手法により作製した

Al2TiO5（収縮率6％）からなる中空ユニットの寸法誤差は1.5％以下であり、目標を達成した。得ら

れた中空ユニットを、無機接着材を用いて組み立てることにより直径240mmの球状の容器部材を作製

した（図３－３）。接着部を模したテストピースを用いてアルミ溶湯浸漬試験を行なった結果、初期

使用における溶湯シール性が確認された。 

 

            
  図３－３ 中空ユニット、及びアッセンブリーの外観（RBSN製、1/4スケールモデル） 

 

また、高温断熱部材以外の用途、例えば半導体製造装置用高比剛性部材を想定し、高比剛性材料 炭

化ケイ素の接合技術開発を行っている。高比剛性部材を接合で実現するにあたり、接合部分が高比剛

性部材の剛性つまり変形にどの程度寄与するか構造解析シミュレーターで解析を行った。その結果、

接合部はほとんど影響せず一体型部材と同等レベルの変形であることが分かった。これにより、性能

劣化（剛性劣化）のデメリットなく、接合の利点である①製造工程の省エネ化、②低コスト化、およ

び③構造自由度向上を享受できることが分かった。 
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①－2 接合技術 

１）各材質の接合における基礎試験結果について 

１－１）B4Cセラミックスの接合 

炭化ホウ素（B4C）セラミックスは、高硬度、高弾性率、低密度という優れた特性を有しているが、難焼結・

難加工という欠点のため、大型・複雑形状のB4Cセラミックスを一体物で作製するためには、製造コストの増

大が懸念される。そこで、本プロジェクトではB4C の低温接合技術開発を実施した。その結果、卑金属(アル

ミニウム)を接合材として用いることによって、700℃程度の低温でも母材相当の高い接合強度が得られた。

接合部の微構造観察より、ナノレベルの亀裂先端まで接合材は浸透し、強固な結合を形成し、緻密な組織

を呈していた。また、TEM観察より、接合材であるアルミニウム側には転位や歪みが観察され、接合を阻害

する要因である残留応力を接合材が緩和している現象が見られた。更に、B4C接合体を室温から200℃ ま

で1000回繰返した熱疲労特性を測定したところ、試験片（5本）全てが母材から破断し、接合部の強度の劣

化は観察されなかった。また、20-200MPaの応力を周波数5Hz、36万回繰返した機械疲労特性では、試験

片（5本）は全て破断しなかった。これらのことから、B4C 接合体の熱・機械的疲労特性も良好であり、信頼性

が高い接合技術であることがわかった。 

 
 

       図３－４ AlのB4C亀裂内への浸透性状況、それを利用した接合界面 

 

１－２）SiC系複合セラミックスの接合 

開発したSiC系複合材料の接合に関して、反応焼結技術を利用した接合方法で検討を開始し、炭素

を接合部位に配置させることで、素材中に含まれる遊離シリコンが接合部位へ移動し、接合する現象

を見出した。このシリコン移動現象を利用することで、外部からのシリコンアシストなしで接合体の

作製が可能であることから、接合方向、接合厚みなどのシリコンの含浸由来の制限を排除することが

でき、余剰シリコン除去の後加工が不要になり、大型接合技術に適した方法であると判断し、開発を

進めてきた。本接合に関して、接合厚みと強度の関係を調査した結果、接合厚み15μm未満とするこ

とで接合強度200MPa（接合面積12mm2）を達成する技術であることを見出した。 接合加熱（1400℃）

における被接合素材の変化を調査した結果、開発素材は加熱前後で強度変化はないという結果が得ら

れた。一方一般的な反応焼結SiC素材では、加熱前後で3/5程度の強度劣化が発生した。 一般的な

Si-SiCは比較的大きな欠陥の形成が見られるのに対し、開発素材は加熱後、大きな欠陥、空孔を形成

しない様子を確認した。スケールアップ化に対する対応と安定化を図るため、接合材の厚さ、カーボ

ン源種、炭素粒径等の強度への影響を調査した。加工業者へのヒアリングより、メートルサイズでは

15μm以上の加工誤差が発生することが明らかとなり、これまで検討してきた接合厚みでは大型化の

対応は困難と判断し、50～100μm程度で高強度を発現する接合を見出す検討をした。SiC粒子を複合

化した接合材を利用することで接合厚み126μm、接合強度204.6MPa（接合面積12mm2）が得られ、接

合厚みの増加と高強度化を達成できる可能性が示された。この接合材を用いて200mm程度のサイズの

モデル部材の試作を実施したところ、接合材をシート状とすることでハンドリング性が良く、組み合

わせが容易となることで、接合加熱後に隙間のない接合体の作製が可能であることが明らかとなった。

実用化に向けて、接合面積・形状、接合個数、位置決め方法等の最適化が必要であるが、本方法が大

型部材の接合方法に有効であることが示唆された。 

高比剛性を有するSi-SiC-B4C系セラミックス（開発部材）同士の接合の基本プロセスとしては、i) 

セラミックス同士をカーボンシートを介して接触させてから加熱し、ii) 高温において、接触界面に

染み出たSi融液とカーボンとを反応させてSiCをin-situ形成して接合させる。従来部材（Si-SiC系セ

ラミックス）同士を上記方法で接合した場合は、接合界面近傍においてSi融液の染み出しに伴い形成
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した空隙の合体・成長が進行し、その結果として、この空隙が破壊起点となり接合体の著しい強度低

下をもたらすことが知られている。一方、開発部材からなる接合体の場合は、空隙が粗大化し難いた

め、接合体の強度は開発目標値（200MPa以上）を達成した。本項では、開発部材の接合界面近傍の微

細組織が従来部材と大きく異なる原因を明らかにするために、接合界面の組織形成に及ぼすSi融液中

に固溶する元素の効果について、原子－ナノレベルの観点から解析した。 

 骨材の6H-SiCとカーボン粒子の間にSi融液が存在する場合、カーボンの一部がSi融液中に溶解・拡

散し、Si/6H-SiC界面において3C-SiCとして析出することが知られている。そこで、カーボン容器内

に、6H-SiC単結晶基板上にSiウェハあるいはB添加Siウェハ（厚さ1mm）を設置した後、1500℃・1h

でSiを溶融させてモデル接合体を作製した。接合体界面を透過型電子顕微鏡にて観察した結果、無添

加Siの場合は、従来報告と同様に6H-SiC基板上に3C-SiC層が一様に形成していた。この場合のカーボ

ン源は、容器から揮発したカーボンである。一方、B添加Siの場合は、6H-SiC基板上にSiが直接接合

した領域と3C-SiC粒子が形成した領域が混在しており、B添加により明らかに3C-SiCの形成が抑制さ

れることが確認された。BがSi融液中の物質移動を抑制したために、3C-SiCの形成が抑制されたもの

と推察された。そこで、3C-SiC結晶で挟まれた非晶質Si中の物質移動に及ぼすB添加効果について、

分子動力学計算により解析した。その結果、非晶質Si中にBを添加することで、非晶質Si中のSiの移

動が大きく抑制されることがわかった。したがって、実在のSi-SiC-B4C系の方がSi-SiC系よりも内部

の空隙が小さいのは、Si融液中のBによりSiの外方向への移動が抑制されたため、その結果として、

空隙の合体・成長も抑えられたからであると推察される。また、Si/6H-SiCモデル接合体において、

Si中にBを添加すると3C-SiCの生成が抑制されたことから、接合界面におけるSiの再配列（SiCの析出

過程）も抑制された可能性がある。 

 

１－３） Al2O3セラミックスの接合 

Al2O3セラミックスに関して、主にアルミ金属の溶融を利用した接合方法や、固相拡散を用いる接

合方法、更に、数種類の酸化物セラミックス原料を混合した液相焼結を用いる接合方法を検討した。

具体的には、アルミ金属の酸化から生成する反応焼結アルミナ（RBAO）を主成分として、これによ

る高活性状態から生じる固相拡散と、ここに数種類の金属酸化物原料を焼結助剤として添加した液相

焼結の、２つの駆動力を併用した接合方法を検討した。先ず、接合面積30×20mm2の小型ブロック

による予察試験から実施し、その後、φ28mmやφ90mの小径管状部材でのサンプル試作及び評価を

経て、大径管状部材でのサンプル試作へと移行していった。反応焼結アルミナを主成分とする酸化物

セラミックスを接合材料として用いることで、ホットプレス等の特殊設備を用いない低加圧

（0.05MPa以下）条件下での1500℃以上の焼成プロセスを経る接合条件を確立することができた。

また、導入した大気雰囲気局所加熱接合装置を用いて、φ160mm×1000mm長さの大径アルミナパ

イプ2本を接合し、長さ2000mmの大型管状接合部材を作製した。部材全体の長さは2000mmと大き

いが、実際に加熱するのは接合部を中心とする800mmの部分のみであり、投入エネルギーの小さい

省エネプロセス条件を確立することができた。 
高純度化が求められる生産用途用の大型セラミックス構造部材を接合法により作製するために、不

純物となる焼結助剤を一切使用せずに、高純度なアルミナスラリーを接合中間層に用いて緻密質アル

ミナを接合する手法を開発した。従来の接合では、接合層をできる限り緻密にすることが高い接合強

度を発現するために必要であるとされてきたが、本研究では、図３－５に示すように接合中間層が粗

大気孔を有する多孔質であっても、適切な微細組織制御により強度劣化を招く鋭いき裂状粗大欠陥を

排除することで、280MPaの高い接合強度を実現できることを明らかにした。さらに、ガラスなどを用

いた酸化物ソルダー法では得ることが一般に困難である1200℃における高温強度についても、中間接

合層が高純度アルミナであることから、160MPaと高い強度を示した。 
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図３－５. 粗大気孔と多孔質領域と緻密質領域からなる多孔質な接合中間層の断面の電子顕微鏡

（ＳＥＭ）写真 

 

この接合体の作製手法は、相対密度が99%以上の市販高純度アルミナ焼結体を被接合材として、そ

の間に、アルミナ含有量が74.5 wt%のアルミナスラリーを挟み込み、厚みが40～100 µmとなるよう

にして一晩乾燥させ、この仮接合体を大気中、1650℃で2時間焼成するという、ごくシンプルな方法

である。焼成中に加圧を一切必要としないことから、特殊な加圧装置が不要で大型部材への適用も容

易であるという利点を有している。また、接合中間層の厚みが、40μm～400μmに変化しても、安定

して250MPa以上の曲げ強度を維持しており、接合厚みの変動に対する許容量が大きいことも特徴であ

る。これらが大型部材の接合体作製を低コストかつ容易にすることは明らかであり、実用化が大いに

期待される。 

また得られた技術を使って接合試験片を作製し、実際の使用環境相当の腐食試験で長時間の耐久試

験を進めているところである。 

 

１－４） Si3N4セラミックスの接合 

窒化ケイ素の管状部材は各種製造分野で幅広いニーズがあるが、いずれも高温、腐食等の環境下で

使用され、また粉・流体に対するシール性が要求され、さらに最長で10mを超える長尺であることな

ど、製造上のハードルが高いのが現状である。これらの課題に対して、接合部において被接合材と同

等の組成や組織からなる接合層を形成し（セミシームレス接合）、かつ接合部近傍のみの局所加熱で

接合する（局所加熱接合）ことをコンセプトして大型管状部材の開発を行った。これまで、まず局所

加熱型の新規な接合炉を開発した。この接合炉は、接合する管状部材の片側をチャックし、接合部を

抵抗加熱炉に挿入して加熱することで管状部材同士を接合するものである。管状部材の接合部を加圧

することが可能であり、また加熱接合時における管状部材の回転機構を有している。この局所加熱接

合炉を用いて、外径φ28×内径φ18×長さ1000mmの窒化ケイ素管状部材を３本接合することで、接合

面に隙間やクラックが無い、全長3000mmの窒化ケイ素長尺管状接合部材の試作に成功した。この窒化

ケイ素長尺管状接合部材の室温での接合強度は、長尺管状接合部材から切り出した4mm×3mm×40mm

試験片において被接合材相当の677MPaを達成した。高温での接合強度は、強度試験温度800℃におい

て540MPaの高い値を示した。また、断面積2500mm2の窒化ケイ素角状部材を用いて、接合強度が622MPa

の接合部材を開発した。 

以上、局所加熱接合の開発と材料・プロセス技術を融合した省エネ型接合技術によって、窒化ケイ

素長尺管状部材のセミシームレス接合に目処がたった。現在、上記技術で得た接合体の耐久性評価試

験を進めているところである。 

またアプリケーションとして熱交換器用途を想定し炭化ケイ素の高耐性接合技術開発も行ってい

る。モチーフとして考えている製品形状は長尺チューブ形状であり、それを省エネルギーかつ低コス

ト技術である局所加熱で実現する。中間目標は接合技術確立であり目標接合強度200MPaを全体加熱に

より達成した。現在、その高強度化と強度のバラつき低減、および局所加熱による接合を行っている。

今後、局所加熱による長尺チューブを作製しその耐久試験まで行う。 

 

２）短時間局所加熱型接合技術 

２－１）アークを利用した接合技術 

炭化物セラミックスを母相として、局所加熱による短時間接合を試みた。ケイ素と炭素との反応焼

結を利用した炭化ケイ素セラミックス同士の接合では、界面でのケイ素と炭素の反応によって、接合

部の厚さが数ミクロンの接合体を得ることができた。本接合手法の接合部は炭化ケイ素とケイ素によ

って構成されており、炭素は確認されなかった。また、本接合技術は、加熱に必要な時間が10分と短

時間ながら、接合部の平均４点曲げ強度は196MPaと比較的高い接合強度が得られることが確認された。

さらに、炭化ホウ素セラミックスの短時間局所加熱接合では、雰囲気の制御を必要とせずに局所加熱

接合可能な技術を開発した。 

 

２－２）燃焼合成を利用した接合技術 

短時間での大きな発熱とミクロ領域での液相の発生を特徴とする燃焼合成法を応用し、環境負荷の

少ない高度接合技術の達成と大面積かつ複雑形状体の均一接合技術の確立を目指す。本研究実施細目

は、(1)反応系組成の調整、(2)予加熱と反応温度及び伝播速度と転換率の関係把握、(3)生成物密度
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（気孔率）の制御、(4)液相や気相の移動と空隙率（隙間間隔・形状）の関係把握、(5)生成物の膨張

・収縮による特徴的な残留応力と歪みの応用、(6)曲率の変化に伴う物質・熱移動の状態把握の6項目

である。 

 燃焼合成技術を高精細な接合技術の一つと位置付ける上で重要な「反応伝播過程の制御」の確立は、

実施細目(1)及び(2)の取り組みにおいて、原料粉末の新しい混合法と新しい接合助剤の添加を駆使し

達成した。燃焼合成の反応伝播過程には、(1)一端着火で反応伝播を誘導する局所加熱反応伝播モー

ドと、(2)電気炉等で全体的に加熱して全体的な発熱反応を誘導する全体加熱反応誘導モードがある。

それぞれのモードに、基材をSiC及びアルミナ系酸化物として反応伝播過程の設計と反応系の的確な

選択の下でコーティングあるいは接合を指向した実験を実施した。さらに、基材との共存性を議論す

るために、実施細目(3)‐(5)に主たる焦点を当て、熱衝撃性や熱伝導性、熱膨張性などを検討すると

ともに、界面近傍の微細構造を精査した。 

優先伝播モードでは、他の外部エネルギーを加える必要がなく短時間で完了するが、接合面の温度

の均一性が保証できない。一方、全体反応モードでは、全体が着火温度まで加熱されるので温度分布

の均一性は確保できるが、所望の着火温度までの時間と消費エネルギーのロスが大きい。燃焼合成適

用におけるこれらの問題点を系統的に調べ、コーティング面及び接合面の性状を詳細に調べ、接合機

構とコーティング機構を明確にして最適条件を抽出した結果、Al粒子径が40μm以下のTiO2-Al系にガ

ラス質成分（Al2O3-(B2O3, SiO2)系）を添加し、全体加熱反応誘導モードで昇温速度10度／分で燃焼

合成を実施することにより、850℃以下での反応誘導温度で約200μmの接合層を有する均一接合を達成

することができた。独自の原料粉末混合、反応助剤添加、反応誘導システムにより、本研究で対象と

する接合部材を炭化物系のみならず酸化物系にまで拡張することができ、さらに実施細目(6)におい

て接合面の事前加工による均一反応性及び結合性の向上を達成することで、「断面積が2500mm2の試

料を用い、接合強度が150MPa以上の接合部材を開発する」とした最終目標に到達できた。 

 

２－３）レーザーを利用した接合技術 

セラミックスの中でも炭化ケイ素を凌ぐ高い比剛性を示す炭化ホウ素（B4C）は超高温耐性（融点2400℃）

でもあり、優れた特長を持つ。それ故、焼結や溶融接着が難しく、製造はホットプレスなどエネルギーを大量

に消費する加圧焼結法が用いられるため高コストとなり実用化を妨げている。優れた材料である炭化ホウ

素を広範囲に適用するためには省エネ性の高い焼結法や接合技術の開発が必要である。本研究ではレー

ザーの局所加熱性能を用いてB4Cの接合部分のみを必要な温度に加熱することにより接着を可能とし、か

つ省エネ性も確保することを目的とする。 

厚さを変えたB4Cサンプルをアルミニウムを接合剤として、熱破壊を起こさず接合が可能となるレーザー

照射条件（照射パワーと照射時間）を実験的に検討した結果、B4Cは赤外線領域の光を十分に吸収し、接

合に必要なエネルギー注入と温度制御が可能であり、レーザーによりアルミニウムを接合助剤としたB4Cの

接合の可能性を見出すことができた。 

３）非破壊検査技術 

接合部を起点とする破壊に影響を及ぼす欠陥の探傷手法を明らかにするには、性状の明らかな人工

欠陥を導入した比較試料を作製し、基準となる超音波探傷データを取得することが最も重要である。

試料の作製において、セラミックス部材の接合では一般に接合材を使用するため部材と材質が異なる

と音響インピーダンスに差が生じ、超音波が一部反射して内部欠陥の探傷に影響を及ぼす。これまで

セラミックス部材の接合では、音響インピーダンスの差が超音波探傷に及ぼす影響は明らかになって

いない。そこで、部材と接合材との音響インピーダンスの差が超音波探傷に及ぼす影響を検討した。

部材の形状は実使用を考慮して管状とした。超音波探傷法は、超音波の入射と受信方法、解析する波

の種類によって様々な手法が提案されており、従来法である水浸線形超音波法では難しいとされる密

着亀裂の探傷や、水浸しないことによる検査時間の短縮化が期待されている。本プロジェクトでは線

形超音波法以外に、入射周波数の整数倍周波数を持つ高調波を利用した非線形超音波法と、水浸をし

ないレーザー超音波可視化法も適用した。 

現状の超音波探傷能力を把握するため、ボイド状人工欠陥が埋没している窒化ケイ素製板状試験片

を使用し、各超音波探傷法で探傷できる最小欠陥サイズを求めたところ、線形超音波法と非線形超音

波法では、40μm以上の欠陥を、レーザー超音波可視化法では90μm以上の欠陥を検出できることが明

らかになった。さらに、接合材が超音波探傷に及ぼす影響を検討するため、比較対象試料として人工

欠陥を導入した後に接合材無しの拡散接合を行った管状試験体を作製した。レーザー超音波可視化法

で実際の製品検査と同様に外周面を探傷したところ、欠陥起源の反射波が可視化され、それ以外の反

射波は認められなかった。接合体断面を非線形超音波法で垂直探傷したところ、欠陥形状が明瞭な画
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像が得られた。いずれの方法でも導入した欠陥以外に欠陥は認められなかったことから、導入欠陥以

外に欠陥の無い比較試料をまず接合材無しで作製できることが明らかになった。 

 

研究開発項目② ユニットの高機能化技術 

②－1難濡れ、耐酸化耐食性向上 

②－１－１：アルミ溶湯用 

ユニット基板候補材にSi3N4結合SiCセラミックス（SINSIC）を用いて、Al合金溶湯中の安定性を評

価するとともに、腐食・濡れ機構を解析した。その結果、SINSICを構成するSiCは合金溶湯中のSi濃

度が高い場合には安定であり溶湯と反応しないが、Si3N4はSi濃度に依存せず反応することを熱力学

的に明らかにした。したがって、SINSICの場合は、Si3N4領域において優先的に反応し、その結果と

して、溶湯に対して濡れやすくなるものと考えられた。次に、SINSIC基材への多層コーティングによ

り、SINSICにAl合金溶湯に対する耐食性と難濡れ性を付与する技術を開発した。このコーティングは、

SINSIC基材/結合層/拡散防止層/難濡れ層からなり、i) 最表面の難濡れ層には、Al合金溶湯中で熱力

学的平衡相の一つとして存在するMgAl2O4を選定した。ii) また、この層を介した物質移動を抑制する

ために、その下層に拡散防止層としてα-Al2O3を配置した。iii) さらに、Al2O3-SINSIC間の密着性を向

上させるため、結合層として非晶質SiO2を配置した。なお、Al2O3/SiO2からなる中間層を付与するにあ

たり、Al2O3前駆体溶液への遷移金属成分の添加により高温安定相（α-Al2O3）への相転移を低温で促

進させるとともに、高酸素分圧下におけるSINSICの予備酸化処理（成形助剤成分の表面濃化抑制）に

よりSiO2の結晶化を抑制した。この様に、Al2O3とSiO2の相転移を同時制御することで、コーティング

層全体の基板に対する密着性を向上させた。 

多層コーティング材についてAl合金溶湯浸漬試験を実施した結果、Al合金溶湯中に100時間浸漬し

ても、コーティング層の破壊を伴うことなくコーティング最表面から合金が容易に剥離し、実質的に

反応が認められないことを確認した。 

②－１－２：高温鉄用 

鉄とセラミックスの相互作用に関する研究を実施する。主に化学反応を考慮した無負荷条件下、お

よび、圧縮・せん断応力条件下における鉄成分の Si3N4系セラミックスへの付着メカニズムの解明を

行うことを目的とした。さらに、メカニズムの解明の結果と、焼結助剤や粉体プロセスをパラメータ

ーとした微構造制御技術に基づいて、鉄あるいはマンガン等の含有成分の付着を抑制できる Si3N4系

セラミックスの開発を行った。まず、Si3N4 系セラミックスの構成要素である α- Si3N4、β- Si3N4、

β-SiAlON、および YAGと、代表的な鉄として高張力鋼、および鉄の主要な構成要素である MnO の間

の相反応を解析した。その結果、Y3Al5O12(YAG)とβ-SiAlONが鉄鋼含有成分に対する化学的耐性が高

いことが明らかとなった。そこで、YAG/β-SiAlON複合体を作製し、その機械的特性を評価した。β

-SiAlON の組成式 Si6-zAlzOzN8-zにおける z=2，3 でガス圧焼結温度が 1800℃で YAG 量が 50wt%の試料

を除く全ての試料で緻密な焼結体が得られた。これは、1800℃が YAG の融点以上であること、及び、

大量の液相が存在していたことに起因している。ガス圧焼結後にはほとんどの試料で YAGが生成して

いなかったが、1600℃でのアニールにより YAGの生成が確認された。また、アニール後の破壊靱性は

YAG 量の増加と共に減少した。これらのセラミックスを用い、高張力鋼板と接触下での高温反応実験

を行った。ただし、転がり摺動は圧縮とすべり成分で構成されることから、高温下での圧縮およびせ

ん断応力条件下での実験を対象とした。実験に用いた YAG/β-SiAlON 複合体は、YAG 量が 5 および

50wt%とし、β-SiAlONには Si5AlON7とした。これを 900℃にて圧縮応力場およびせん断応力場での接

触試験を行った。特に、YAG 量が 5wt%の YAG/β-SiAlON複合体の摩耗率は 4.2×10-10 mm2/Nと極めて

低い値を示すことも見いだされた。SEM観察および XRDによる構成相の同定の結果、いずれの接触面

において特に反応相は確認されなかった。 

 

②－2高温熱反射 

異相界面における輻射熱エネルギーの反射により、部材に高い熱反射率を発現させる方法を検討し

た。候補材料には、i) Al合金溶湯に対して優れた難濡れ性を有すること、ii) 屈折率差が大きく異

なる物質の組み合わせであること、iii) これらの物質が高温において反応せず光学的に安定な異相

界面を維持すること、が要求される。上記条件を満たす材料として、低屈折率材料にMgAl2O4を、高

屈折率材料に複合酸化物Ａを選定した。MgAl2O4と複合酸化物Ａの組合せからなる粒子分散型複合材

料について、全反射率の波長依存性を評価した結果、複合材料の全反射率は、700℃の輻射熱エネル

ギーが最大となる波長3μmにおいて80%であることを確認した。 
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研究開発項目③ 革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 

③－ａ）高耐性部材 

φ35mmの窒化ケイ素管を複数箇所、局所加熱接合した長さ2000mmの長尺管を作製した。得られた接

合体の接合部強度は母材とほぼ同等であることが確認された。またφ160mm×1000mmのサイズのアルミナ管

を局所加熱接合にて接合を行った。本アルミナ管のヒートサイクル試験を実施したところ、接合部を観察し

たが、外観上、剥離・クラック等は無く、安定な接合体であることが確認できた。 

 

③－ｂ）高温断熱部材 

ステレオファブリックにより、φ250 mmの円筒容器を作製し、アルミ溶湯の漏れがないことを確認

した。スケールアップのためφ600mmの容器を作製し、従来相当容器に比べて重量：35%減、温度低下

：30%向上を確認した。また大型化に伴い、出湯口部付近湯漏れが若干認められた。接合部の改良を

行った結果、漏れが無く従来相当容器に比べて重量減：38％温度低下：37％向上することを確認した。 

また、熱通過率を断熱性の指標とし、中空ユニットの評価を行なった結果、開発した高機能中空ユ

ニット（RBSN）は従来キャスタブルに比べ、熱通過率が40％、重量が65％低減した。容器の球状化に

よる放熱面積および部材体積の低減効果を考慮すると、容器部材の放熱量が51％、重量が71％低減す

る可能性を見出した。高機能中空ユニットで構成された直径240mmの球状の容器部材（RBSN）は、同

等の容積をもつ従来キャスタブルで構成された円筒状の容器部材に比べ、断熱材および鉄皮を取り付

けた場合の重量が62％低減した。容器の鉄皮表面における熱流束を指標とし、容器の断熱性を評価し

た結果、開発した球状容器は従来容器に比べ熱流束が47％低減した。容器の球状化による放熱面積の

低減効果を考慮すると、容器の放熱量が57％低減する可能性を見出した。このように、セラミックス

からなる小型の高機能中空ユニットを接着し、立体的に組み立てることにより直径240mmの球状部材

の作製および評価を行ない、開発した球状の容器部材は同等の容積をもつ従来部材に比べて、断熱性

が2倍、空状態とした部材単体の重量が1/2以下となることを明らかにした。 

 

③－ｃ）高比剛性部材 

開発素材（SiC系複合材）の鋳込み成形性の改良により400mm型リブ構造部材のニアネット成形体を試

作した。さらに、接合部材の応力変形シミュレーション解析により、1000Nの一定加重負荷での撓み量は、ア

ルミナ1.42μm対してSiC開発素材0.87μm＝撓み量61%となり70％以下を達成できることを確認した。また

集中研で得た成果を使ってB4Cによる500mm×500mm程度の複雑形状モデル部材の試作を行った。断面

積350mm2の試料6枚(接合5箇所)で、接合強度180MPa以上を達成した。 

 

 

３－１－２ 特許出願状況等 

 

表３－２．特許・論文等件数 
研究開発

項目 

論文数 論文の被

引用度数 

特許等件

数（出願を

含む） 

特許権の

実施件数 

ライセンス

供与数 

取得ライセ

ンス料 

国際標準

への寄与 

ニアネット

成形・接合

技術の開

発 

       

ユニットの

高機能化

技術 

       

革新的省

エネセラミ

ックスの部

材化技術

開発 

       

計 ３５  ２０     

注：特許権の実施件数、ライセンス件数、国際標準への寄与件数は、プロジェクトが発足して日が浅いた

め、上記の実績に留まっている。 
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論文に関しては、平成２３年度に入って、基礎研究の見通しがついたことにより、積極的に投稿を実施す

ることとなった。 

また、特許に関しては、平成２３年度は知財プロデューサーが集中研に常駐していること、週毎の研究員

との会議にも出席していることにより、特許の発掘、研究員からの特許の提案が増えつつある。 

表３－３ 研究発表リスト 

 

発表年月 発表媒体 発表タイトル 発表者 

平成21年12月 Proceedings of The 11th 

International Symposium on 

Eco-materials Processing and 

Design   

Materials Process Design on 

the Basis of Exergy Analysis  

北、日向、長岡、近藤 

平成22年1月  
JFCCニュースNo.97  新規国プロジェクト紹介「革新的

省エネセラミックス製造技術開

発」  

-  

平成22年1月 11th International Symposium on 

Eco-materials Processing and 

Design  

Materials Process design on 

the basis of Exergy Analysis   
（産総研）北英紀、日向秀

樹、近藤直樹  

平成22年1月 
The 34th International 

Conference & Exposition on 

Advanced Ceramics & Composites  

Joining of Silicon Nitride 

with Glass or Powder under 

Mechanical Pressure  

（産総研）近藤直樹、日向

秀樹、長岡孝明、北英紀 

平成22年3月 日本セラミックス協会2010年年会 
Al合金溶湯中におけるSi3N4結

合SiCセラミックスの腐食機構 
（JFCC）和田匡史、柏木一

美、横江大作、北岡諭 

平成22年3月 
日本セラミックス協会2010年年会 炭化ケイ素セラミックスのマイク

ロ波発熱特性  

（SFRA）関根圭人、（産総

研）日向秀樹、平尾喜代

司、北英紀  

平成22年3月 
日本セラミックス協会2010年年会 ガラスや窒化ケイ素粉末を用い

た窒化ケイ素の接合 

（産総研）近藤直樹、日向

秀樹、長岡孝明、北英紀 

平成22年3月 
日本セラミックス協会2010年年会 窒化ケイ素接合体のX線CT法に

よる非破壊検査  

（産総研）近藤直樹、西村

良弘、鈴木隆之、北英紀 

平成22年3月 
日本セラミックス協会2010年年会 Reaction joining of SiC 

ceramics by using TiB2-based 

composites  

（産総研）田無辺、北英

紀、日向秀樹、近藤直樹、

長岡孝明 

平成22年6月4日 
 3rd International Symposium on 

SiAlONs and Non-Oxides (招待講

演） 

Exergy Consumption Analysis 

on Production and Usage 

Process of Silicon Nitride   

北、日向、長岡、近藤 

平成22年6月 
 2010年産総研中部センター研究発

表会(ポスター） 

セラミックスの大型部材化プロセ

ス (ポスター） 

北、日向、近藤、長岡、堀

田、北憲一郎  

平成22年6月 
2010年産総研中部センター研究発表

会(ポスター） 

窒化ケイ素の接合に関する基礎

検討 （ポスター）  

近藤 直樹,日向 秀樹,北 

英紀,平尾 喜代司  
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平成22年6月 
2010年産総研中部センター研究発表

会（口頭）  

窒化ケイ素の接合に関する基礎

検討 （口頭）  

北、日向、近藤、長岡、堀

田、北憲一郎  

平成22年7月 
日本保全学会(ポスター） セラミックス材料の非破壊評価 西村、近藤、北、鈴木 

平成22年7月 
日本保全学会 第7回学術講演会 セラミックス材料の非破壊評価 西村他 

平成22年7月 
第26回日本セラミックス協会関東支

部研究発表会 

Si3N4 およびYAG とMnO および

Fe の高温相反応 

（横浜国大院）伊藤彰浩，

多々見純一，脇原徹，米

屋勝利，目黒竹司 

平成22年8月  
PRICM7  Environmental Impact 

Evaluation and 

Rationalization of  

Ceramics Process on the Basis 

of Exergy Analysis  

北、日向、近藤、長岡  

平成22年11月 
平成２２年度産総研本格研究ワーク

ショップ 

製造装置・システム用大型セラミ

ックス部材の開発 
北 英紀 

平成22年11月 
ICC3サテライト会議（第1回セラミック

スエンジニアリングワークショップ） 

窒化ケイ素長尺管状部材の接

合技術開発 

堀田 幹則,近藤 直樹,日

向 秀樹,北 英紀 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Microwave Local Heating of 

Silicon Nitride for Joining 

近藤 直樹,日向 秀樹,北 

英紀,平尾 喜代司 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Stereo Fabric Modeling 

Technology in Manufacturing 

of Ceramics 

北 英紀,日向 秀樹,長岡 

孝明,近藤 直樹 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Development of Joining 

Technique of Alumina 

Ceramics Using Reaction 

Bonding Aluminum Oxide 

Materials 

井筒靖久、他 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Joining of Silicon Carbide 

Ceramics by Using Tape Cast 

Interlayer 

田 無辺、他 
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平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Joining of SiC Based Ceramics 

by a Reaction Sintering 

Technique 

T. Ide, H. Hyuga, H. 

Kita 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Low Temperature Joining 

Process for Carbide Ceramics 

K. Sekine, T. Kumazawa, 

H. Hyuga, H. Kita 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Development of Insulated and 

Lightened Furnace Equipments 

for Molten Aluminum by Stereo 

Fabric Modelling Technology 

I. Himoto, T. Nagaoka, 

H. Kita 

平成22年11月 
The 3rd International Congress on 

Ceramics (ICC3) 

Stereo Fabric Modeling 

Technology for Semiconductor 

Production Equipment 

N. Shino 

平成23年1月 

The 35th International 

Conference and Exposition on 

Advanced Ceramics and Composites 

Joining of Silicon Nitride 

Long Pipe by Local Heating 

堀田 幹則,近藤 直樹,日

向 秀樹,北 英紀 

平成23年1月 

The 35th International 

Conference and Exposition on 

Advanced Ceramics and Composites 

Ceramic Joining by Microwave 

Local Heating 

近藤 直樹,日向 秀樹,堀

田 幹則,北 英紀,平尾 

喜代司 

平成23年2月 ミニマル研究会講演  

大型・超精密・複雑形状を小さな

モノでつくるミニマルマニュファク

チャリングと製造効率の指標化 

北 英紀 

平成23年2月 日本セラミックス協会東海支部講演 

製造装置用高度セラミック部材

の開発及びその資源消費に対

する有効性の評価－エクセルギ

ー概念の適用－ 

北 英紀 

平成23年2月 nanotech2011、NEDOブース発表 
半導体製造装置用途のセラミッ

クス部材の開発 
安藤正美、熊澤猛 

平成23年2月 nanotech2011、NEDOブース発表 
高温断熱容器用途のセラミック

ス部材の開発 
樋本伊織 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 
局所ヒーター加熱による窒化ケ

イ素長尺パイプ接合体の作製 
堀田 幹則、他 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 

エクセルギー概念の部材開発へ

の適用(事例研究：熱輸送用大

型容器の開発) 

北 英紀、他 
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平成23年3月 日本セラミック協会年会 

多孔質な接合中間層を有する高

純度・高強度アルミナ接合体の

開発  

宮崎 広行、他 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 
炭化ホウ素セラミックスの低温

接合 

関根圭人、熊澤猛、日向

秀樹、北英紀 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 
炭化ホウ素−酸化物セラミックス

の低温接合 

牧裕司、田中洋介、熊澤

猛、関根圭人、日向秀樹、

北英紀 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 
Reaction-infiltrated 

TiB2-SiC-Si composites 

Wubian Tian・Hideki Kita

・Hideki Hyuga・Naoki 

Kondo 

平成23年3月 日本セラミック協会年会 
Si3N4結合SiCセラミックスの酸

化に及ぼす酸素分圧の影響 

和田匡史、柏木一美、北

岡諭、樋本伊織、木下寿

治 

平成23年3月 日本金属学会2011年春期大会 
局所加熱接合による窒化ケイ素

長尺管状部材の開発 
堀田 幹則、他 

平成23年3月 
日本機械学会 北信越支部第48期

講演会  

開口合成法による内部欠陥の

可視化シミュレーション  
福田勝己、西村 良弘、他 

平成23年3月 
日本機械学会 関東支部第17期総

会講演会 

波動逆解析による内部欠陥の

可視化システムの構築  
福田勝己、西村 良弘、他 

平成23年4月 溶接学会平成23年度春季全国大会 

大型セラミックス部材の開発に

向けた窒化ケイ素パイプの局所

加熱接合 

堀田 幹則、他 

平成23年6月 
2011年産総研中部センター 研究発

表会・オープンラボ 

ステレオファブリック造形技術 

～レゴブロックに似た新しいセラ

ミックスの製造技術～ 

堀田幹則、長岡孝明、北

英紀 

平成23年9月 

15th International Symposium on 

Applied Electromagnetics and 

Mechanics 

Study of Defect Inspection in 

Ceramic Materials Using UT 

and X-Ray Methods 

西村 良弘、他 

平成23年9月 

15th International Symposium on 

Applied Electromagnetics and 

Mechanics 

Construction of System for 

Visualizing Internal Defects 

by Wave Motion Inversion 

Analysis  

西村 良弘、他 
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平成23年9月 第24回秋季シンポジウム 

有機ケイ素系ポリマーとアルミニ

ウムを用いたアルミナの接合方

法 

北憲一郎、近藤直樹、井

筒靖久、北英紀 

平成23年9月 
日本セラミックス協会 

第24回秋季シンポジウム 

局所加熱接合により作製した窒

化ケイ素長尺管状部材の強度

特性 

（産総研）堀田幹則・近藤

直樹・北英紀・（ステレオフ

ァブリック技術研究組合）

井筒靖久 

平成23年9月 第24回秋季シンポジウム 

Joining of SiC by Al 

infiltrated TiC tape 

interlayer 

Wubian Tian, Hideki 

Kita, Hideki Hyuga, 

Naoki Kondo 

平成23年9月 
日本セラミックス協会 秋季シンポジ

ウム 

ステレオファブリック造形による

省エクセルギー型熱輸送容器の

開発 

北英紀、樋本伊織 

平成23年9月 
日本セラミックス協会 第24回秋期シ

ンポジウム 

コーティングによるSi3N4結合

SiCのAl合金溶湯に対する耐付

着性の改善 

和田匡史、柏木一美、北

岡諭 

平成23年9月 
日本セラミックス協会 第24回秋期シ

ンポジウム 

アルミナスラリーを用いたアルミ

ナ接合体の作製とその評価 

宮崎広行、堀田幹則、北

英紀、井筒靖久 

平成23年9月 
日本セラミックス協会 第24回秋期シ

ンポジウム 

炭化ホウ素セラミックス接合体

の抗折強度に及ぼす接合時間

の影響 

関根 圭人・熊澤 猛・日向 

秀樹・北 英紀 

平成23年11月 
第２回構造材料国際クラスターシン

ポジウム 

製造を支える大型・複雑形状セ

ラミックス部材の開発 
堀田幹則、北英紀 

平成23年11月 中部地域公設研テクノフェア２０１１ 
金属融液、蓄熱体搬送用コンテ

ナー 

北英紀、堀田幹則、近藤

直樹、樋本伊織 

平成23年11月 
日本金属学会 ２０１１年秋期講演大

会 

窒化ケイ素のボロシリケートガラ

スを用いた接合 
近藤 直樹 

平成23年8月 日本エネルギー学会 年次大会 
エクセルギー概念の部材開発へ

の適用 

北英紀、日向秀樹、近藤

直樹、樋本伊織 

 

平成23年 日本セラミックス協会東海支部講演 

製造装置用高度セラミック部材

の開発及びその資源消費に対

する有効性の評価－エクセルギ

ー概念の適用－ 

北英紀 
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平成23年 粉末冶金学会 
セラミック省エネプロセスとその

エクセルギー概念に基づく評価 
北英紀 

平成23年 

The Fifth International 

Conference on the Science and 

Technology for Advanced Ceramics 

(STAC-5) 

Overview of the National 

Project" Innovative 

Development of Ceramics 

Production Technology for 

Energy Saving" 

Hideki Kita 

平成24年 東海トライボロジー研究会 
熱学視座で考えるセラミックスと

ものづくり 
北英紀 

平成25年 名古屋大学協力会講演 
総合工学としてのセラミックスと

モノづくり ,  
北英紀 

平成25年 MBTセンターシンポジウム 
エクセルギーで考える無駄とセ

ラミックス 
北英紀 

平成26年 
第46回エンジニアリングセラミックス

セミナー 

B4C接合体界面におけるナノア

ンカー構造の生成と特性の評価 
北英紀 

 

表３－４ 研究論文リスト 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

平成21年9月 セラミックス 
｢革新的省エネセラミックス製造技術開

発」開始 
北 英紀 

平成21年12月 
Proceedings of 

EcoDesign2009 

Evaluation of Manufacturing 

Process on the Basis of Exergy 

Analysis 

北 英紀,日向 秀樹,長岡 

孝明,近藤 直樹 

平成22年1月 
JOURNAL OF THE CERAMIC 

SOCIETY OF JAPAN 

Joining of Silicon Nitride with 

silicon slurry via reaction 

bonding and post sintering 

近藤 直樹,日向 秀樹,北 

英紀 

平成22年4月 素形材 
アルミ溶解工程へのセラミックス応用と

エクセルギー評価 
北 英紀 

平成22年7月 Materials Science Forum 

Environmental Impact Evaluation 

and Rationalization of Ceramics 

Process on the Basis of Exergy 

Analysis 

北 英紀,日向 秀樹,長岡 

孝明,近藤 直樹 
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平成22年7月 
日本保全学会 第七回学術講

演会要旨集 
セラミックス材料の非破壊評価 西村 良弘、他 

平成22年9月 
Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Effect of composition and joining 

parameters on microstructure and 

mechanical properties of silicon 

carbide joints  

田 無辺、他 

平成22年8月 
JOURNAL OF THE EUROPEAN 

CERAMIC SOCIETY 

Reaction joining of SiC ceramics by 

using TiB2-based composites 
田 無辺、他 

平成22年10月 
JOURNAL OF THE CERAMIC 

SOCIETY OF JAPAN 

Joining of silicon nitride by 

microwave local heating 

近藤 直樹,日向 秀樹,北 

英紀,平尾 喜代司 

平成22年12月 
JOURNAL OF THE CERAMIC 

SOCIETY OF JAPAN 

Evaluation of Joined Silicon 

Nitride by X-Ray Computed 

Tomography (X-ray CT)  

近藤 直樹、他 

平成23年2月 
JOURNAL OF ALLOYS AND 

COMPOUNDS 

Synthesis, microstructure and 

mechanical properties of 

reaction-infiltrated TiB2-SiC-Si 

composites 

田 無辺、他 

平成23年2月 

JSAEM STUDIES in APPLIED 

ELECTROMAGNETICS AND 

MECHANICS. 14 

Study of Defect Inspection in 

Ceramic Materials Using UT and 

X-Ray 

西村良弘 

平成23年2月 

JSAEM STUDIES in APPLIED 

ELECTROMAGNETICS AND 

MECHANICS 

Construction  of System for 

Visualizing  Internal defects by 

Wave Motion Inversion Analysis 

西村良弘 

平成23年5月 Ceramics International 
Joining of alumina with porous 

alumina interlayer 

宮崎広行、堀田幹則、北

英紀、井筒靖久 

平成23年7月 

Journal of 

Self-Propagating 

High-Temperature 

Synthesis, Vol. 20(2), 

94-99(2011) 

Volume Combustion Synthesis of 

NiAl as Applied to Ceramics Joining 

W.W. Wu, A.V. 

Gubarevich, H. Wada, 

and O. Odawara 

平成23年9月 
Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Semi-homogeneous joining of 

silicon nitride by using 

oxynitride glass insert and post 

heat treatment 

近藤直樹、堀田幹則、日

向秀樹、北英紀 

平成23年10月 耐火物誌 

セラミックス中空ユニットで構成された

アルミニウム溶湯搬送用断熱容器の

開発 －第2報：ユニットの側壁構造に

関する検討－ 

樋本伊織、北英紀 

 

平成24年 

 

Materials Science and 

Engineering 

Joining of B4C by Al-Si infiltrated 

TiC tape:Effect of Si content on 

joint microstructure and corrosion 

resistance   

Wu-Bian Tian, Hideki 

Kita, Hideki Hyuga, 

Naoki Kondo, Kiyoto 

Sekine   
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平成24年 
•International Journal of 

Applied Ceramic Technology 

Development of a Large-size Heat 

Transfer Container Based on 

Ceramic Integration 

Hideki Kita, Iori 

Himoto 

平成24年 

 

Journal of Technical 

Associations of 

Refractories 

•Development of Insulated 

Containers Constructed with 

Ceramic Hollow Units for 

Transferring Molten Aluminum(Ⅱ): 

Study on Design of Sidewall of 

Units 

Hideki Kita, Iori 

Himoto 

平成24年 

 
化学と工業 

省エネルギー型大型セラミックス製造

技術開発 
北英紀 

平成24年 
Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Influence of joining time and 

temperature on the flexural 

strength of joined boron carbide 

ceramics 

Kiyoto SEKINE, Takeshi 

KUMAZAWA, Wu-Bian TIAN, 

Hideki HYUGA, Hideki 

KITA 

平成24年 
Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Low-temperature joining of boron 

carbide ceramics 

Kiyoto SEKINE, Takeshi 

KUMAZAWA, Wu-Bian TIAN, 

Hideki HYUGA, Hideki 

KITA 

平成24年 
Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Semi-homogeneous joining of 

silicon nitride using oxynitride 

glass insert containing silicon 

nitride powder and post-heat 

treatment  

Naoki KONDO, Mikinori 

HOTTA, Hideki HYUGA and 

Hideki KITA 

平成24年 

 
Materials Letters 

Investigation of the properties of 

SiC membrane on alumina by using 

polycarbosilane 

K. Kita, N. Kondo, Y. 

Izutsu , H. Kita 

平成24年 

 

Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Microwave Joining of Alumina with 

Alumina/Zirconia Insert under Low 

Pressure and High Temperature 

N. Kondo, M. Hotta, H. 

Hyuga, K. Hirao, H. Kita 

平成24年 

 

Journal of the Ceramic 

Society of Japan 

Joining of alumina by using 

polycarbosilane and aluminum foil 

K. Kita, N. Kondo, Y. 

Izutsu, H. Kita 

平成24年 粉体技術 
セラミックスのミニマルマニュファクチャ

リング 
北英紀 

平成24年 耐火物 

セラミックス中空ユニットで構成された

アルミニウム溶湯搬送用断熱容器の

開発－第３報：ユニットの内部空間にお

ける伝熱の抑制－ 

樋本伊織、北英紀 

平成24年 化学と工業 
省エネルギー型大型セラミックス製造

技術開発 
北英紀 

平成25年 

Journal of Technical 

Associations of 

Refractories 

Development of Insulated 

Containers Constructed with 

Ceramic Hollow Units for 

Transferring Molten Aluminum(Ⅰ): 

Designing and Evaluation of Units 

Hideki Kita, Iori 

Himoto 
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平成25年 Materials Letters 
Silicon carbide coating of the 

aluminum joined boron carbide 

K. Kita, N.Kondo, 

K.Sekine, H.Kita 

平成25年 セラミックス 総合工学としての大型セラミックス 北英紀 

平成26年 セラミックス 
幾何学的側面からの熱制御容器の設

計 

北英紀、樋本伊織、山下

誠司 

平成26年 

Journal of Technical 

Associations of 

Refractories 

•Development of Insulated 

Containers Constructed with 

Ceramic Hollow Units for 

Transferring Molten Aluminum(Ⅲ): 

Suppression of Heat Transmission 

inside  Unit 

Hideki Kita, Iori 

Himoto 

 

表３－５ 出願特許リスト 

出願日 出願番号 出願に関わる特許等の標題 出願人 

平成22年2月16日 特願2010-031296 
筒状構造体、成形型、および筒

状構造体を製造する方法 

（産総研）北英紀、近藤直

樹、日向秀樹 

平成22年6月17日 特願2010-138653  容器 

（NGKアドレック）樋本伊織、

木下寿治、山川治、（産総

研）北英紀、近藤直樹、長

岡孝明 

平成22年6月24日 特願2010-143427  
電磁波照射を用いた材料の接

合方法及び接合装置   

（産総研）平尾喜代司、近

藤直樹、日向秀樹、北英

紀 

平成22年6月30日 特願 2010-148550  搬送用部材および搬送装置 京セラ 

平成22年7月27日 特願2010-167662  セラミックス接合体の製造方法   

（三井金属鉱業）井筒靖

久、（産総研）北英紀、宮

崎広行、近藤直樹 

平成22年8月31日 特願2010-193784  
炭化ホウ素含有セラミックス接

合体及び該接合体の製造方法    

（美濃窯業）関根圭人、熊

澤猛、（産総研）北英紀、

日向秀樹 

平成22年9月16日 特願2010-208121  

２つのセラミック製部材を相互に

接合する方法、およびセラミック

製部材  

（産総研）近藤直樹、平尾

喜代司、北英紀、日向秀

樹、堀田幹則 

平成22年10月8日 特願2010-228650  
複数のセラミックス部材を相互

に接合する方法   

（産総研）北英紀、宮崎広

行、堀田幹則、北憲一郎、

（三井金属鉱業）井筒靖久 

平成22年11月11日 特願2010-253236 
炭化ホウ素含有セラミックス接

合体及び該接合体の製造方法 

（美濃窯業）関根圭人、熊

澤猛、（産総研）北英紀、
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日向秀樹 

平成22年11月24日 特願2010-261101 蓄熱体及び蓄熱方法 
（産総研）北英紀、堀田幹

則 

平成23年2月18日 特願2011-032863 
アルミナ接合体及びアルミナ焼

結体の接合方法 

（産総研）宮崎広行、北英

紀、堀田幹則、（三井金属

鉱業）井筒靖久 

平成23年4月20日 特願2011-093881  
セラミックス接合体及びその製

造方法 
（三井金属鉱業）、（産総

研） 

平成23年4月20日 特願2011-143496  積層体及びその製造方法   （ファインセラミックスセンタ

ー） 

平成23年8月30日 特願2011-188018  
炭化ホウ素含有セラミックス接

合体及びその製造方法 美濃窯業、産総研 

平成23年8月30日 PCT/JP2011/069670 
炭化ホウ素含有セラミックス接

合体及びその製造方法 美濃窯業、産総研 

平成23年9月10日 特願2011-192800  

炭化ホウ素含有セラミックス－

酸化物セラミックス接合体及び

該接合体の製造方法 
美濃窯業、産総研 

平成23年9月15日 特願2011-201514  
セラミックス接合体及びその製

造方法 
（三井金属鉱業）、（産総

研） 

平成23年9月21日 特願 2011-206244  流路部材およびこれを備える熱

交換器 京セラ 

 

表３－６ プレスリリース等リスト 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 

平成22年2月15日 日刊工業新聞 26面掲載 
「技術で社会を先導 産総研のR&D＜15＞ 革新的

な省エネセラミックスの製造技術」 

平成22年11月12日 化学工業日報 3面掲載 
「炭化ホウ素 低温接合で高抗折強度 省エネ製法

開発 大型・複雑形状が可能」 

平成22年11月30日 中部知財フォーラム2010 in 名古屋 
特許庁長官 講演 
「最近の知的財産行政の動向」 

 
受賞 
1)日本セラミックス協会優秀論文賞 , 日本セラミックス協会 , 2013年6月 
2)若林論文賞, 耐火物技術協会 , 2013年2月 
 
書籍発行 
1)太陽エネルギー社会を築く材料テクノロジー , コロナ社 , 共著 , 2013年 
2)Handbook of Advanced Ceramics, Second Edition , Elsevier , 共著 , 2012年 
3) ステレオファブリック造形技術： 国家プロジェクト「革新的省エネセラミックス製造技術

開発」 
の成果とマネジメント，(非売品)，ステレオファブリック技術研究組合・編，2012年 
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３－２ 目標の達成度 

表３－７．中間目標に対する成果・達成度の一覧表 

目標・指標 成果 達成度 

研究開発項目① ニアネット成形・接合技術の開発 

接合部材設計技術を開発

し、同設計に指定された精

度、形状を得るための成形

方法、及び焼成条件を確立

する。 

焼結収縮挙動を三次元的に把

握、収縮挙動を石膏型の設計に

反映、得られた焼成体を三次元

的に測定し、作製したAT中空ユ

ニットは平均値で誤差1.5%以下

達成。鋳込み製法における焼結

収縮挙動の把握・反映技術を確

立した。 

達成 

部分加熱や固体反応利用な

どの接合機構を明らかにす

るとともに、断面積が12mm2

の試料を用いて接合強度

200MPa以上の接合部材を開

発する。 

用途に応じた各種セラミックス

についてほぼ母材強度相当の接

合強度を得た。 

①SN:接合温度1600℃において、

接合体曲げ強度677MPaの最大値

を示した。  

②B4C：加工傷を卑金属の超浸透

現象と反応で治癒し、母材と同

等の接合強度(250MPa)を実現。 

③SiC系複合材外部からのSiア

シストをせず、含有する遊離Si

を 利用して接合する技術を検

討し、412MPaの強度を得た。 

④その他材料の接合強度 

SiC:215 MPa、Al2O3:214MPa 

⑤断面積が1250mm2の試料を用

い、接合強度が200MPa以上を得

た。 

 

達成 

固相反応や自己伝播する発

熱反応などを用いた高強度

接合を実現するため、反応

剤・接合剤の厚み、組成、

処理温度、自己伝播速度、

断熱燃焼温度などのプロセ

ス因子が接合強度に及ぼす

影響を検討し、本プロセス

による接合構造の最適化を

確立する。 

・B4C/Al間の固相反応、浸透機構

と接合温度との関係を検討し、

接合層厚みや接合温度の最適化

を行った。 

・Si-SiC焼結体の接合において、

含有する遊離Siを利用する技術

を検討。分子動力学法によるシ

ミュレーションより、ホウ素存

在下でSiの移動が抑制される現

象を確認。接合 厚みの増加に伴

い接合強度は減少し、炭素のみ

での接合では接合厚みを15μm

以下とする必要がある。温度、

雰囲気についても最適条件を見

出した。 

・Al2O3同士を燃焼合成で接合す

る場合、Al粒子径が40μm以下の

TiO2-Al系にガラス質成分を添加

し、全体加熱反応誘導モードで

昇温速度10℃/分で燃焼合成を

実施することにより、850℃以下

達成 
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での反応誘導温度で約200μmの

接合層を有する均一接合を達成

した。 

研究開発項目② ユニットの高機能化技術 

Al合金溶湯に対する濡れの

機構を解明する。 

Si３N４結合SiCセラミックス

（SINSIC）において、Si３N４の方

がSiCよりも優先的に反応する

機構を熱力学的に解明し、

SINSICを適用する際の課題を明

らかにした。また、Al合金溶湯

と接触する面は、少なくとも熱

力学的安定相にすべきであるこ

とを確認した。 

 

達成 

Al合金溶湯中に100時間浸

漬した後に実質的に反応が

認められない素材を開発す

る。 

多層コーティング（MgAl２O４／Al

２O３／非晶質SiO２／SINSIC基材）

により、Al合金溶湯中に100時間

浸漬後もコーティング最表面と

合金が容易に剥離し、実質的に

反応が認められないことを確認

した。なお、Al２O３／非晶質SiO

２からなる中間層を付与する際

に、これら物質の相転移を同時

に制御することで、コーティン

グ層全体の基板に対する密着性

を向上させた。  

 

達成 

900℃にて、鋼板相当の鉄と

転がり摺動させたときに、

鉄に含まれていた成分と実

質的に反応しない素材を開

発する。 

高温相反応実験を行い、YAGとβ

-SiAlONが鉄に含まれている成

分と反応しないことを確認し

た。そこで、YAGとβ-SiAlONか

らなる複合体の作製を試みた。

冷却時に1600℃でアニールする

ことでYAG／β－SiAlON複合体

の作製に成功した。これと高張

力鋼板を900℃で接触させなが

ら焼成した結果、両者に反応相

の生成は認められなかった 

 

達成 

700℃以上の温度域の反射

率が80%以上の素材を開発

する。 

MgAl2O4と複合酸化物Ａの組み合

わせは、異相界面における輻射

熱エネルギーの反射により、700

℃の輻射熱エネルギーが最大と

なる波長3μmにおいて全反射率

が80%であることを確認した。 

 複合参加物Ａ前駆体溶液に含

浸したAl2O3基多孔質シートを焼

成して複合化を図ると共に、こ

の製造工程を介してシートが

SINSIC基材に接着可能であるこ

とを確認した。 

 

達成 

 

 



33 
 

研究開発項目③ 革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 

ａ）高耐性部材 

900℃の環境下に曝した後

において、接合面に剥離、

クラックが生じない長さ

250mm以上、直径50mm程度の

管状接合部材を試作する。 

250mmL x φ58mmの窒化珪素管で

の接合試作を実施した所、接合

面に剥離及びクラックは生じな

いと共に900℃のサイクルテス

トでも十分接合強度を有する事

も確認された。 

達成 

ｂ）高温断熱部材 

700℃以上のアルミ溶湯を

内部に入れた状態で湯漏れ

がなく、同等の搬送容積を

もつ従来部材に比べて、断

熱性が2倍、空状態とした部

材単体の重量は1/2以下で

ある、直径が250mm程度の槽

状部材を試作する。 

φ250 mm相当の円筒容器を作製

し、アルミ溶湯の漏れがないこ

とを確認した。また、φ250mm の

球体容器を試作し、熱流束、重

量とも従来容器の1/2以下であ

ることを確認した。 

直径φ600mmの容器を試作した。

性能は以下の通り。 

重量：35%減 

保温性：30%上 

湯漏れ：若干あり（出湯口部付

近） 

搬送容器の製造、使用、廃棄に

関してエクセルギー解析を実施

し、省資源・省エネ効果におい

て優位性を付与できる条件を明

らかにした。 

 

 

達成 

ｃ）高比剛性部材 

長さ（奥行き）が200mmで、

従来相当の部材に比べて、

撓み量が70%以下である盤

状部材を試作する。 

高比剛性で鋳込み成形可能な反

応焼結SiC-B4C素材を開発し、さ

らに、集中研で開発した反応焼

結接合を用いて200mmの盤状接

合体を試作した。開発素材の鋳

込み成形性の改良により400mm

の大型リブ構造部材のニアネッ

ト成形体を試作した。 さらに、

接合部材の応力変形シミュレー

ション解析より撓み量60%を達

成できることを確認した。 

 

 

達成 
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表３－８．最終目標に対する成果・達成度の一覧表 

目標・指標 成果 達成度 

研究開発項目① ニアネット成形・接合技術の開発 

断面積が2500mm2の試料を用

い、接合強度が150MPa以上

の接合部材を開発する。 

①B4C接合において断面積が

2500mm2の大型試料を用い、接合

強度が200MPa以上を得た。 

②断面積2500mm2、高さ20mmの窒

化ケイ素ブロックを用いて、接

合強度が622MPaの窒化ケイ素接

合部材を開発した。得られた接

合強度は窒化ケイ素母材の強度

とほぼ同等で、またワイブル係

数は14.1となり、窒化ケイ素母

材とほぼ同等の高い値を示し

た。 

達成 

省エネ型接合法により、セ

ラミックスを同種系統の材

料で接合した系において断

面積が12mm2の試料を用いて

接合強度300MPa以上の接合

部材を開発する。 

接合部近傍のみを加熱する省エ

ネ型接合法により、窒化ケイ素

母材とほぼ同等の組成からなる

接合材を用いて外径28mm、内径

18mm、長さ1000mm窒化ケイ素パ

イプ同士を接合することによ

り、窒化ケイ素母材相当の接合

強度680MPaを有する窒化ケイ素

接合部材を開発した。 

達成 

長さ500mm以上の接合部材

を対象とした非破壊検査手

法を確立する。 

窒化ケイ素バルク内に人工的に

欠陥を導入させた試験片を用い

て、非破壊検査手法における欠

陥検出能力を検討した。水中超

音波画像化法によって、サイズ

100μmの欠陥が検出可能である

ことを明らかとし、この非破壊

検査手法を長さ500mm以上の接

合部材に適用できることを確認

した。 

達成 

研究開発項目② ユニットの高機能化技術   

接合部を有する部材を用い

て、アルミ溶湯中に100時間

浸漬した後に実質的に反応

が認められない接合部材を

開発する。 

接合部材の作製については，反

応焼結Si3N4結合SiCブロック同

士をY2Ti2O7前駆体水溶液を含浸

させたAl2O3繊維シート介して接

合した． 

・上記接合部材上にMgAl2O4／α

-Al2O3／非晶質SiO2からなる多層

コーティングを実施した結果，

Al合金溶湯中に100時間浸漬さ

せた場合も，接合材は合金から

容易に剥離し，実質的に反応し

ていないことを確認した． 

達成 

接合部を有する部材を用い

て、900℃にて、鋼板相当の

鉄と転がり摺動させたとき

に、鉄に含まれていた成分と

実質的に反応しない接合部

高温相反応実験を行い、YAGとβ

-SiAlONが鉄に含まれている成

分と反応しないことを確認し

た。そこで、YAGとβ-SiAlONか

らなる複合体の作製を試みた。

一部達成 
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材を開発する。 冷却時に1600℃でアニールする

ことでYAG／β－SiAlON複合体

の作製に成功した。これと高張

力鋼板を900℃で接触させなが

ら焼成した結果、両者に反応相

の生成は認められず、本材料系

が高いポテンシャルを有するこ

とを明らかにした。実験はテス

トピースを用いて行ったが、実

部材での評価を行っていないた

め達成見込みとなった。 

接合部を有する部材を用い

て、700℃以上の温度域の反

射率が80%以上の接合部材

を開発する。 

・Y2Ti2O7／MgAl2O4複合材料単体

については，700℃の輻射熱エネ

ルギーが最大となる波長3μmに

おいて，反射率が80%以上とな

り，本材料系が高いポテンシャ

ルを有することを明らかにし

た．実験はテストピースを用い

て行ったが、実部材に当要素技

術を反映した評価を行っていな

いため達成見込みとなった。 

・接合部を有する部材上に上記

複合材をゾルゲル法にて成膜し

たが，ポーラスかつ微細結晶か

らなる均一混合層であったた

め，波長3μmにおいて大きな反

射率を得ることはできなかっ

た．この知見を参考に，現在，

緻密質膜の形成が可能なエアロ

ゾルデポジション法を用いて，

周期積層構造を有する膜を形成

し，高温において優れた環境遮

蔽性と輻射熱反射性を同時に発

現するコーティング技術を開発

中である． 

一部達成 

研究開発項目③ 革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 

ａ） 高耐性部材 

900℃の環境下に曝した後

において、接合面に剥離、

クラックが生じない長さ

500mm以上、直径100mm以上

の管状接合部材を試作す

る。 

長さ1000㎜L、直径160㎜のアル

ミナ管状接合部材を試作し、接

合面に剥離及びクラックは生じ

ていないことを確認した。 

900℃のサイクルテストでも剥

離及びクラックが生じていない

ことを確認した。 

 

 

達成 

ｂ）高温断熱部材 
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700℃以上のアルミ溶湯を

内部に入れた状態で湯漏れ

がなく、同等の搬送容積を

もつ従来部材に比べて、断

熱性が2倍、空状態とした部

材単体の重量は1/2以下で

ある、直径が500mm程度の槽

状部材を試作する。 

・１／４球状容器にて中空部材

で構成された耐火物は  

 現行キャスタブルより重量６

５％減、断熱性５１％減 

 を確認した。 

・実スケールは未実施 

 

・実用的な従来型円筒容器にて

・缶体鉄皮の肉薄化で軽量化 

  かつ、リブ構造化で強度維持

し落下時の湯漏れ解消 

・内壁耐火物をＳＩＮＳＩＣ中

空部材化で３８％軽量化 

  

・ＳＩＮＳＩＣ中空部材化およ

び解放部形状、中空部内の 

 熱伝達制御で断熱性３７％改

善 

 

一部達成 

本件を代表事例として、製

造、使用、廃棄過程を含め

た省資源・省エネ効果を定

量化する。 

搬送容器の製造、使用、廃棄に

関してエクセルギー解析を実施

し、省資源・省エネ効果におい

て優位性を付与できる条件を明

らかにした。 

達成 

ｃ）高比剛性部材   

長さ（奥行き）が４００ｍ

ｍで、従来相当の部材に比

べて、撓み量が７０％以下

である盤状部材を試作す

る。 

・接合ペースト組成の改良によ

り母材と同等レベルの接合強度

（３００ＭＰａ）を達成し、５

００ｍｍの盤状部材を試作し

た。 

・接合部材の応力変形シミュレ

ーション解析より撓み量は６９

％となり、７０％以下を達成で

きることを確認した。 

・長さ500mmのB4C盤状部材の試作

に成功した。その撓み量が60%以

下となった。 

 

達成 

 

４．事業化、波及効果について 

４－１ 事業化等成果 

１）技術成果概要 

集中研で得られた接合やニアネット成形に関する成果を元に、補助事業においてモデル部材化に関わる

技術開発を行い、また一部の成果についてはユーザー企業との連携を進めている。 

 

２）成果の利用主体（活用、事業化の想定者）の例示 

本事業で得られた成果について、効率的に実用化を進めるとの方針にもとづき、ユーザーとの連携、情

報交換は重視してきた。具体的には成果の早期部材化、ユーザーへの紹介と説明の実施、またサンプル

提供と基本耐久性等の評価を積極的に進めてきた。 また補助事業においても 
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ユーザーメーカー各社と設計、仕様に関する情報交換を行いながら開発を実施している。 

 

３）事業化に至る期間 

高比剛性部材、高温断熱部材、高耐性部材それぞれについて、今後実証評価、実用化顧客評価を実施

し、平成26年度を目処に順次製品に技術導入あるいは.本技術を使用した製品を販売していく予定である。   

 

４－２ 波及効果 

１）異業種の連携などを契機とした新規分野への事業展開 

本事業では、製品対象(出口)を製造装置・システム用の大型セラミック部材として、セラミックスの大型化

と形状自由度の拡大に必要な、省エネ型接合やニアネット成形、軽量断熱技術、ならびに実部材化に関わ

る研究開発を実施している。本事業で得られた成果（大型セラミック部材や接合、断熱等の技術）の適用範

囲は、上記製造装置・システム用部材に限定されず汎用的である。特に、今後重要性が増すと思われる再

生利用可能エネルギーシステム、具体的には太陽熱発電システムに不可欠なSiC配管や集熱部、高反射・

耐摩耗性を活かした集光部、或いは地熱発電用の耐食性が必要な大型配管類への展開が期待される。 

２）継続的な研究ネットワークの構築等による技術レベルの向上や、成果の他産業での応用 

その他、軽量で剛性が高く、衝撃吸収性に優れたB4Cの接合体は保護部材、ロボットアームとしての展開

を計画中であり、安定性の高い接合体の電子部品への展開についても調査を進めている。 

 

５．技術開発のマネジメント・体制・資金・費用対効果等 

本事業では、あまりこれまで扱われることのなかった大型セラミックス部材をターゲットとして接合技術を

はじめとする技術開発に取り組んできた。大型部材を実際に製造する場合、経済性等を考えると、小型セラ

ミックを製造する場合に比べて安定した温度制御が困難であることや、接合面の平面度平滑度を粗くせざる

を得ないなど、製造条件に制約も大きい。従って小さな試験片で実現した特性が得られないことになる。そ

こで本開発においては、単に高い強度を得ることを目的とせずに、大型化プロセスにおける制約も考慮し、

大型化に対応できるプロセス（低温化、局所加熱など）かどうか、また接合面表面の粗さなど悪条件でも安

定した製品が得られるプロセス（ロバスト）を目指すこととした。そして早期にモデル部材試作等を実施し、ス

ケールアップ化に潜む課題の抽出と対応に取組んだ。 

       
図５－１ 小試験片と大型部材を対象とした場合のプロセスに関する考え方 

 

表５－１には、本事業における課題、すなわち①ニアネット成形・接合技術の開発、②ユニットの高機能

化技術の開発、③革新的省エネセラミックスの部材化技術開発の全体計画を示す。特に①②といった基盤

研究の成果を、③に如何に円滑に繋げていくかが、鍵と考え、当初設定の項目に加えて、新たに「大型部材

化へのブリッジング」という項目を加えて、大型部材化に向けたプロセス条件の最適化、シミュレーションあ

るいは実際にモデル部材を作製し、課題の抽出と対策を講じるプログラムを設けた。また表５－２には特に

重要な接合に関して、年度別の取り組みを纏めた結果を示す。 
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                     表５－１  全体の開発計画 

 
          表５－２ 接合技術開発における年度別取り組み       
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また上記の進捗を把握するため、各研究項目すべてに月単位での詳細計画を策定するとともに、進捗管

理表を設定した。進捗管理表においては、研究課題の細目、手法、評価方法、試験片形状やサイズ、評価

の基準を記載した。月例会議において、状況を把握するとともに、課題が生じた場合の対応を協議し対策を

決定するなど効率的に開発を進めることに努めた。 

 

 

 

 

 

          

５－１ 制度のスキーム 

 
表５－３ 革新的省エネセラミックス製造技術開発スキーム 

項目 概要 

補助対象事業 セラミックス部材の大型化、複雑形状化要求のための製造技術開発を行

い、省エネでの製造技術を実施又は製品化することを目的として行う研究

開発 

事業内容 エネルギー対策研究開発を行う際の経費の一部補助 

補助対象者 ステレオファブリック技術研究組合、エヌジーケイ・アドレック株式会社、

TOTO株式会社、三井金属鉱業株式会社、美濃窯業株式会社 

補助率 委託事業：１００％、 補助事業：１／２以内 

事業実施期間 交付決定日からその年度の年度末 

 

 ５－２ 制度の体制・運営 

研究開発実施者の実施体制・運営は、プロジェクトリーダーの元、参画機関での推進会議及びNEDO、経

済産業省、再委託先を交えた推進委員会（集中討議）を適宜開催し、事業実施での問題や課題を調整し、

適切かつ妥当な運営を進めている。 

実施体制に関しては、参画機関は実施テーマに関する研究開発能力を有し、柔軟な連携により開発目標

を達成に向け、適切な研究開発チーム構成となっている。 

全体を統括するプロジェクトリーダーが選任され、プロジェクト運営を把握し、十分に活躍できる環境が整

備されている。 

目標達成及び効率的実施のために必要な、実施者間の連携/競争が十分に行われる体制となっている。 

成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取り組みを積極的に実施している。 

 

 

本研究開発は、公募による選定審査手続きを経て、ステレオファブリック技術研究組合が委託研究を、エ

ヌジーケイ・アドレック株式会社、TOTO株式会社、三井金属鉱業株式会社、美濃窯業株式会社が補助事業

を受けて実施した。また、再委託先として、東京工業大学、横浜国立大学、財団法人ファインセラミックスセ

ンターが参加した。 

 

また、研究開発の実施にあたっては、研究開発を統括するためのプロジェクトリーダー（北英紀 産業技術

研究所 先進製造プロセス  グループ長）を設置するとともに、外部有識者からの指導及びプロジェクト実

施における協力のため、６名からなる採択審査委員会を設置した。 

 

参画企業に関しては、下記の通り、研究開発、事業化を推進できる資質を備えていると考える。 

 

表５－４ 参画企業、法人の資質 

 

組合員名 技術的能力 
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独立行政法人産業技術総

合研究所 

本研究開発の中核となる中部センターでは、セラミックスに関する優れ

た実績、人材、最新の研究設備及び高度な技術を有しており、多くの

民間企業との共同研究を実施してきている。 

エヌジーケイ・アドレック株

式会社 

アルミ溶湯用セラミックス部材の製造・販売実績があり、酸化物系から

非酸化物系の定形耐火物、不定形耐火物の豊富な品揃えと鋳込み、

プレス成形をはじめとする各種の成形技術、大型から小型の雰囲気制

御ができる焼成炉を所有し、高い分析力と技術力を有している。 

京セラ株式会社 

幅広い産業分野にセラミックス材料を展開している中で、特に半導体・

液晶製造装置用部材への展開も他社に先駆けて開始しており、現在

でも世界トップクラスのシェアを有している。 

TOTO株式会社 

創業以来長年に亘って衛生陶器の製造で培ってきて鋳込み成形技術

をベースにして、半導体や液晶パネルの製造装置に用いられる複雑形

状の大型セラミックス部材を開発し、製造、販売してきている。 

財団法人ファインセラミック

スセンター 

アルミ溶湯に対する非濡れ材料の研究や、接合技術に不可欠な界面

微構造解析、シミュレーションに関して知見、ノウハウ、機器が揃ってお

り、またこれらの開発評価に関する高い実績を有している。 

三井金属鉱業株式会社 

アルミ溶湯用セラミックス部材の製造経験が豊富で、特に大型部材の

製造設備、加工設備及び製造ノウハウを有している。また、金属製品

の製造工程を熟知しており、部材に求められる特性が何であるか、と

いう実際的な視点で考えることができる。 

美濃窯業株式会社 

長年、溶融物(金属・無機物)対する耐火物の開発・製造・販売を生業と

し、蓄積された技術やノウハウを有している。また、セラミックス、粉末

冶金等の製造装置(特に、焼成・熱処理設備)の開発・製造・販売を通し

て、技術やノウハウの蓄積とともに、ユーザーのニーズの合致した製

品開発を行い、高い実績を有している。 

 

【 
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５－２－１ 実施体制 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ 革新的省エネセラミックス製造技術開発 研究実施体制図 

（平成２１年度、２２年度） 

 
平成２１年１０月に、ステレオファブリック技術研究組合がNEDOから受託し、再委託先として、東京工業大

学、横浜国立大学へ研究を再委託した。 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

指示･協議 

技術推進委員会 

再委託先 

委託先 

助成先（1／２補助） 

ステレオファブリック技術研究組合 

・組合員 

 NGKアドレック㈱、京セラ㈱、(独)産業技術総合研

究所、TOTO㈱、(財)ファインセラミックスセンター、

三井金属鉱業㈱、美濃窯業㈱  

TOTO株式会社 NGKアドレック株式会社 三井金属鉱業株式会社 

プロジェクトリーダー 
 

 

 

 

東京工業大学 

横浜国立大学 

経済産業省 



42 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－３ 革新的省エネセラミックス製造技術開発 研究実施体制図 

（平成２３年度） 

 
平成２３年度に、経済産業省からの直執行となるとともに、研究体制を見直し、横浜国立大学を補助事業

先である三井金属からの再委託とし、新たに技術研究組合からはファインセラミックスセンターを再委託先

とすることとした。 

また、基礎研究で培った基盤技術を基にして、美濃窯業を補助事業先とすることとした。 

これらは、研究が進展している中で、より実用化、事業化に向けた芽が出てきたことと、研究を絞り込むと

いう過程で、より理想的な研究実施体制に近づいてきたものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再委託先 
ステレオファブリック技術研究組合 

・組合員 

 NGKアドレック㈱、京セラ㈱、(独)産業技術総合研

究所、TOTO㈱、(財)ファインセラミックスセンター、

三井金属鉱業㈱、美濃窯業㈱  

東京工業大学 

(財)ファインセラ

ミックスセンター 

指示･協議 

技術推進委員会 

委託先 

補助先（1／２補助） 

TOTO株式会社 NGKアドレック株式会社 三井金属鉱業株式会社 

プロジェクトリーダー 
 

横浜国立大学 

経済産業省 

美濃窯業株式会社 

再委託先 
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５－２－２ 制度の運営 

（１）採択審査 

 ・審査方法 

外部の有識者からなる事前審査委員会と機構内に設置される契約・助成審査委員会の二段階で審査を

実施。 

契約・助成審査委員会では、事前審査の結果を踏まえ、機構が定める基準等により審査を実施。 

 

 ・審査基準等 

研究開発項目毎に審査を行い、採択審査委員会審査基準に基づき、評価し、５段階による 

採点を付けたものを、採点結果とした。総合評価点４．０点以上の提案を採択。 

（事前審査の基準） 

＜委託事業＞ 

（１） 提案内容が基本計画の目的、目標に合致しているか。（不足、不必要な部分はないか。） 

（２） 提案された方法に新規性があり、技術的に優れているか。 

（３） 共同提案の場合、各社の提案が相互補完的であるか。 

（４） 提案内容・研究計画は実現可能か。（技術的可能性、計画、最終目標の妥当性等。） 

（５） 提案者は本研究開発を遂行するための高い能力を有するか。（関連分野の開発等の実績、再委託予

定先・共同研究相手先等を含めた実施体制、優秀な研究者等の参加等。）また、国外の研究機関等と

のパラレル支援等の自国費用自国負担による国際連携として提案された場合は、その国際連携の内容

が、国内研究機関等のみの連携よりもメリットがあることが明確であるか（プロジェクトが生み出す成果

の質が向上する、実用化・事業化までの期間の短縮が期待される等）。特に相手国研究機関等がＮＥＤ

Ｏの指定する相手国の公的支援機関（ＮＥＤＯホームページ上に別掲）の支援を受けようとしている（ま

たは既に受けている）ものである場合には、その妥当性が確認できるか等。） 

※「パラレル支援（コ・ファンディング）制度」：国際共同研究における各参加機関への費用支援は、それぞれ

の国の研究支援機関等により自国参加機関分ついて個別に判断して行うもの。 

（６）提案者が当該研究開発を行うことにより国民生活や経済社会への波及効果が期待できるか。（企業の

場合、成果の実用化が見込まれるか。） 

（７） 助成事業との関係が明確になっているか。（例としては、助成事業に参加するか、若しくは助成事業

（実用化技術）を行っている事業者との連携を有するか、または連携をとる体制が準備されているか等） 

（８） 総合評価 

 

（委託予定先に関する選考基準） 

委託予定先は、次の基準により選考するものとする。 

（１）委託業務に関する提案書の内容が次の各号に適合していること。 

1) 開発等の目標がNEDO 技術開発機構の意図と合致していること。 

2) 開発等の方法、内容等が優れていること。 

3) 開発等の経済性が優れていること。 

（２）当該開発等における委託予定先の遂行能力が次の各号に適合していること。 

1) 関連分野の開発等に関する実績を有すること。 

2) 当該開発等を行う体制が整っていること。 

（再委託予定先、共同研究相手先等を含む。国際共同研究体制をとる場合、そのメリットが明確であること。

また、特にＮＥＤＯの指定する相手国の公的資金支援機関の支援を受けようとしている（または既に受けて

いる）場合はその妥当性が確認できること。） 

3) 当該開発等に必要な設備を有していること。 

4) 経営基盤が確立していること。 

5) 当該開発等に必要な研究者等を有していること。 

6) 委託業務管理上NEDO 技術開発機構の必要とする措置を適切に遂行できる体制を有していること。 

（３） 委託予定先の選考にあたって考慮すべき事項 

1) 優れた部分提案者の開発等体制への組み込みに関すること。 

2) 各開発等の開発等分担及び委託金額の適正化に関すること。 

3) 競争的な開発等体制の整備に関すること。 

4) 公益法人、技術研究組合等を活用する場合における役割の明確化に関すること。 

6) 助成事業（実用化技術）との関係に関すること。 
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5) その他主管部長が重要と判断すること。 

 

＜助成事業＞ 

（事前審査の基準） 

助成事業者の採択に際しては、次の視点から審査するものとする。 

（１）事業者評価 

事業者の技術、財務、事務管理、その他事業遂行に必要な能力があるか。 

（２）事業化評価 

当該事業の新規性、市場創出効果、社会的目標への有効性、企業化計画の妥当性はあるか。 

（３）技術評価 

申請された技術開発項目について、基本計画との整合性及び技術開発のレベル、助成事業計画の妥当

性、産業界への波及効果はあるか。 

（４）実施体制評価 

委託事業（共通基盤技術）との関係が明確になっているか。（例としては、委託事業に参加するか、若しく

は委託事業（共通基盤技術）を行っている事業者との連携を有するか、または連携をとる体制が準備されて

いるか等を審査する。）また、国外の研究機関等とのパラレル支援等の自国費用自国負担による国際連携

として提案された場合は、その国際連携の内容が、国内研究機関等のみの連携よりもメリットがあることが

明確であるかを審査する（プロジェクトが生み出す成果の質が向上する、実用化・事業化までの期間の短縮

が期待される等）。また、特に相手国研究機関等がＮＥＤＯの指定する相手国の公的支援機関（ＮＥＤＯホー

ムページ上に別掲）の支援を受けようとしている（または既に受けている）ものである場合には、その妥当性

についても審査する。 

※「パラレル支援（コ・ファンディング）制度」：国際共同研究における各参加機関への費用支援は、それぞれ

の国の研究支援機関等により自国参加機関分ついて個別に判断して行うもの。 

 

（助成金の交付先に関する選考基準） 

助成金の交付先は、次の基準により選考するものとする。 

（１）助成金交付申請書の内容が次の各号に適合していること。 

1)助成事業の目標が機構の意図と合致していること。 

2)助成事業の方法、内容等が優れていること。 

3)助成事業の経済性が優れていること。 

（２）助成事業における助成事業者の遂行能力が次の各号に適合していること。 

1)関連分野における事業の実績を有していること。 

2)助成事業を行う人員、体制が整っていること。 

3)助成事業の実施に必要な設備を有していること。 

4)経営基盤が確立していること。 

5)助成事業の実施に関して機構の必要とする措置を適切に遂行できる体制を有していること。 

 

・採択実績等 

応募、採択実績 

年度 Ｈ１５ 

公募日 3/18 

計画提出期限 4/27 

交付決定日 6/9 

応募件数 4 

採択件数 4 

倍率 1.0 

 

 

（２）事業の進捗管理 

 
事業の進捗管理に関しては、プロジェクト全体に関してプロジェクトリーダーが実施し、委託事業に関しては、

ステレオファブリック技術研究組合が実施してきた。 
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具体的には、下記の管理体制、会議体によって、進捗管理を実施した。 

 

表５－５ 事業の進捗管理 

 

会議の名称 主旨 頻度 出席対象者 

集中討議 

（技術推進委員

会） 

研究の進め方、進捗を

確認して、情報を共有す

ること 

３ヶ月に１回 NEDO関係者、経済産業省関

係者。出向研究員、産総研研

究員、組合員企業、大学関係

者等 

推進会議 集中討議での結果を踏

まえて、研究の方向性を

軌道修正すること、月次

での進捗管理 

月１回 出向研究員、産総研研究員、

JFCC研究員 

個別会議 研究の過程で、個別で

発生する案件の検討、

進捗管理を実施 

週１回 出向研究員 

発明審査委員会 発明案件の審議、発明

の発掘、持分等を決定 

都度実施 出向研究員 

PL、組合技術部長、組合参与（知財担当）は、すべての会議に出席 
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５－３ 資金配分 

 

○資金配分は、事業を円滑に推進するための研究設備や人件費、資材費等

、概ね妥当であった。 

・資金の過不足はなかったか。 

・研究計画に基づき、効果的かつ有効的に資金配分を重点的に行い、それ

による効果も得られており、資金の内部配分は他動であった。 

 

 

表５－６   プロジェクト全期間における予算配分 
 

 
単位：千円 

年度、平成 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計 

NEDO管理費 12,358 8,400 0 0 0 20,758 

委託事業 214,690 139,413 228,109 0 0 582,212 

助成事業（補助事業） 53,485 89,788 81,891 84,201 84,465 393,830 

  エヌジーケイ・アドレック 28,437 18,300 18,300 11,005 8,318 84,360 

  TOTO 20,598 64,752 8,000 17,325 13,455 124,130 

  三井金属鉱業 4,450 6,736 19,991 22,820 33,579 87,576 

  美濃窯業 0 0 35,600 33,051 29,113 97,764 

総額 280,533 237,601 310,000 84,201 84,465 996,800 

 

５－４ 費用対効果 

１）セラミックス製造時の省エネ効果 

大型・複雑形状のセラミックス構造部材を小型セラミックスブロックの組み合わせで製造することにより、

製造時のエネルギー消費量の削減が可能である。6,484億円×普及率20%＝1,297億円、したがって、セラミ

ックス製造時の省エネルギー効果は16,766L／億円×1,297億円＝2.17万ｋL（2030年）、1.4万KL（2020年・・

普及率13%）が見込まれる。 

２）省エネセラミックスを他産業に使用した際の省エネ効果 

大型・複雑形状のセラミックス構造部材を溶融アルミニウムの搬送容器、熱化学プラント、リチウムイオン

電池（LIB）正極材製造用炉心管に適用した場合には、省エネ化が進み、2020年、2030年それぞれに対して

原油換算で19.9万KL、32.7万KL、CO2換算では同様に52.1万ton、85.7万tonの削減効果が期待できる。 

ここでは、製造部材用途を想定しているが、本事業で得られる成果は、太陽熱発電や地熱発電に求めら

れる大型セラミックス配管、断熱容器等への波及展開も期待できる。以上より本プロジェクトの予算規模（H2

1-H25) 10億円に比べて十分な効果が得られるものと考えられる。 

 

５－５ 変化への対応 

１）状況・進捗に対応した体制の見直し 

・H21、22年度に実施された集中研成果である「卑金属の亀裂内への超浸透利用B4C接合」の実用化を加速

するために、実施先企業として美濃窯業（株）が最適と判断し、同社を担当とする実用化補助事業をH23年
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度より開始した。 

・同じくH21、22年度において組合からの再委託先であった横浜国大を、H23年度より補助事業担当の三井

金属鉱業からの再委託に切替え、大学と企業の連携を密接にすることで基礎研究成果の実用化に向けた

開発の効率化をはかることとした。 

２）加速財源の獲得 

・H21、22年度、実用化を推進するために加速財源の獲得を行った。 

３）総額予算減額に伴う予算配分見直し 

・H22年度予算は予定2.5億円に対して、決定が1.7億円と大幅減額となった。この状況に対して、本事業で

は実用化に近い研究を優先するとの方針を明確にし、補助事業を優先した予算配分の見直し、また集中研

内部の計画も優先度を付け内容を絞り、無駄を徹底的に省くことを徹底した。 

４）プロジェクトの計画前倒し 

・プロジェクトの進捗、目標達成状況、技術移転の可能性を慎重に検討し、基礎研究を担当する集中研につ

いては、当初の5年計画を2年前倒しで3年目で収束させ、後段の2年間は補助事業に集中することを決定し

た。 

５）社会情勢変化への対応 

・再生エネルギーへの転換の動きが加速する社会情勢に対応すべく、本事業で得られた成果(大型セラミッ

クス接合部材、蓄断熱技術等)の太陽熱、地熱発電等の再生可能エネルギーシステムへの適用可能性に

関する市場調査を実施中である。 

 

以上 
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第３章 評価
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第３章 評価 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

 

○従来のセラミックス材料成形技術では、複雑形状付与や大型化が困難で

あったが、当該事業により、高機能化された小型精密ブロックを立体的に

組み上げ、高効率で接合・一体化することにより所望の大型・精密・複雑

な部材を作製する革新的なプロセス技術が開発された。これは、極めて科

学的・技術的意義のあるプロジェクトである。 

○本事業は、大型セラミックス部材等の製造プロセスを根本から変える、

リスクを伴う材料開発であった。このため事業体制については単独の企業

ではなく、複数の関係企業と公的な研究機関が協同することにより、革新

的な研究技術開発を行うことができたものと評価する。 

○本事業のような先行開発に国が関与することは、｢技術の基礎｣を底上げ

する上で意義があり、日本のセラミックス技術が世界における先進性を維

持、発展させることに加え、環境と経済の両立への取り組みを加速する点

でも意義がある。 

○エネルギーの多くを輸入に依存している我が国において、「省エネ」を

｢エクセルギー｣の概念でとらえ、セラミックスの製造プロセスに適用した

アプローチは非常に有意義でありユニークである。特に大型の構造用セラ

ミックス製造プロセスは、一部の量産部品を除き非常に大きな「無駄」（高

不良率、低歩留、高人件費、高加工費等）を抱えた状態で製造されており、

その課題に対応した革新的テーマ設定である。 

○開発されたセラミックスの接合技術は革新性が高く、我が国の製造業の

競争力強化への波及効果も大きい。また、今後の技術移転効果が期待され

る。 

○本事業は、我が国の省エネルギー戦略2011（注）、科学技術基本計画、

そして経済産業省が策定した技術戦略マップに沿って推進されたもので

あり、政策的な位置付けは妥当である。（注；平成２３年度（２０１１年

度）に中間評価を実施しており、｢省エネルギー技術戦略２０１１に則っ

た本事業の政策的な位置づけは妥当である。｣と評価された。） 

 

【肯定的意見】 

・本プロジェクトは、我が国の省エネルギー戦略2011、科学技術基本計画、そし

て経済産業省によって推進されている技術戦略マップに沿ったものであり、政

策的な位置付けは妥当である。 

・本プロジェクトは、脆性材料であるセラミックスの大型構造部材としての実用

化を目指したものであり、個別企業による取り組みでは困難なリスクの高い

研究開発である。国の先導の下、世界トップレベルの研究機関と民間企業が

有機的に連携して、世界に先駆けたセラミックスの接合技術の高度化と、大

型部材の実用化に向けた技術開発が実施されている。 

・応用分野での現在の開発ニーズ、あるいは潜在的な開発ニーズを的確に捉え
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た上、本プロジェクトでの開発技術による省資源・エネルギー効果をエクセ

ルギーで定量化することで、本プロジェクトの研究開発目標と意義をより明

確に示されている。 

・革新的省エネセラミックスの開発は、セラミックス構造体の大型化を目指した

ものであり、相当な市場が期待されるものの、必ずしもすぐに事業化が可能で

は ないことから、民間企業が単独で研究開発を推進することは容易ではない。

しかし、この技術の波及効果は大きく、日本の世界における先進性を維持、発

展させるためにも、公的な支援が有効であり、関係の企業と公的な研究機関が

協同することにより、革新的な研究・技術開発を行うことができる。本プロジ

ェクトでは、大胆な研究投資が行われ、当初の目的をほぼ達成できており、こ

の研究開発の成果は高く評価できる。 

・セラミックスを大型構造用材料に用いるためには接合技術が不可欠であるが、

金属材料と異なり、一般にはセラミックスの溶接は極めて困難である。セラミ

ックスの接合のためには、反応焼結あるいは共晶による溶融など、セラミック

ス特有の現象をよく  理解し、要求性能を満足できる接合構造体を形成する必

要があり、基礎研究と応用開発の連携が必須である。その点、本プロジェクト

では、現在考えられる最高レベルの研究機関、民間企業が一体となって革新的

・先導的な成果を達成している。 

・環境と経済の両立への取り組みは急務であり、優れた機能や付加価値を持つ製

品を高効率で製造できる技術開発は極めて重要である。リスクを伴う技術開発

は、一企業のみの研究では限界があり、長期的視野に立った産学官の連携した

取り組みがますます重要となっている。 

・従来のセラミックス材料では、複雑形状付与や大型化が困難であったが、高機

能化された小型精密ブロックを立体的に組み上げ、高効率で接合・一体化する

ことにより所望の大型・精密・複雑な部材を作製する革新的なプロセス技術の

開発と位置付けられ、極めて科学的・技術的意義のあるプロジェクトである。 

・大型複雑形状の効率的製造法として、小さな精密ブロックを立体的に組み上げ

一体化する技術は革新的なプロセス技術であり、多様な分野への適用が可能な

汎用性の高い技術である。 

・セラミックの接合による製造技術は、技術の革新性は高く、我が国の製造業の

競争力強化への波及効果は大きい。また、技術開発リスクは高く、基礎研究か

ら製品化まで横断的な取り組みが必要であり、産学共同による国プロジェクト

として実施することは妥当である。  

・エネルギーの多くを輸入に依存している日本に対して、その主なエネルギー消

費先である日本の産業界（企業）の事業活動の省エネルギーに貢献する高耐熱

性、高温断熱性、高比剛性に優れている高性能セラミックス材料とその利用部

材を研究開発する大型プロジェクトは、日本の産業競争力を高める要素技術開

発として、優れたプロジェクト構想力、開発された要素技術の波及効果などが

高く、今後の技術移転効果が期待される点で、政策面での必然性がある。 

・産業界全体の大きな潮流である「省エネ」をエクセルギーの概念でセラミック

スの製造プロセスに適用したアプローチは非常に有意義であり、またユニーク

である。特に構造用セラミックス製造プロセスは一部の量産部品を除き、非常
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に大きな「無駄」（高不良率、低歩留、高人件費、高加工費等）を抱えた状態

で製品が製造されており、その課題に対応した革新的テーマ設定である。 

・研究テーマの具体的推進に当たっては、窒化ケイ素、炭化ケイ素、アルミナと

言った汎用の材料を開発対象とすることで、技術開発の有益性、有効性を分か

り易く説明できていると思う。 

・構造用のセラミック部材は徐々にではあるが実用化が浸透し、一部の用途では

生産材としてかけがえのない地位を築きつつある。このため本技術開発により

、エネルギーロスの抑制とコスト低減が実現することは、セラミックスの汎用

性を高める上で、非常に大きなインパクトが期待できる。 

・各社のセラミック事業部門は事業拡大に時間を要することからまだまだ事業基

盤が脆弱である。したがって、本テーマのような先行開発に国が関与すること

は技術の基礎を底上げする上で意義があり、重要であると思う。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・プロジェクト後半では、個別の実用化研究にシフトしたことで、本プロジェク

トで構築した材料技術のより広範な分野での実用化など、成果の普及を積極的

に狙ってゆく体制が取りづらくなった。 

・大型セラミックス構造体の実用化のためには、コスト面で成立する方法なのか

を示す必要がある。また、セラミックスの場合には、金属材料と異なり、スケ

ールアップが容易ではなく、大型化したときの信頼性を確保できるのかが問題

である。接合強度等の評価は主に小型テストピースでなされており、大型構造

物全体の強度等については不明確である。また、省エネがどの程度達成できた

のかより具体的に示す必要がある。 

・接合技術は多くの分野において必要な技術であり、共通基盤技術として公的研

究機関での継続的な研究開発を続けることが望まれる。 

・小さな精密ブロックを立体的に組み上げ一体化する技術は革新的なプロセス技

術であり、可能な限り他の産業分野にも展開できるよう、この技術を広める工

夫が必要であろう。 

・経済的効果については、補助事業参加企業対象とする特定の製品について示さ

れているが、産業界全体に対する効果が示されていると、本事業全体の経済的

意義がより明確になる。 

・日本の産業競争力向上という視点では、公的研究機関の産業技術総合研究所が

中核になって集中研方式（委託事業）で進められたセラミックスの二アネット

成形技術とユニット部材の高機能化技術をプロジェクト終了後に、どのように

維持し、技術移転に向けて実用化開発を継続しているのかなどの点で、その実

施機関の役割などが曖昧になっています。 

・構造用セラミックス（特に生産材）の産業界への貢献は拡大する傾向にあるが、

その定量的評価（波及効果）に工夫が必要と感じている。例えば、部品搭載さ

れる量産品と工場で使用される生産材では、販売金額は圧倒的に量産品が大き

くなる。しかし、生産材では、例えば鉄鋼製品、鋳造製品のプロセスで使用さ

れるものは単なる販価以上の波及効果（ユーザー側のメリット＝省エネ、生産
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性向上、国際的競争力強化等）があり、本テーマ「革新的製造プロセス技術開

発」の意義も、そのような観点から産業波及効果を拡大的に考察できればより

良かったと思う。 
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２．研究開発等の目標の妥当性 

○具体的な開発ニーズ（強度、精密性を損なわずに、大型化／複雑化へ応

える。）に基づいた研究開発項目を設定するとともに、その目標値の設定

は、実用化（製品化）を充分意識しつつ世界最高水準が設定されている。

特にセラミックスにおいて接合強度が150MPa以上は、実用レベルとしても

十分に高い値である。 

○国費による事業であることを鑑みれば、技術的な目標のみならず、成

果技術を活用した最終製品の競争優位性を示す経済的な目標についても

示すべきだったのではないか。なお、経済的な目標は、ある程度成果技術

の波及先を想定して設定すべきであり、今後の国プロで考慮してほしい。  

○委託事業と補助事業を１つの事業に取り入れ情報交換を密にして進め

たのは評価できるが、普及を前提とした委託事業の目標設定については、

より高い基盤的なもの（より多くのファインセラミックス材料への適用性

の確認等）にしても良かったのではないか。 

 

【肯定的意見】 

・具体的な開発ニーズに基づき研究開発項目を設定するとともに、各項目につき

、実用化（製品化）を十分意識した目標値が設定されている。設定理由と根拠

も明確に示されている。 

・目標値の設定は、世界最高水準であり、適切な値が設定されている。特に、セ

ラミックスにおいて接合強度が 150MPa 以上は十分高く、実用レベルとしても

十分で、むしろ母材のセラミックスの強度にほぼ匹敵している。溶融アルミニ

ウムとの反応性についても、十分高いレベルの温度・時間が設定されている。

中間層として非晶質 SiO2とα-Al2O3の積層構造で密着性を向上させ、保護被膜

を健全に保つことに成功したこ 

とは高く評価される。900℃で鉄と反応しない接合部材も高い目標である。 

・ニアネット成形・接合技術の開発に関し、①断面積2500mm2、接合強度が150MP

a以上の接合部材の開発、②セラミックスを同種系統の材料で接合した系にお

いて、省エネ型接合法により断面積が12mm2の試料を用いて接合強度300MPa以上

の接合部材を開発、の目標は具体的で世界最高水準である。 

・新しいプロセスによる高機能化として、難濡れ、軽量、熱制御性を大型セラミ

ック部材に適用するにあたり、接合部を有する部材を用いて、アルミ溶湯中で

の反応、鋼板中のMnなどの成分と900℃での反応、700℃以上の温度域での反射

率の設定など具体的で、目標設定が明確である。 

・革新的省エネセラミックスの部材化技術開発は、補助事業として高耐性部材、

高温断熱部材、高比剛性部材の開発は、具体的用途を念頭に置いた事業化につ

ながる目標設定がなされている。 

・補助事業については、対象製品に要求される性能より、妥当な目標を設定して

いると判断する。  

・世界的に見て、研究開発力と事業化能力の点で優れている日本でセラミックス

事業を進める企業群の中で、革新的な製品開発に意欲を持つ企業に革新的な要

素技術を開発する機会を与え、各社の技術力向上に貢献しています。 
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・目標は委託事業、補助事業に分けて設定されており分かり易い。具体的には、

委託事業＝基礎開発、補助事業＝応用開発の分担となっており、目標設定もそ

れぞれの固有性に適した捉え方が出来ている。 

・目標数値も個々に具体的に示されており、達成評価をする上で明確に判断でき

る。 

 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ごく一部ではあるが、接合部材開発において、実用環境下での化学反応性につ

いての目標設定が、不明確であった。その結果として、本プロジェクト後半で

集中的に取り組んだ実用環境下での評価でも、一部の接合部材の化学的安定性

（反応性）の改善が継続検討課題となった。 

・接合強度150MPa、断面積2500mm2（50mmx50mm）は十分高い値であり、この強度

を大型構造物全体で達成できたとすれば、大変優れた成果といえる。しかし、

大型形状のときの欠陥の増加、破壊確率の増大については不明確であり、超音

波探傷検査の検出感度も十分とは言えない。今後、実際の大型構造物の非破壊

検査手法の改良が望まれる。 

・非破壊検査手法として、超音波探傷およびX線透過法を確立するとしているが

、超音波探傷は100μm程度の欠陥検出が限度で実際非破壊で検出が必要な欠陥

サイズはもっと小さな欠陥サイズであり、そのための非破壊検査手法に絞るべ

きであったと思われる。 

・溶融アルミ搬送用大型容器はアルミ業界では重要であるが、より多くの省エネ

技術が必要とされている各種鉄鋼炉やガラス溶解炉などの分野への展開が今

後期待される。 

・国費による事業であり、材料技術的な目標のみならず、本技術による最終製品

の競争優位性を示す、経済的な目標については、さらに踏み込んだ設定、評価

が必要と考える。 委託事業の研究開発目標については、補助事業との関連性

はあるものの、その成果がどのように補助事業へ反映されるかが分かりにくい。

委託事業については、さらに技術のレベルを上げ普及を促進するために、高い

性能目標や基盤的な研究開発目標を設定すべきである。 

・今回の5年間にわたる革新的セラミックス部材の研究開発成果は、高性能セラ

ミックス部材を利用するユーザー企業に採用される事例を早く実現するため

に、セラミックス事業を進める企業は実用化見通し・シナリオを、もう少し具

体的に把握している事例があってもいいと感じました。 

・従来の研究開発、実用化開発、事業化という“リニアモデル”にとらわれてい

るような感触を感じました。 

・目標設定において、その数値は妥当であると思われるが、開発前レベル（従来

技術）での数値がベンチマークとして示されていると、ハードルの高さ（開発

の難易度）を具体的に掴むことが出来たと思う。 

・全体資料での目標設定の表記と各企業の報告資料で異なる数値、異なる表現が

見受けられた。統一性を高めた方が、関連性が理解しやすかったと思う。 
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３．成果、目標の達成度の妥当性 

○数値目標は、全ての項目で達成あるいは達成見込みであり、世界水準を

凌駕しているものもある。接合体の組み合わせによって、従来、想像もで

きなかった大型または複雑形状のセラミックス構造体が得られており、実

用化に向けて大きく進展しつつある。接合部材のアルミ溶湯との反応性、

鉄に含まれている成分と反応しない接合部材など十分な成果が得られて

いる。また、半導体装置部材、管状材、溶湯搬送容器については、試作さ

れ、実用化の目途が得られおり、実用レベルの成果が出ていると評価でき

る。 

○接合部材を対象とした非破壊検査手法の確立については、水中超音波画

像化法によるサイズ100μmの欠陥の検出が可能となった程度で、手法が確

立されたとは言いがたく今後の課題である。 

○委託成果の普及促進のためにも、セラミックス部材を扱う企業に新技術

が採用される事例や、新技術を使ってみての評価がほしい。 

○研究発表、論文、特許出願の数は適切な数であるが、実際特許として成

立した件数はやや少ない。 

○セラミックス構造体の大型化、接合体の製造にとって、コストの検討は

重要な要素。コストを考える上で欠陥や歩留まりの評価は重要であるが、

欠陥に対する妥当な範囲のコストで作製できているのか（経済性を判断す

る考え方）が不明確である。 

 

【肯定的意見】 

・本プロジェクトによる開発成果の特許出願は確実になされおり、成果発表も適

正に行われている。 

・研究開発を積極的に進めた企業機関により構築された難焼結性であるB4Cの常圧

焼結による緻密化技術と、産総研中部センターが有する世界トップレベルの非

酸化系セラミックスを対象とした材料科学を有機的に結びつけることで、B4C

の大型構造部材としての応用の可能性を見出したこと、さらにこの共同研究成

果を基に新規補助事業を立ち上げて、実用化に必要な技術開発を進めた意義は

極めて大きい。 

・数値目標は、全ての項目で達成あるいは達成見込みであり、中には、かなり凌

駕しているものもある。全体として、目標の達成度は高く、接合強度の幾つか

は、世界最高と言ってもいい。また、接合体の組み合わせによって、従来、想

像もできなかったセラミックス構造体が得られており、実用化に向けて大きく

進展しつつある。接合部材のアルミ溶湯との反応性、鉄に含まれている成分と

反応しない接合部材など十分な成果が得られている。 

・断面積2500mm2の試料の接合強度が、B4C接合において200MPa以上、窒化珪素ブ

ロックで622MPaという母材と同等の接合部材を開発し、目標を越える成果を達

成した。 

・接合部近傍のみを加熱する省エネ型接合法により、窒化ケイ素母材とほぼ同等

の組成からなる接合材を用いて外径28mm、内径18mm、長さ1000mm窒化ケイ素パ

イプ同士を接合することにより、窒化ケイ素母材相当の接合強度680MPaという
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目標を大幅に上回る窒化ケイ素接合部材を開発した。 

・局所加熱の手法は、今後の多様なセラミックスへの波及効果が期待され、局所

加熱の手法、応力歪の解析など今後も引き続き研究進展が望まれる。 

・セラミック接合技術を活用し、半導体装置部材、管状材、溶湯搬送容器につい

て試作され、実用化の目途が得られおり、実用レベルの成果が出ていると評価

できる。また、関連特許の出願も適切に進められていると評価できる。 

・委託事業として進められた基盤技術の研究開発成果は十分に達成されています。 

・各テーマとも「達成」又は「達成見込み」で関係者の開発努力に敬意を表しま

す。 

・目標以外の成果も示されており、開発全般を評価する上で有効であった。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・接合技術の開発では、一部の接合材料の応用想定環境下における化学的な安定

性（反応性）については、継続検討課題として残った。 

・目標は達成しているが、次の段階のさらなる事業化に向けた問題点の抽出、そ

の対策についての施策を提示することにより、さらに実用化の可能性が高まる。

セラミックス構造体の大型化、接合体の製造にとって、欠陥に対する定量的な

理解とその対策は不可欠であり、コストを考える上でも欠陥や歩留まりの評価

は重要である。特に、最終的な実用化にとって、コストの検討は重要であり、

製作時の破壊、使用時の破壊など、多くの破損の可能性があり、それらが、全

てコストに反映される。妥当な範囲のコストで作製できているのかが不明確で

ある。 

・接合部材を対象とした非破壊検査手法を確立を目指していたが、水中超音波画

像化法によるサイズ100μmの欠陥が検出が可能となった程度で、欠陥サイズと

してはもっと小さな検出が必要で不十分であり、そもそも超音波法では困難で

他の手法を取るべきだったと思われる。 

・Li電池材料焼成用ロータリーキルンのアルミナレトルトとしてアルミナージル

コニアを接合剤として用いた時にLiとの反応が観察されており、この抑制のた

めにはその反応機構の解明と効果的な抑止策が大型化に会ったって必要であ

る。 

・接合部の健全性を評価するには非破壊検査技術の確立が必要であり、さらなる

研究が求められる。 

・補助事業として進められた研究開発成果は、製品に実際に採用されるまでの過

程で、どこまで達成されているのか、見通せない部分があります。今回の5年

間にわたる革新的セラミックス部材の研究開発成果は、高性能セラミックス部

材を利用するユーザー企業に採用される事例が、もう少し具体的に進行中の事

例が示されもいい期間（終了から1年後）になっています。しかし、実用化・

採用件数については確率的にやや寂しいものになっています。研究開発したも

のすべてが実用化に成功するとは限りませんが、もう少し製品化への突破口を

感じさせる事例があってもよかった委託事業ケースだったと感じています。 

・達成度が「達成見込み」又は「100%未満」の開発テーマの「未達成箇所」が分
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かりにくかった。何がどの程度未達であるのかを明示いただくと理解度を上げ

る手助けとなった。 

・全体資料の中で各社の補助事業の成果である「特許」「論文発表」等も併せて

取り纏めた方が、プロジェクト全体でのインパクトを示せたと思う。 
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４．事業化、波及効果についての妥当性 

○高度な部材接合技術と複雑形状大型部材化の技術を構築したことで、

世界に先駆けて非酸化系セラミックスのより広範な分野での実用化が期

待される。 

○集中研（委託事業）で得られた各種接合やニアネット成形技術を基に、

補助事業においてモデル部材化に関する技術開発を行い、客先向けの試

作、展示会への出展など事業化に向けた具体的な活動を進めている。これ

は、委託と補助を組み合わせた良い事例である。 

○大型・複雑形状品を必要としている対象分野が明確であり、その対象に

合わせて環境負荷低減、コストの低減を図り、事業化に向けた具体的計画

が立てられている。例えばB4Cの接合技術は、軽量で剛性が高く衝撃吸収

性に優れた特徴を活かした防弾などの保護部材、ロボットアーム、安定性

の高い電子部品への展開が期待される。 

○事業化のためには、市場の大きさ、製品のコストのついての検討も必

要であり、総合的に経済性を検討する必要がある。 

○環境と経済の両立に向け、優れた機能や付加価値を持つ大型製品を高効

率に製造する技術開発は、多くの分野に波及可能である。ニーズを粘り強

く追及し、開発成果が幅広く実用化につながるよう努めてもらいたい。 

○省エネ効果を試算している事例もあるが、総じて波及に関する考察が不

十分と感じた。波及効果の検討については、多面的評価（推定、期待を含

む）をするよう努めてもらいたい。 

 

【肯定的意見】 

・高度な部材接合技術の構築と、接合技術を駆使した複雑形状大型部材の製造基

礎技術を構築したことで、世界に先駆けて非酸化系セラミックスのより広範な

分野での実用化が期待される。 

・セラミックスの接合による大型構造体の作製に成功したことは、事業化を見通

す上で大変期待が持てる。接合強度も十分であり、世界最高レベルのセラミッ

クス構造体が作製されている。各種、高温部材への波及効果は十分に見込むこ

とができる。個々の補助事業において、ある程度事業化のイメージが提示され

ており、日本のセラミックス技術が世界最高レベルであることがわかる。この

技術は、他の多くの大型セラミックス構造体の製造に応用が可能である。 

・集中研で得られた各種接合やニアネット成形技術を基に、補助事業においてモ

デル部材化に関し技術開発を行い、一部の成果についてはユーザー企業と密接

に連携を取り、要求特性等の市場情報交換を密に行い、また課題の早期抽出を

行っている。 

・大型・複雑形状品を必要としている分野のターゲットが明確であり、環境負荷

低減、コストの低減が図られ、事業化に向けたシナリオが概ね立っている。 

・大型セラミック部材や接合、断熱等の技術の適用範囲は広く汎用的であり、様

々な再生利用可能エネルギーシステムなどへの展開が期待される。 

・特にB4Cの接合体技術は、軽量で剛性が高く衝撃吸収性に優れた特徴を活かし

た防弾などの保護部材、ロボットアーム、安定性の高い電子部品への展開が期
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待される。 

・補助事業参加企業各社は、それぞれの対象製品の事業化について、客先向けの

試作、展示会への出展など事業化に向けた具体的な活動を進めている。  

・個々のテーマとも事業化の具体的計画を提示しており、その計画に基づいて推

進されることを期待する。 

・他方、今回の開発は技術基盤開発であり、事業貢献はある程度長い期間で評価

していくべきであると思う。（単に対象製品が何個売れたと言うこと以上に、

「基盤技術が構築できたこと」に大きな開発意義がある。）＝基盤技術は有形

、無形での事業貢献があり、数値評価が難しい。 

 

 

【問題点・改善すべき点】 

・集中研究所では、高度な基盤研究成果が得られている。これらの成果の普及に

向けて、さらに広範な分野での実用化研究（試験）を実施できると、今後期待

される波及効果をより明確に示すことができたと思われる。 

・実用化は、単に、性能が高いだけでは達成できない。実用化のための問題点、

解決すべき事項等を明確にして事業化を図る必要がある。開発したものを用い

る市場の大きさ、製品のコストについての検討も必要である。用途が概してエ

ネルギー多消費型や半導体・液晶など大量生産を目指したものである。中国や

その他発展途上国に産業が移転しつつあるような分野であり、国内での需要が

見込めるのかなど、総合的に、経済性を検討する必要がある。研究発表、論文、

特許出願の数は、ほぼ、適当な数であるが、実際特許として成立した件数はや

や少ない。 

・環境と経済の両立に向け、優れた機能や付加価値を持つ大型製品を高効率に製

造する技術開発は、多くの分野に波及可能な技術である。ニーズを粘り強く追

及し、開発成果の幅広い実用化につながることを期待ずる。 

・アルミニウム溶湯容器の形状は球状を目指したが最終的には現状の外形になる

ようであるが、革新的な技術の実用化は容易ではない。軽量、断熱性などに優

れた技術開発が他の分野にも波及するように努めてもらいたい。 

・参加企業が対象とする製品以外にも、セラミック接合技術を必要とする対象は

あるはずであり、より広く技術を普及させるための施策が必要である。 

・研究開発成果は基盤的な要素技術の成果は示されています。しかし、その高性

能を利用する製品化に対して、その達成度になると、事業終了報告書では、あ

まり示されていません。委託事業で実施された研究開発成果の技術移転をどこ

まで進んでいるのか、またさらなる波及効果が出そうなのかは曖昧になってい

るきらいがあります。 

・一部企業の報告でユーザー側の省エネ効果を試算しているが、総じて大きな意

味での波及効果の考察が少ないと感じた。前述のように本開発テーマは、ユー

ザー側や産業界全般にも直接的、間接的効果が期待できるものであり、多面的

評価（推定、期待を含む）があっても良かったと感じた。 
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５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 

○集中研の成果の実用化を加速するため、プロジェクト後半の新規補助事

業の立ち上げや研究体制の見直しを実施して、開発技術の実用化、効率化

をフレキシブルに図ったことは高く評価される。 

○委託事業と補助事業をパラレルに走らせ、情報交換をしながら実施した

ことは評価できる。 

○委託事業の完成を見極めて、早期に補助事業に移行した判断は、環境変

化に対応した適切な対応であった。 

○補助事業において企業の研究成果は十分であるが、企業間での連携が取

れればさらに新たな技術開発、応用展開に進展することが期待される。ま

た、集中研方式での委託事業で築いた基盤技術を、技術研究組合に参加し

ていない企業にどう移転していくかという普及の仕組みを積極的に作っ

ていく必要があるのではないか。 

○技術研究組合を構成することで、基盤技術に関する企業間の横の連携は

十分に図られたが、ユーザー側や原料メーカーを含めた垂直連携の姿が見

えると、サプライチェーンを具体的に示せたのではないか。 

○研究経費は概ね適切であるが、最終的な費用対効果は開発部材の市場規

模や開発コスト、省エネ効果等に関係することであり、実際に実用化、事

業化がなされて費用対効果を検討する必要がある。 

○委託事業と補助事業の棲み分けも概ね適切になされているが、高温接合

技術を始め、本プロジェクトの内容は、各企業での技術の積み重ねによっ

て達成された部分も多く、それらの技術を企業間でもできるだけ共有し、

より高度な技術開発に繋げていくことが望まれる。 

 

【肯定的意見】 

・プロジェクト後半のH23年度において、新規補助事業の立ち上げや、研究体制

（再委託元の見直し）を実施して、開発技術の実用化の加速化を図ったことは

高く評価される。 

・産総研を集中研とし、ステレオファブリック技術研究組合を組織し、日本を代

表する公的研究機関と民間企業が一体となり、研究を推進しており、研究開発

体制は適切である。研究経費はほぼ適切で、経費に見合った成果が得られてい

る。途中からの体制の変更も柔軟に対応し適切であった。再委託も適切と思わ

れる。 

・予算大幅な増減に対し、実用化に近い研究を優先するという方針を明確にし、

補助事業を優先した予算配分の見直し、集中研内部の計画も優先度を付け効率

化を図った。 

・進捗状況を把握するため月単位で進捗管理表を策定、記載し、状況を把握する

とともに課題が生じた場合の対応を協議し対策を決定するなど効率的に開発

をすることに努めた。 

・集中研成果の実用化を加速するため新たに実用化補助授業を企業で開始したり

、再委託先を組み変えるなど、実用化に向けた開発の効率化をフレキシブルに

図った。 
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・再生エネルギーへの転換の動きが加速する社会情勢に対応し、本事業で得られ

た成果の太陽熱や地熱発電等の再生エネルギーシステムへの応用可能性に関

する市場調査を実施した。 

・基盤研究から実用化まで、妥当な実施者および体制であると評価できる。研究

組合による集中的な研究により早期に基盤技術を確立し、その成果は研究組合

に共有され、その後の企業を中心とした製品化に向けた技術開発に、スムーズ

に移行されており、研究開発マネジメント全般として、妥当であると評価でき

る。  

・委託事業での集中研方式による基盤研究は一定の成果を上げています。基盤研

究開発からその波及効果によって、日本のセラミックス事業会社の競争力強化

につながる見込みがあります。 

・他方面に亘るアプリケーションが期待できる基盤技術開発を、技術研究組合の

運営も含め取りまとめられたプロジェクトリーダーのリーダーシップが高く

評価される。 

・費用対効果に関しては、今回の開発費総額から基盤技術としては十分な成果が

得られたものと判断できる。 

・基礎開発の完成を見極めて、早期に補助事業に移行した判断は、環境変化に対

応した適切な対応であった。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・本プロジェクト後半で実施された部材化技術開発では、接合材料設計の見直し

や、更なる材料開発の必要性が懸念されるものもあった。プロジェクト後半に

おいても、これらの技術的課題の解決に向けた研究機関によるフォローを可能

とする体制があると良かった。 

・本プロジェクトでは、接合技術を駆使したセラミックス製大型構造部材製造を

可能とする製造装置メーカーの積極的な参加があると、技術開発の一層の推進

が図られたと思われる。 

・最終的な費用対効果は、開発部材の市場規模や開発コスト、省エネ効果等に関

係することであり、研究資金としてはほぼ妥当と思われるが、実際に実用化、

事業化がなされて費用対効果を検討する必要がある。今後の着実な事業化が求

められる。委託事業と補助事業の棲み分けもおおむね適切になされている。高

温接合技術を始め、本プロジェクトの内容は、各企業での技術の積み重ねによ

って達成された部分も多く、それらの技術を企業間でもできるだけ共有し、よ

り高度の技術開発に繋げていくことが望まれる。 

・企業での研究成果は十分であるが、企業間での連携が取れればさらに新たな技

術開発、応用展開に進展することが期待される。集中研方式での委託事業で築

いた基盤技術を技術組合に参加していない企業にどう技術移転していくかと

いう波及効果での仕組みを積極的に作っていく必要があろう。 

・課題の多様性、重要性、参加企業数から判断して、資金が少ないように思われ

る。 

・実用化研究の段階では、企業の成果や課題が、基盤研究側にフィードバックさ
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れるとさらに、技術レベルの向上が図れると考える。 

・補助事業を実施した企業は、採択時当時に示した事業化・製品化の仮説をどこ

まで実証したのかをあまり説明していない傾向が感じられます。 

・技術研究組合を構成することで、企業間の横の連携が十分に図られたと感じた

が、ユーザー側や原料メーカーを含めた垂直連携の姿が見えると、波及効果を

具体的に示せたかもしれない（まだ基盤技術開発のステージなので難しいかも

しれないが。） 
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６．総合評価 

○エンジニアリングセラミックスの研究開発は日本が先導し続けて来た

分野であり、日本の産業競争力の源の一つ。一方、本分野は昨今中国をは

じめとする発展途上国でも研究が活発になり、欧州でもコンスタントに研

究開発を続けている。このため日本が著しく技術的に優位とは言いがたく

なっている。このような時期に本研究開発を実施することは、日本の産業

技術の優位性の維持・発展には大変歓迎すべきことであり、今後も引き続

き研究開発を推進してもらいたい。 

○エンジニアリングセラミックスの構造用部材への応用を妨げているの

は、靱性の向上と大型構造部材の製造の困難さなどが挙げられる。本事業

では、世界に先駆けたセラミックスの接合技術の高度化と、構造用大型部

材の実用化に向けた技術開発に取り組み、今後の実用化が期待される多く

の開発成果が得られている。 

○日本でセラミックス事業を展開する企業のみならず、そのセラミックス

を利用するユーザー企業に対しても、当該プロジェクトの優れた研究成果

を活用した製品開発の機会を与えることができたといえる。 

○中空ユニットの組み合わせによる大型複雑形状の作製技術においては

修復技術の開発も重要であり、今後の技術開発として考慮すべきと思われ

る。 

○補助事業では、実用化のための問題点の抽出、大型化の問題点を明らか

にし、市場動向を見据え事業化をすべきである。 

 

【肯定的意見】 

・世界に先駆けたセラミックスの接合技術の高度化と、構造用大型部材の実用化

に向けた技術開発に取り組み、今後の実用化が期待される多くの開発成果が得

られている。 

・構造用セラミックスの研究開発は、日本が最も先導してきた分野である。しか

し、最近は、その優位性がやや失われつつあり、中国を始めとする発展途上国

における研究が活発になっている。近年、大きな技術革新が少なく、研究者人

口や、企業での研究開発への投資の縮小が懸念されていた中、このような時機

に、画期的とも言える接合技術が実用化しつつあることは、日本の産業の発展

にとって大変好ましい。セラミックスの構造用部材への応用を妨げているのは、

靱性の向上と大型構造部材の製造の困難さなどが挙げられるが、高度な接合技

術は極めて重要な技術である。このような状況で、国の支援により、セラミッ

クス接合技術を中心としたプロジェクトが行われ、大きな成果を上げたことは

意義が大きい。 

・エンジニアリングセラミックスの研究開発は、日本が先導し続けて来た分野で

あり、日本の産業競争力の根源にかかわっている主要技術の1つである。しか

し、中国の研究が活発になり、欧州ではコンスタントに研究開発を続けている

。このような時期に、大型構造部材の接合技術を中心とした本プロジェクトは

、日本の産業技術の優位性の維持・発展には大変歓迎すべきことであり、今後

も引き続けて研究開発を推進してもらいたい。 
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・優れたリーダーのもと、優れた技術力を有した参加企業による技術開発が行わ

れてきた。経済と環境を両立させた技術開発は日本が得意とすべき技術であり

、多くの企業、分野へつなげてもらいたい。 

・本事業では、実用化につながる成果が出ており、我が国のものつくり産業の競

争力強化につながると評価できる。研究組合による集中的な研究により早期に

基盤技術を確立し、その成果は研究組合に共有され、その後の企業を中心とし

た製品化に向けた技術開発へスムーズに移行されており、研究開発マネジメン

ト全般として、妥当であると評価できる。  

・日本のセラミックス事業を展開する企業、そのセラミックスを利用するユーザ

ー企業に対して、当該プロジェクトは優れた研究成果を活用する潜在能力を与

えるができたといえます。その実用化面では、セラミックス事業を展開する企

業が製品開発競争の激化に対応しつつある傾向はある程度明らかになってい

ます。 

・基盤技術の開発成果は引き続き多用途への適用を進めるべきで、技術の公開等

を積極的に進めていただきたい。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・本プロジェクト前半で高度な基盤研究成果が得られている。これらの実用化を

更に推進するプロジェクト運営が取れると良かった。今後の我が国の材料開発

プロジェクトの運営の一層の改善に役立ててほしい。 

・委託事業では、それぞれの研究機関の役割分担の明確化、問題点の抽出、開発

の方針を明確にし、各個別の実施機関へ研究を特化させるようにしたのは、適

切な方針と思われる。補助事業では、実用化を目指したものであり、実用化の

ための問題点の抽出、大型化の問題点をより明確にし、市場動向を見据え、コ

スト計算などを定量化し、事業化を 

達成すべきである。 

・本事業は開発製品はかなり絞られており、各種接合技術を多くの分野に適用す

るような仕組みを作り、引き続き技術開発を続けてもらいたい。 

・中空ユニットの組み合わせによる大型複雑形状の作製技術は重要な技術と思わ

れるが、信頼性確保のためには修復技術の開発も重要であり、今後の技術開発

として考慮すべきと思われる。 

・本事業で取り組んだ課題以外にも、セラミック接合技術が対象とする製品は多

くあると考えられ、技術の普及拡大について、今後とも継続的な取り組みが期

待される。  

・セラミックの適用を拡大させることのできる基盤技術であり、更なる適用のア

イデアが示されると、開発技術の拡張性（他用途への展開）がイメージできた

と思う。また、前述のように個々の適用先にはユーザー側に及ぶ波及効果が想

定でき、この両面を、技術を開発核にしてＸ軸、Ｙ軸で捉えれば、より大きな

技術波及効果の期待像が見えてきたと感じる。 

・省エネを評価する上での「エクセルギー」の概念はまだ一般化していない。出

来れば、今回の個々の開発成果をエクセルギーで考察する等の手段を検討して
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、概念の普及を図ってください。 
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７．今後の研究開発の方向等に関する提言 

○材料開発のプロジェクトでは、組成や組織に関する基盤技術の構築と、

実用化のための技術開発の両面をバランスよく進めることが重要。得られ

た基盤研究成果の早期実用化や、より広範な分野での実用化を推進するた

めのプロジェクト運営・実施方法の一層の改善を望みたい。 

○事業の成果をより広く普及させるために、産総研が有する｢研究開発を

継続する体制｣を一層強化し、製品、技術開発に興味ある企業を受け入れ

るしくみを整備すべきと考える。 

○成果の普及を促進するための研究成果報告会、展示会への参加等をさら

に進めるとともに、早期に製品化をするための事業化支援が必要と考え

る。  

○接合技術は多くの分野において必要な技術であり、計測評価技術なども

併せた基盤技術として、材料開発における技術の普及や信頼性の向上には

必要不可欠である。そのため材料学的基礎研究を含めて公的研究機関など

で継続して研究する必要があると考える。 

○事業後半では、補助事業により個別の実用化研究にシフトした。そのた

め委託事業で構築した材料技術のより広範な分野での実用化など、基盤技

術の成果の普及を積極的に狙ってゆく体制が不十分となったのではない

か。 

 

【各委員の提言】 

・材料開発のプロジェクトでは、やはり材料基礎科学の構築と、実用化のための

技術開発の両面をバランスよく進めることが重要である。今後の材料開発プロ

ジェクトの推進に活かして欲しい。得られた基盤研究成果の早期実用化や、よ

り広範な分野での実用化を推進するためのプロジェクト運営・実施方法の一層

の改善を望みたい。 

・セラミックスの大型構造用部材を製造するためには、接合技術が必須であり、

近年は、コンピューターによる複雑形状の部材でも、熱や歪みによる応力分布

の解析が容易に行われるようになり、接合による構造部材の設計が可能になり

つつある。しかし、セラミックスは、基本的に脆性材料であり、実用化のため

には、破壊の確率的論的な解析による信頼性の確保が重要である。本プロジェ

クトでの成果は、接合による大型構造体の製作を実証している。この技術の実

用化、事業化のためには、信頼性の向上が必要であり、接合体の寿命予測、非

破壊検査技術の確立が望まれる。 

・エンジニアリングセラミックスの研究開発は、日本が先導し続けて来た分野で

あり、日本の産業競争力の根源にかかわっている主要技術の1つである。しか

し、中国の研究が活発になり、欧州ではコンスタントに研究開発を続けている

のに対し、日本では近年大きな国家プロジェクトがなく研究人口や研究予算の

縮小などが見られた。このような時期に、大型構造部材の接合技術を中心とし

た本プロジェクトは、日本の産業技術の優位性の維持・発展には大変歓迎すべ

きことであり、今後も引き続けて研究開発を推進してもらいたい。 

・中空ユニットの組み合わせによる大型複雑形状の作製技術は重要な技術と思わ
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れるが、信頼性確保のためには修復技術の開発も重要であり、今後の技術開発

として考慮すべきと思われる。 

・今年から社会基盤構造材料のプロジェクトが始まったが、バルクセラミックス

の研究開発は対象となっていない。日本の産業技術の優位性の維持・発展には

国家プロジェクトとして国が先導していくことが期待される。 

・事業の成果をより広く普及させるために、研究開発を継続する体制を産総研な

どに設け、製品、技術開発に興味ある企業を受け入れ体制を整備すべきと考え

ます。また、成果を普及させるための研究成果報告会、展示会参加を進めると

ともに、早期に１号製品を出すための事業化支援施策が必要と考えます。 ま

た、接合シミュレーション技術や計測評価技術などの基盤技術整備については、

技術の普及や信頼性の向上には必要不可欠であり、材料学的基礎研究を含めて

継続する必要があると考えます。 

・Nanotech展などを通して、今後、ユーザー企業に採用された製品について、具

体的な実例を報告していただきたいと思います。 

・構造用セラミックスは、ガスタービン等の大型プロジェクトが実用化出来なか

った反面、耐摩耗部品や耐食部材では、各企業の努力で着実に事業規模は拡大

している。今回の「革新的省エネセラミックス製造技術開発」は基盤技術の強

化を図るもので、構造用セラミックスの更なる拡大の推進力になり得るもので

ある。 

・セラミックスは一般的に「高価」「割れやすい」等のマイナスイメージが強い

が、ステレオファブリックに代表されるような接合技術が一般化されれば、鉄

鋼材料同様に標準サイズの素管を安価に供給することで、ユーザーが用途に応

じて適宜、切断、接合して使うことも可能となる。本開発技術がそのような構

造用セラミックスの適用拡大、汎用化につながっていくことを期待する。セラ

ミックス＝特注品（カスタム）の概念から、汎用品（スタンダード）にパラダ

イムチェンジすることが出来れば、産業界へのインパクトは更に大きくなる。 

・ファインセラミックスが着目されるようになって概ね40年が経過するが、その

間、日本は世界的に技術開発をリードしてきた。しかしながら、近年は韓国や

中国での技術開発も活発であるうえ、欧州では継続的な地道な開発が成果を上

げつつある。この10年ほど、特に構造用セラミックスの技術開発は低調になっ

てきており、今回のプロジェクトを契機に構造用セラミックスに関わるプロジ

ェクトが引き続き企画されることを期待します。 

・今回、「革新的省エネセラミックス製造技術開発」の事後評価検討会の委員に

選出されたことに御礼申し上げるとともに、今後ともセラミックス産業の活性

化に協力していきたい所存です。 
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第４章 評点法による評点結果 

 

 

「革新的省エネセラミックス製造技術開発」に係るプロジェクト評価の実施に併せて、

以下に基づき、本評価検討会委員による「評点法による評価」を実施した。その結果は

「３．評点結果」のとおりである。 

 

１．趣 旨 
 

評点法による評価については、産業技術審議会評価部会の下で平成11年度に評価を行

った研究開発事業（39プロジェクト）について「試行」を行い、本格的導入の是非につ

いて評価部会において検討を行ってきたところである。その結果、第9回評価部会（平

成12年5月12日開催）において、評価手法としての評点法について、 

 (1)数値での提示は評価結果の全体的傾向の把握に有効である、 

 (2)個々のプロジェクト毎に評価者は異なっても相対評価はある程度可能である、 

との判断がなされ、これを受けて今後のプロジェクト評価において評点法による評価を

行っていくことが確認されている。 

 また、平成26年4月に改定された「経済産業省技術評価指針」においても、プロジェ

クト評価の実施に当たって、評点法の活用による評価の定量化を行うことが規定されて

いる。 

これらを踏まえ、プロジェクトの中間・事後評価においては、 

 (1)評価結果をできる限りわかりやすく提示すること、 

 (2)プロジェクト間の相対評価がある程度可能となるようにすること、 

を目的として、評価委員全員による評点法による評価を実施することとする。 

  本評点法は、各評価委員の概括的な判断に基づき点数による評価を行うもので、評価

報告書を取りまとめる際の議論の参考に供するとともに、それ自体評価報告書を補足す

る資料とする。また、評点法は研究開発制度評価にも活用する。 
 

２．評価方法 
 

・各項目ごとに４段階（Ａ(優)、Ｂ(良)、Ｃ(可)、Ｄ(不可)<ａ，ｂ，ｃ，ｄも同様>）

で評価する。 

・４段階はそれぞれ、Ａ(ａ)＝３点、Ｂ(ｂ)＝２点、Ｃ(ｃ)＝１点、Ｄ(ｄ)＝０点に

該当する。 

・評価シートの記入に際しては、評価シートの《判定基準》に示された基準を参照し、

該当と思われる段階に○を付ける。 

・大項目（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）及び小項目（ａ，ｂ，ｃ，ｄ）は、それぞれ別に評点を

付ける。 

・総合評価は、各項目の評点とは別に、プロジェクト全体に総合点を付ける。   
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３．評点結果 

 

 

                    

  評点法による評点結果   

  （革新的省エネセラミックス製造技術開発）   
    評点 

Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員   

   １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.50  3  2  3  2  2  3    

   ２．研究開発等の目標の妥当性 2.17  3  2  2  2  2  2    

   ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.50  3  2  3  2  2  3    

   ４．事業化、波及効果についての妥当性 1.83  2  2  2  2  1  2    

   ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.67  3  2  3  3  2  3    

   ６．総合評価 2.83  3  3  3  3  2  3    
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「革新的省エネセラミックス製造技術開発」プロジェクト評価（事後） 

今後の研究開発の方向等に関する提言に対する対処方針 

提   言  対 処 方 針 

○材料開発のプロジェクトでは、組成や組織に関する基盤技術

の構築と、実用化のための技術開発の両面をバランスよく進

めることが重要。得られた基盤研究成果の早期実用化や、よ

り広範な分野での実用化を推進するためのプロジェクト運営・

実施方法の一層の改善を望みたい。 

○事業の成果をより広く普及させるために、産総研が有する｢研 

究開発を継続する体制｣を一層強化し、製品、技術開発に興

味ある企業を受け入れるしくみを整備すべきと考える。 

○成果の普及を促進するための研究成果報告会、展示会への

参加等をさらに進めるとともに、早期に製品化をするための事

業化支援が必要と考える。  

○接合技術は多くの分野において必要な技術であり、計測評価

技術なども併せた基盤技術として、材料開発における技術の

普及や信頼性の向上には必要不可欠である。そのため材料

学的基礎研究を含めて公的研究機関などで継続して研究する

必要があると考える。 

○事業後半では、補助事業により個別の実用化研究にシフトし

た。そのため委託事業で構築した材料技術のより広範な分野

での実用化など、基盤技術の成果の普及を積極的に狙ってゆ

く体制が不十分となったのではないか。 

○本事業では、委託事業において基盤技術を行い、補助事業において実用

化のための技術開発を行ってきており事業をバランス良く進めるよう工夫し

てきた。今後は、基盤研究成果のより広範な分野での実用化を推進するた

め、研究成果報告会の実施や展示会への出展を行う等普及活動を行うこ

ととしたい。 

○産総研と協議し、技術支援や共同研究等により事業の成果をより、広く普

及させるためのしくみの強化を考えたい。 

 

○早期の製品化を促すため、必要に応じて補助事業を紹介する等、事業化

支援を行っていくことを考えたい。 

 

○基盤技術の内容により優先順位はあるものの、産総研の交付金を利用す

る等により基盤技術の継続的研究を進めていきたい。 

 

 

 

○委託事業での成果を分野を越えて普及させるべく、産総研及びプロジェクト

への参画企業に研究成果報告会や展示会への出展を促し普及活動を図っ

ていく。 

 

 



 

 

 

 

  

 

 

 

経済産業省技術評価指針 
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経済産業省技術評価指針の位置付け 

 

経済産業省技術評価指針（以下、「本指針」という。）は、経済産業省が、経済産業省における研

究開発プログラム及び研究開発課題（以下、「研究開発プログラム・課題」という。）の評価を行う

に当たって配慮しなければならない事項を取りまとめたものである。 

 

本指針は、「産業技術力強化法」（平成１２年法律第４４号）第１０条の規定、「科学技術基本計画」

（平成２３年８月閣議決定）、「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成２０年法律第６３号）第３４条の規定及び「国の研究

開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月内閣総理大臣決定）（以下、「大綱的指針」という。）

に沿った適切な評価を遂行するための方針を示す。 

 

同時に、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第８６号）（以下、「政策評

価法」という。）に基づく「経済産業省政策評価基本計画」（以下、「政策評価基本計画」という。）

に沿った、経済産業省政策評価のうち研究開発に関する部分の実施要領としての性格を持つ。した

がって、研究開発プログラム・課題についての評価の結果は、政策評価基本計画に基づき実施され

る事前評価及び事後評価に適切に反映・活用を図る。 

 

技術評価は、政策評価法上要請される評価を含め政策評価の一環としての位置付けを有すること

から、本指針は、研究開発プログラム・課題の成果や実績等を厳正に評価し、それを後の研究開発

プログラム・課題の企画立案等に反映させる政策サイクルの一環としての評価の在り方について定

めるものである。 

 

ただし、研究開発プログラム・課題に係る評価は、研究開発の内容や性格、実施体制等の態様に

応じた評価方法に拠るべきであるとともに、評価の厳正さと効率性を両立するためには、評価をと

りまく様々な状況に応じた臨機応変な評価手順を設定する必要がある。さらに、評価手法は日進月

歩であり、今後よりよい評価手法が提案されることも十分考えられる。したがって、本指針では共

通的なルール及び配慮事項を取り上げることとし、より詳細な実施のプロトコルは評価マニュアル

の作成等により記述することで、機動的な実施を図ることとする。 

 

当省研究開発機関が自ら実施する評価をその機関の自己改革の契機とするような自律的なシステ

ムの構築に努め、研究開発を実施する当省研究開発機関が、大綱的指針及び本指針に沿って、研究

開発評価の実施に関する事項について、明確なルールを定め、研究開発評価の実施及び評価結果の

活用が適切かつ責任を持って行うよう、所管官庁としての責務を果たすものとする。 
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◎本指針における用語については、次に定めるところによる。 

 

・研究開発プログラム： 「上位施策の目標達成に向けて複数の研究開発課題を含む各手段を組み 
立てた計画や手順に基づく取組」及び「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を 
設定した研究資金制度」をいう。 

 

（注１）「政策評価の実施に関するガイドライン」（平成１７年１２月１６日政策評価各府省連絡会 

議了承。以下「政評ガイドライン」という。）においては、各行政機関が所掌する政策を、「政 

策（狭義）」、「施策」及び「事務事業」の三階層に区分整理するところであり、その定義は次 

のとおり。 

・政策（狭義）： 特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的とする行政 

活動の大きなまとまり。 

・施策： 上記の「基本的な方針」に基づく具体的な方針の実現を目的とする行政活動の 

まとまりであり、「政策（狭義）」を実現するための具体的な方策や対策ととらえ 

られるもの。 

      ・事務事業： 上記の「具体的な方策や対策」を具現化するための個々の行政手段として 

の事務及び事業であり、行政活動の基礎的な単位となるもの。 

 
  （注２）第４期科学技術基本計画においては、研究開発の政策体系は、「政策」、「施策」、「プログラ 

ム・制度」及び「研究開発課題」の四階層に区分整理するところである。政評ガイドライン 

との関係では、当該「プログラム・制度」及び「研究開発課題」は、ともに政評ガイドライ 

ンにおける「事務事業」に該当するものと整理されているところである。 

 
・研究開発課題（プロジェクト）： 具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、当省が定めた

明確な目的や目標に沿って実施されるものをいう。 

なお、大綱的指針においては、競争的資金制度等の「研究資金制度」における個々の採択課題

も「研究開発課題」と称呼されているところであるが、本指針においては、混同を避けるため、

当該各採択課題は「研究課題」と称呼するものとする。 

 

・研究資金制度： 資金を配分する主体が研究課題を募り、提案された中から採択した研究課題に

研究開発資金を配分する制度をいう。競争的資金制度は、これに含まれる。 

なお、「上位施策目標との関連性を明確にし、検証可能な目標を設定した研究資金制度（以下、

「研究資金制度プログラム」という）」については、大綱的指針における整理に従い、本指針にお

いても「研究開発プログラム」の一つとして取り扱うものとする。 

 

・競争的資金制度： 資金を配分する主体が、広く一般の研究者（研究開発に従事している者又は

それらの者から構成されるグループをいう。）、企業等又は特定の研究者、企業等を対象に、特定

の研究開発領域を定め、又は特定の研究開発領域を定めずに研究課題を募り、研究者、企業等か
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ら提案された研究課題の中から、当該課題が属する分野の専門家（当該分野での研究開発に従事

した経験を有する者をいう。）を含む複数の者による、研究開発の着想の独創性、研究開発成果の

先導性、研究開発手法の斬新性その他の科学的・技術評価又は経済的・社会的評価に基づき研究

課題を採択し、当該研究課題の研究開発を実施する研究者等又は研究者等が属する組織若しくは

企業等に研究開発資金を配分する制度をいう。 

 

・当省研究開発機関： 国からの出資、補助等の交付を受けて研究開発を実施し、又は研究開発の

運営管理を行う機関のうち、当省所管の独立行政法人をいう。 

 

・政策評価書： 本指針において用いる「政策評価書」とは経済産業省政策評価実施要領を踏まえ

た評価書をいう。 

 

・政策サイクル： 政策の企画立案・実施・評価・改善（plan-do-check-action）の循環過程をい

う。 

 

・評価システム： 評価目的、評価時期、評価対象、評価方法等、評価に係るあらゆる概念、要素

を包含した制度、体制の全体をいう。 

 

・推進課： 研究開発プログラム・課題を推進する課室（研究開発担当課室）をいう。 

 

・主管課： 研究開発プログラム・課題の企画立案を主管する課室及び予算等の要求事項を主管す

る課室をいう。 

 

・査定課： 予算等の査定を行う課室（大臣官房会計課、資源エネルギー庁総合政策課等）をいう。 

 

・有識者： 評価対象となる研究開発プログラム・課題について知見を有する者及び研究開発成果

の経済的・社会的意義につき評価できる者（マスコミ、ユーザ、人文・社会科学者、投資家等）

をいう。 

 

・外部評価者： 経済産業省に属さない外部の有識者であって、評価対象となる研究開発プログラ

ム・課題の推進に携わっていない者をいう。 

 

・外部評価： 外部評価者による評価をいい、評価コメントのとりまとめ方法としてパネルレビュ

ー（評価者からなる委員会を設置（インターネット等を利用した電子会議を含む。）して評価を行

う形態）による場合とメールレビュー（評価者に対して郵便・ＦＡＸ・電子メール等の手段を利

用して情報を提供し、評価を行う形態）による場合とがある。 

 

・評価事務局： 研究開発プログラム・課題の評価の事務局となる部署をいい、評価者の行う評価
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の取りまとめ責任を負う。 

 

・評価者： 評価の責任主体をいい、パネルレビューによる場合には外部評価者からなる委員会が

責任主体となり、メールレビューによる場合には、各外部評価者がそれぞれ責任主体となる。ま

た、評価の結果を踏まえて、資源配分の停止や変更、研究開発プログラム・課題の内容の変更に

責任を有するのは研究開発プログラム・課題の推進課及び主管課である。 

 

・終了時評価： 事業終了時に行う評価であり、事業が終了する前の適切な時期に行う終了前評価

と事業の終了直後に行う事後評価がある。 

 

・アウトプット指標： 成果の現象的又は形式的側面であり、主として定量的に評価できる、活動 

した結果の水準を測る指標をいう。 

 

・アウトカム指標： 成果の本質的又は内容的側面であり、活動の意図した結果として、定量的又

は定性的に評価できる、目標の達成度を測る指標をいう。 
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Ｉ．評価の基本的考え方 

 

１．評価目的 

 

(1) より良い政策・施策への反映 

   評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるような、柔軟か

つ競争的で開かれた研究開発環境の創出など、より良い政策・施策の形成等につなげること。 

 

(2) より効率的・効果的な研究開発の実施 

評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れた研究開

発や研究者の発掘、研究者の意欲の向上を促すことにより、研究開発を効果的・効率的に推進

すること。 

 

(3) 国民への技術に関する施策・事業の開示 

高度かつ専門的な内容を含む研究開発プログラム・課題の意義や内容について、一般国民に

わかりやすく開示すること。 

 

(4) 資源の重点的・効率的配分への反映 

評価の結果を研究開発プログラム・課題の継続、拡大・縮小・中止など資源の配分へ反映さ

せることにより資源の重点化及び効率化を促進すること。 

また、評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて、研究開発を次の段階に連続してつな

げることなどにより、その成果の利用、活用に至るまでの一体的、総合的な取組を推進し、研

究開発成果の国民・社会への還元の効率化・迅速化に資すること。 

 

２．評価の基本理念 

 

評価の実施に当たっては、以下の考え方を基本理念とする。 

 

(1) 透明性の確保 

推進課、主管課及び当省研究開発機関は、積極的に研究開発成果を公開し、その内容につい

て広く有識者等の意見を聴くこと。評価事務局においては、透明で公正な評価システムの形成、

定着を図るため、評価手続、評価項目・評価基準を含めた評価システム全般についてあらかじ

め明確に定め、これを公開することにより、評価システム自体を誰にも分かるものとするとと

もに、評価結果のみならず評価の過程についても可能な限り公開すること。 

 

(2) 中立性の確保 

評価を行う場合には、被評価者に直接利害を有しない中立的な者による外部評価の導入等に

より、中立性の確保に努めること。 
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(3) 継続性の確保 

研究開発プログラム・課題においては、個々の評価がそれ自体意義を持つだけではなく、評

価とそれを反映した研究開発プログラム・課題の推進というプロセスを繰り返していく時系列

のつながりにも意義がある。したがって、推進課及び主管課にとって評価結果を後の研究開発

プログラム・課題の企画立案等に反映させる際に有用な知見を抽出し、継続性のある評価方法

で評価を行うこと。 

 

(4) 実効性の確保 

政策目的に照らし、効果的な研究開発プログラム・課題が行われているか判断するための効

率的評価が行われるよう、明確で実効性のある評価システムを確立・維持するとともに、研究

開発プログラム・課題の運営に支障が生じたり、評価者及び被評価者双方に過重な負担をかけ

ることのない費用対効果の高い評価を行うこと。 

 

３．指針の適用範囲 

 

(1) 本指針においては、多面的・階層的な評価を行う観点から、経済産業省における研究開発プ

ログラム・課題を基本的な評価対象とする。 

 

(2) 国費（当省予算）の支出を受けて研究開発プログラム・課題を実施する当省研究開発機関、

民間企業、大学・公設試験研究機関等について、当該研究開発プログラム・課題の評価の際に、

これら機関における当該研究開発プログラム・課題に係る研究開発実施体制・運営面等に関し、

国費の効果的・効率的執行を確保する観点から、必要な範囲で評価を行う。 

 

(3) 上記(1)及び(2)の規定にかかわらず、当省研究開発機関が運営費交付金により自ら実施し、

又は運営管理する研究開発プログラム・課題については、独立行政法人通則法（平成１１年法

律第１０３号）及び大綱的指針に基づいて実施されるものであることから、原則として本指針

による評価の対象としない。その他、公的第三者機関において技術的事項も含めて事業内容の

評価検討等がなされることとなった研究開発プログラム・課題についても、原則として本指針

による評価の対象としない。 

 

(4) 評価の種類としては、この他に当省研究開発機関における研究者等の業績の評価が存在する

が、これは当該機関の長が評価のためのルールを整備した上で、責任を持って実施することが

基本であり、本指針による評価の対象としない。 

 

４．評価の類型・階層構造及びリンケージ 

 

(1) 実施時期による類型 

評価はその実施時期により、事前評価、中間評価、終了時評価及び追跡評価に類型化される。 
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(2) 評価の階層構造及び施策階層における評価 

経済産業省における技術評価は、「研究開発プログラム」階層又は「研究開発課題」階層にお

ける評価を基本とするが、政策効果をあげるために特に必要があると認められるときには、「施

策」階層において、関連する複数の研究開発プログラム・課題が有機的に連携をとって体系的

に政策効果をあげているかを評価することとする。当該「施策（階層における）評価」は、そ

れを構成する研究開発プログラム又は研究開発課題における評価結果を活用し、研究開発プロ

グラムの評価に準じて実施するものとする。 

 

(3) 実施時期による評価のリンケージ 

中間評価、終了時評価は、研究開発プログラム・課題の達成状況や社会経済情勢の変化を判

断し、計画の見直しや後継事業への展開等の是非を判断するものである。また、事前評価での

予想が実際にどのような結果となったか、予算措置は妥当であったか等を確認することにより、

事前評価の方法を検証し得るものである。したがって、中間評価、終了時評価の結果をその後

の産業技術政策・戦略の企画立案や、より効果的な事前評価の評価手法の確立に反映させるよ

う努めるものとする。 

 

５．評価方法等 

厳正な評価を行うためには、評価方法、評価項目等に客観性を持たせることが必要であること

から、本指針をはじめ評価実施に係る諸規程等を整備の上、公開するものとする。 

技術評価室は本指針を踏まえ、評価マニュアル等を策定するとともに、円滑な評価の実施のた

めの指導及び評価システムの維持管理を行う。 

 

(1) 事業原簿 

研究開発プログラム・課題の基本実施計画書、政策評価書等をもって事業原簿とする。推 

進課又は主管課は、事業原簿を作成・改定した場合は、速やかにその写しを技術評価室へ提 

出する。 

(2) 評価項目・評価基準 

評価の類型及び研究開発プログラム・課題の態様に応じて標準的な評価項目・評価基準を 

技術評価室が別に定めることとする。 

(3) 評価手法 

評価の類型に応じて適切な評価手法を用いるものとする。 

(4) 評価の簡略化 

評価の実施に当たっては、評価コストや被評価者側の過重な負担を回避するため、研究開 

発プログラムの評価においては、合理的と考えられる場合には、研究開発課題の評価を省略

又は簡略化することができるものとする。また、評価対象となる事業に係る予算額が比較的

少額である場合には、評価項目を限定する等の簡略化を行うことができるものとする。 

なお、省略及び簡略化の標準的な方法については技術評価室が別に定める。 
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６．評価結果の取扱い等 

 

(1) 評価結果の取扱い 

評価事務局は、評価終了後速やかに評価書の写しを技術評価室に提出する。技術評価室は 

全ての評価結果について、これまでに実施された関連調査及び評価の結果、評価の実施状況

等を踏まえつつ意見をまとめ、査定課及び政策評価広報課に報告する。 

主管課、推進課は、評価結果を踏まえ、必要に応じ、研究開発プログラム・課題の運営見 

直し・改善等を図るものとする。 

 

(2) 予算査定との関係 

査定課は、技術評価室から事前評価、中間評価及び終了前評価の評価書の提出を受けた場

合は、技術評価室の意見を踏まえつつ研究開発プログラム・課題の査定等を行う。 

 

(3) 評価結果等の公開の在り方 

評価結果及びこれに基づいて講ずる又は講じた措置については、機密の保持が必要な場合 

を除き、個人情報や企業秘密の保護、知的財産権の取得等に配慮しつつ、一般に公開するこ

ととする。 

なお、事前評価については、政策立案過程の透明化を図る観点から、評価事務局は予算が

経済産業省の案として確定した後に、公開するものとする。 

 

７．評価システムの不断の見直し 

いかなる評価システムにおいても、評価は評価者の主観的判断によってなされるものであり、

その限りにおいては、完璧な客観性、公平性を求めることは困難である。したがって、評価作業

が終了するごとにその評価方法を点検し、より精度の高いものとしていく努力が必要である。ま

た、本指針については、こうした一連の作業を踏まえ、原則として毎年度見直しの要否を検討す

る。 

 

８．評価体制の充実 

評価体制の充実を図るため、研究者を評価者として活用するなどにより、評価業務に携わる人

材を育成・確保するとともに、評価の実施やそれに必要な調査・分析、評価体制の整備等に要す

る予算を確保する。 

 

９．評価者（外部有識者）データベースの整備 

技術評価室は、国内外の適切な評価者を選任できるようにするため、及び個々の評価において

普遍性・信頼性の高い評価を実現するため、研究開発プログラム・課題に係る外部有識者（評価

者）データベースを整備する。 
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１０．評価における留意事項 

 

(1) 評価者と被評価者との対等性 

① 評価者と被評価者との関係 

評価作業を効果的に機能させるためには、評価者と被評価者の双方が積極的にその知見と 

情報を提供し合うという協調的関係と、評価者もその評価能力を評価されるという意味で、

評価者と被評価者とが相互に相手を評価するという緊張関係とを構築し、この中で、討論を

行い、評価を確定していく必要がある。この際、評価者は、不十分な成果等を被評価者が自

ら進んで提示しない事実があるかどうかを見極める能力が要求される。一方、被評価者は、

評価対象の研究開発プログラム・課題の位置付けを明確に認識するとともに、評価結果を正

確に理解し、確実にその後の研究開発プログラム・課題の創設、運営等に反映させていくも

のとする。 

② 評価者に係る留意事項 

研究開発成果を、イノベーションを通じて国民・社会に迅速に還元していく観点から、産 

業界の専門家等を積極的に評価者に選任する。 

③ 被評価者に係る留意事項 

被評価者は、評価を事業の質をより高めるものとして積極的に捉え、評価は評価者と被評 

価者の双方の共同作業であるとの認識の下、真摯な対応を図ることが必要である。 

 

(2) 評価の不確実性 

評価時点では見通し得なかった技術、社会情勢の変化が将来的に発生し得るという点で評 

価作業は常に不確実性を伴うものである。したがって、評価者は評価の精度の向上には、必

然的に限界があることを認識した上で、評価時点で最良と考えられる評価手法をとるよう努

めることが必要である。かかる観点からは、厳正さを追求するあまりネガティブな面のみを

過度に減点法で評価を行うこととなると、将来大きな発展をもたらす技術を阻害するおそれ

がある点にも留意する必要がある。また、成果に係る評価において、目標の達成度合いを評

価の判定基準にすることが原則であるが、併せて、副次的成果等、次につながる成果を幅広

い視野からとらえる。 

 

(3) その他の留意事項 

① 評価人材としての研究者の活用 

研究者には、研究開発の発展を図る上で専門的見地からの評価が重要な役割を果たすもの 

であることから、評価者としての評価への積極的参加が求められる。一方、特定の研究者に

評価実施の依頼が集中する場合には、評価への参加が大きな負担となり、また、評価者とな

る幅広い人材の養成確保にもつながらないことから、海外の研究者や若手研究者も評価者と

して積極的に参加させることなどにより評価者確保の対象について裾野の拡大を図るよう

努める。 
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② 所期の成果を上げられなかった研究開発 

研究開発は必ずしも成功するとは限らず、また、失敗から貴重な教訓が得られることもあ

る。したがって、失敗した場合には、まずその原因を究明し、今後の研究開発にこれを活か

すことが重要であり、成果を上げられなかったことをもって短絡的に従事した研究者や組織、

機関を否定的に評価すべきものではない。また、評価が野心的な研究開発の実施の阻害要因

とならないよう留意しなければならない。 

③ アウトプット指標及びアウトカム指標の活用等 

評価の客観性を確保する観点から、アウトプット指標やアウトカム指標による評価手法を

用いるよう努める。ただし、論文の被引用度数、特許の申請状況等による成果の定量的評価

は一定の客観性を有するが、研究開発プログラム・課題においては研究分野や内容により、

その意味は大きく異なり得るものであり、必ずしも研究開発成果の価値を一義的に表すもの

ではない。したがって、これらを参考資料として有効に活用しつつも、偏重しないよう留意

すべきである。 

④ 評価結果の制度間での相互活用 

    研究開発をその評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて次の段階の研究開発に連

続してつなげるなどの観点から、関係府省、研究開発機関及び制度を越えて相互活用するよ

う努める。 

⑤ 自己点検の活用 

    評価への被評価者等の主体的な取組を促進し、また、評価の効率的な実施を推進するため、

推進課及び主管課は、自ら研究開発プログラム・課題の計画段階において具体的かつ明確な

目標とその達成状況の判定基準等を明示し、研究開発プログラム・課題の開始後には目標の

達成状況、今後の発展見込み等の自己点検を行い、評価者はその内容の確認などを行うこと

により評価を行う。 

⑥ 評価の国際的な水準の向上 

    研究開発の国際化への対応に伴い、評価者として海外の専門家を参加させる、評価項目に

国際的なベンチマーク等を積極的に取り入れるなど評価に関して、実施体制や実施方法などの

全般にわたり、評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組む。 
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Ⅱ．評価の類型と実施方法 

 

１．研究開発プログラムの評価 

 

１－１．複数の研究開発課題によって構成される研究開発プログラム（以下「複数課題プ 

ログラム」）の評価 

 

(1)事前評価 

 

   ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

    ⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

     ⑥ 実施時期 

「複数課題プログラム」の創設時（プログラム構成要素として最初に実施する「研究開

発課題（プロジェクト）」の初年度予算要求時）に、当該プログラム全体に係る「事前評価」

を実施する。 

これに加え、既に実施中の複数課題プログラムにおいて、新たな「研究開発課題」を実

施する前（初年度予算要求時）に、当該研究開発課題に係る「事前評価」を実施するもの

とする。 

 

 

(2)中間評価 

 

    ① 評価者 

      外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 
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⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

複数課題プログラムを構成する各「研究開発課題」が終了する各年度中に、当該プログ

ラム全体に係る中間評価を実施する。（ただし、当該研究開発課題の終了をもって複数課題

プログラム全体が終了する場合にあっては、当該プログラム全体の終了時評価（終了前評

価又は事後評価）を行うものとし、前記中間評価は実施しない。） 

なお、複数課題プログラムを構成する一の「研究開発課題」の実施期間が５年以上であ

る場合にあっては、必要に応じ、上記中間評価の実施に加え、当該研究開発課題事業の開

始から３年程度ごとを目安として、当該プログラム全体に係る中間評価を行うものとする。 

 

 

(3)終了時評価 

 

    ① 評価者 

      外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

       技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

複数課題プログラム全体の終了時に実施する。 

ただし、当該プログラムの成果を切れ目なく次の研究開発プログラム等につなげていく

場合には、当該プログラムが終了する前の適切な時期に終了時評価（終了前評価）を行う

こととし、その他の場合には、当該プログラムの終了直後に終了時評価（事後評価）を行

うものとする。 
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１－２．競争的資金制度等の研究資金制度プログラムの評価 

 

 

(1)事前評価 

 

   ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

      推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

      推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

      外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

    新規の研究資金制度プログラムの創設時（初年度予算要求時）に行う。 

 

 

(2)中間評価 

 

 ① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

実施期間が５年以上の研究資金制度プログラム又は実施期間の定めのない研究資金制度 

プログラムについて、３年程度ごとに行う。 
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(3)終了時評価 

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

研究資金制度プログラムの終了時に実施する。 

ただし、当該研究資金制度プログラムの成果を切れ目なく次の研究資金制度プログラム等に

つなげていく場合には、当該研究資金制度プログラムが終了する前の適切な時期に終了時評

価（終了前評価）を行うこととし、その他の場合には、当該研究資金制度プログラム終了直

後に終了時評価（事後評価）を行うものとする。 
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２．研究開発課題（プロジェクト）の評価 

 

(1)事前評価 

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

    推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

    外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

     技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

    ⑥実施時期 

     新規の研究開発課題（プロジェクト）の創設時（初年度予算要求時）に行う。 

 

 

(2)中間評価 

  

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

    推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

    外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

     実施期間が５年以上の研究開発課題（プロジェクト）又は実施期間の定めのない研究開発

課題（プロジェクト）について、３年程度ごとに行う。 
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(3)終了時評価  

 

① 評価者 

外部評価者 

② 被評価者 

     推進課及び主管課 

③ 評価事務局 

推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

④ 評価手法 

     外部評価を行う。 

⑤ 評価項目・評価基準 

技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

⑥ 実施時期 

研究開発課題（プロジェクト）の終了時に実施する。 

ただし、当該研究開発課題（プロジェクト）の成果を切れ目なく次の研究開発課題（プロ

ジェクト）等につなげていく場合には、当該研究開発課題（プロジェクト）が終了する前の

適切な時期に終了時評価（終了前評価）を行うこととし、その他の場合には、当該研究開発

課題（プロジェクト）終了直後に終了時評価（事後評価）を行うものとする。 
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３．追跡調査・追跡評価 

 

３－１．追跡調査 

 

     終了した研究開発プログラム・課題を対象として、終了後数年間にわたり、その研究開発活

動や研究開発成果が産業、社会に及ぼした効果等について調査を行う。 

 

 

 ３－２．追跡評価 

 

終了して数年経った国費（当省予算）投入額の大きな研究開発プログラム・課題を対象とし

て、その研究開発活動や研究開発成果が産業、社会に及ぼした効果等について外部評価を行う。 

 

(1) 評価者 

     外部評価者 

(2) 被評価者 

     評価対象となる研究開発プログラム・課題に携わった推進課及び主管課 

(3) 評価事務局 

     推進課及び主管課。ただし、必要に応じて技術評価室が行うこともできる。 

(4) 評価手続・評価手法 

     過去の事業原簿等の文献データ、関連部署・機関及びその他関係者等からの聞き取り調 

査等による情報を基にパネルレビュー又は第３者機関への委託による外部評価を行う。 

(5) 評価項目・評価基準 

     技術評価室が定める標準的な評価項目・評価基準又は評価者が定めるものとする。 

(6) 実施時期  

      研究開発プログラム・課題終了後、成果の産業社会への波及が見極められる時点とする。 



参考資料２ 
                                                                                    
 
 
 
 
 
 
 
 

経済産業省技術評価指針に基づく 
標準的評価項目・評価基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２５年４月 

経済産業省産業技術環境局 

技術評価室 
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はじめに 

 

 研究開発評価に当たっては、公正性、信頼性さらには実効性の観点から、その対

象となる研究開発の特性や評価の目的等に応じて、適切な評価項目・評価基準を設

定して実施することが必要である。 

 本標準的評価項目・評価基準は、経済産業省における技術に関する施策及び技術

に関する事業の評価を行うに当たって配慮しなければならない事項を取りまとめた

ガイドラインである経済産業省技術評価指針に基づき、評価方法、評価項目等に一

貫性を持たせるために、標準的なものとして、技術評価室が定めるものである。 

 なお、本標準的評価項目・評価基準は、あくまで原則的なものであり、必ずしも

全てそのとおりとしなければならないものではなく、適切な評価の実施のために評

価対象によって、適宜、変更することを妨げるものではない。                       
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Ⅰ．施策評価  

【事前評価】 

１．目的  

・施策の目的は特定されていて、簡潔に明示されているか。                        

・当該施策の導入により、現状をどのように改善し、どのような状況を実現しよう 

 としているのか。  

 

２．必要性  

・国（行政）が関与する必要があるか。 

 (注１)   背景として、どのような問題が当該施策の対象領域等に存在するのか。 

            また、その問題の所在や程度を数値、データや文献により具体的に把握しているか。 

 (注２)  行政関与の必要性や妥当性について、その根拠を客観的に明らかにする。 

      具体的には、妥当性を有することを説明する場合、これらニーズや上位目的に照らした妥当性を可    
           能な限り客観的に明らかにする。また、「市場の失敗」と関連付けて行政の関与の必要性を説明する 
           場合には、「行政関与の基準」の「行政関与の可否に関する基準」により、必要性を明らかにする。 

（注３）   行政目的が国民や社会のニーズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を有していること、民 
         間活動のみでは改善できない問題であって、かつ、行政が関与することにより改善できるものが存 

         在することを明らかにする。 

 
３．施策の概要  
・施策全体としての概要を適切に記述しているか。 
・当該施策を構成する事業を網羅し、個々の事業について記載しているか。 
 （注）施策の概要の記載において、施策の中間・事後評価時期を記載する。 

 
４．目標、指標及び達成時期  
（１）目標 
・具体的にいつまでにいかなる事業をどの程度実施し、どの水準から事業を開始

し、どの水準の成果を達成するのか。目的と照らして、明確かつ妥当な目標を

設定しているか。  

・政策の特性などから合理性がある場合には、定性的な目標であっても良いが、

その場合、目的として示された方向の上で目指す水準（例えば、研究開発成果

による新規市場の創設効果など）が把握できるものとなっているか。 

   （注） 目標は、資金提供やサービス提供の量といった施策の実施の直接的な結果（アウトプット）だけ

でなく、施策の目的を具現化した効果（アウトカム：実施の結果、当該施策を直接に利用した者以

外にも生ずる効果等）についても設定する。 

（２）指標及び目標達成時期 

・適切な指標を設定しているか。毎年のモニタリングとして測定可能なものと

なっているか。 

・当該指標により当該目標の達成度が測定可能なものとなっているか。 
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・目標達成時期は明確かつ妥当であるか。 

 

（注）＜共通指標＞  

 ・論文数及びそれら論文の被引用度数 

 ・特許等取得した知的所有権数、それらの実施状況 

 ・特に、製品化に際しての実施権供与数、取得実施権料 

 ・国際標準形成への寄与 

 

５．中間・事後評価の時期及び方法  

・事前評価書に、中間・事後評価の時期を設定しているか。 

・目標達成や運用の状況を、いつ、どのようにして計測し、また、検証するかを明 

 らかにしているか。 

・事前評価段階で、評価方法を定めているか。 

 

（注１）施策の中間評価は、技術評価指針に基づき、４年以上の事業期間である施策について、実施する。 

     なお、技術評価指針における「中間評価」は、政策評価法上においては「事後評価」のカテゴ 

    リーに整理される。 

（注２）事業の実施状況モニタリングは、過度のコストを伴う等非現実的な実施が前提とならないように配 
    慮し、各指標値を得る情報源及び入手頻度等は明確にする。 

 

６．有識者、ユーザー等の各種意見  

・当該施策の企画・立案過程において参照した外部の意見や要請等を施策全体及び

個別事業毎に具体的に記述しているか。 

 

７．有効性、効率性等の評価  

（１）手段の適正性                          

・目的や目標を達成するために採り得る政策手段にはどのようなものがあるか。 

  その中で、提案している施策が最も優れていると考える根拠は何か。                            

・採ろうとする政策手段が目的や目標の達成に役立つ根拠及び程度を明らかにし

ているか。     

（２）効果とコストとの関係に関する分析（効率性）                              

・要求予算規模、想定減税規模、機会費用その他の当該政策手段に伴い発生する

コストを明確にしているか。 

・各選択肢についての社会的便益と社会的費用の比較（費用便益分析、費用効果

分析、（社会的便益が同等な場合は）コスト分析等）を行っているか。定量的な

評価が困難な場合は、少なくとも、各々の想定される結果の長所・短所の定性

的な比較に基づいて行っているか。 

（３）適切な受益者負担 

・政策の目的に照らして、政策の効果の受益や費用の負担が公平に分配されるか。 
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【中間・事後評価】 

１．施策の目的・政策的位置付けの妥当性  

（１）施策の目的の妥当性 

 ・施策の目的が波及効果、時期、主体等を含め、具体化されているか。 

 ・技術的課題は整理され、目的に至る具体的目標は立てられているか。 

 ・社会的ニーズに適合し、出口（事業化）を見据えた内容になっているか。 

（２）施策の政策的位置付けの妥当性 

 ・施策の政策的位置意義（上位の政策との関連付け、類似施策との関係等）は高

いか。 

 ・国際的施策動向に適合しているか。 

（３）国の施策としての妥当性、国の関与が必要とされる施策か。 

 ・国として取り組む必要のある施策であり、当省の関与が必要とされる施策か。 

 ・必要に応じ、省庁間連携は組まれているか。 

 

２．施策の構造及び目的実現見通しの妥当性  

（１）現時点において得られた成果は妥当か。 

（２）施策の目的を実現するために技術に関する事業が適切に配置されているか。 

 ・配置された技術に関する事業は、技術に関する施策の目的を実現させるために

必要か。 

 ・配置された技術に関する事業に過不足はないか。 

 ・配置された技術に関する事業の予算配分は妥当か。 

 ・配置された技術に関する事業のスケジュールは妥当か。 

 

３．総合評価  
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Ⅱ．技術に関する事業評価  

Ⅱ－１ プロジェクト評価  

【事前評価】 

１．事業の必要性及びアウトカムについて（研究開発の定量的目標、社会的課題の

解決や国際競争力強化への対応） 

 

（１）事業の必要性はあるか（どのような社会的課題等があるのか）。 

（２）アウトカム（目指している社会の姿）の具体的内容及び検証可能なアウトカ

ム指標とその時期は適切に設定されているか。 

（３）アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

の程度は優れているものか。 

（４）アウトカムに至るまでに達成すべきいくつかの中間段階の目標（技術的成果

等）の具体的内容とその時期は適切に設定されているか。 

 

２．アウトカムに至るまでの戦略について 

 

（１）アウトカムに至るまでの戦略に関して、以下の点について適切に計画されて

いるか。 

・アウトカムに至るまでのスケジュール 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

 

（２）成果のユーザーの段階的イメージ・仮説は妥当なものか。 

・技術開発成果の直接的受け手は誰か 

・社会的インパクトの実現までのカギとなるプレイヤーは誰か 

 

３．次年度以降に技術開発を実施する緊急性について 

 

（１）次年度以降に技術開発を実施する緊急性は合理的なものか。 

 

４．国が実施する必要性について 

 

（１）科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有している事業か。 

・我が国が強みを持ち、世界に勝てる技術分野か 
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・他の研究分野等への高い波及効果を含むものか 

 

５．当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業について 

 

（１）当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業との関係性は適切か 

・当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業として何があるか 

・上記の関連性のある事業と重複がなく、また、適切に連携等が取れているか 

 

 

【中間・事後評価】 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性  

（１）事業目的は妥当で、政策的位置付けは明確か。 

・事業の政策的意義（上位の施策との関連付け等） 

・事業の科学的・技術的意義（新規性・先進性・独創性・革新性・先導性等） 

・社会的・経済的意義（実用性等） 

（２）国の事業として妥当であるか、国の関与が必要とされる事業か。 

・国民や社会のニーズに合っているか。 

・官民の役割分担は適切か。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性  

（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か。 

・目的達成のために具体的かつ明確な研究開発等の目標及び目標水準を設定して

いるか。特に、中間評価の場合、中間評価時点で、達成すべき水準（基準値）

が設定されているか。 

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

３．成果、目標の達成度の妥当性  

（１）成果は妥当か。 

・得られた成果は何か。 

・設定された目標以外に得られた成果はあるか。 

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタイプの

作製等があったか。 

（２）目標の達成度は妥当か。 

・設定された目標の達成度（指標により測定し、中間及び事後評価時点の達成す   

べき水準（基準値）との比較）はどうか。 

 

４．事業化、波及効果についての妥当性  

（１）事業化については妥当か。 
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 ・事業化の見通し（事業化に向けてのシナリオ、事業化に関する問題点及び解決

方策の明確化等）は立っているか。 

（２）波及効果は妥当か。 

・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。 

・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。 

 

＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合、以下の評価項目・評価基準による。 

 ４．標準化等のシナリオ、波及効果の妥当性 

（１）標準化等のシナリオは妥当か。 

 ・ＪＩＳ化や我が国主導の国際規格化等に向けた対応は図られているか。 

（２）波及効果は妥当か。 

 ・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。 

 ・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性  
（１）研究開発計画は適切かつ妥当か。 

 ・事業の目標を達成するために本計画は適切であったか（想定された課題への対

応の妥当性）。 

 ・採択スケジュール等は妥当であったか。 

 ・選別過程は適切であったか。 

 ・採択された実施者は妥当であったか。 

（２）研究開発実施者の実施体制・運営は適切かつ妥当か。 

 ・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか、いたか。 

・全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環境が

整備されているか、いたか。 

 ・目標達成及び効率的実施のために必要な、実施者間の連携／競争が十分に行わ

れる体制となっているか、いたか。 

 ・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組を積極的に実施して

いるか、いたか。 

・国民との科学・技術対話を効果的に実施したか、又は実施することとしている

か。（ただし、公募要項に当該対話を実施することが明記されている研究開発で、

３千万円以上の公的研究費の配分を受ける研究開発を実施する研究者等を対象と

する。）ここで、国民との科学・技術対話とは、研究活動の内容や成果を社会・

国民に対して分かりやすく説明する、未来への希望を抱かせる心の通った双方向

コミュニケーション活動をいう（「国民との科学・技術対話」の推進について

（基本的取組方針）（平成 22年 6月 19日））。 

（３）資金配分は妥当か。 

 ・資金の過不足はなかったか。 

 ・資金の内部配分は妥当か。 
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（４）費用対効果等は妥当か。 

・投入された資源量に見合った効果が生じたか、期待できるか。 

・必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。 

（５）変化への対応は妥当か。 

 ・社会経済情勢等周囲の状況変化に柔軟に対応しているか（新たな課題への対応

の妥当性）。 

 ・代替手段との比較を適切に行ったか。 

 

６．総合評価  

 

 
 

Ⅱ－２ 研究開発制度評価  

※複数の制度の制度構造評価を実施する場合、参考に示す評価項目・評価基準に留意する。 

【事前評価】 

１．事業の必要性及びアウトカムについて（研究開発の定量的目標、社会的課題の

解決や国際競争力強化への対応） 

 

（１）事業の必要性はあるか（どのような社会的課題等があるのか）。 

（２）アウトカム（目指している社会の姿）の具体的内容及び検証可能なアウトカ

ム指標とその時期は適切に設定されているか。 

（３）アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果

の程度は優れているものか。 

（４）アウトカムに至るまでに達成すべきいくつかの中間段階の目標（技術的成果

等）の具体的内容とその時期は適切に設定されているか。 

 

２．アウトカムに至るまでの戦略について 

 

（１）アウトカムに至るまでの戦略に関して、以下の点について適切に計画されて

いるか。 

・アウトカムに至るまでのスケジュール 

・知財管理の取扱 

・実証や国際標準化 

・性能や安全性基準の策定 

・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 

 

（２）成果のユーザーの段階的イメージ・仮説は妥当なものか。 
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・技術開発成果の直接的受け手は誰か 

・社会的インパクトの実現までのカギとなるプレイヤーは誰か 

 

３．次年度以降に技術開発を実施する緊急性について 

 

（１）次年度以降に技術開発を実施する緊急性は合理的なものか。 

 

４．国が実施する必要性について 

 

（１）科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有している事業か。 

・我が国が強みを持ち、世界に勝てる技術分野か 

・他の研究分野等への高い波及効果を含むものか 

 

５．当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業について 

 

（１）当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業との関係性は適切か 

・当該事業のアウトカムと関連性のある省内外の事業として何があるか 

・上記の関連性のある事業と重複がなく、また、適切に連携等が取れているか 

 

 

【中間・事後評価】 

１．制度の目的及び政策的位置付けの妥当性  

（１）国の制度として妥当であるか、国の関与が必要とされる制度か。 

（２）制度の目的は妥当で、政策的位置付けは明確か。 

（３）他の制度との関連において、重複等はないか。 

 

２．制度の目標の妥当性 

（１）目標は適切かつ妥当か。 

・目的達成のために具体的かつ明確な目標及び目標水準を設定しているか。特に、

中間評価の場合、中間評価時点で、達成すべき水準（基準値）が設定されてい

るか。 

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

３．制度の成果、目標の達成度の妥当性 

（１）制度としての成果は妥当か。 

・得られた成果は何か。 

・設定された目標以外に得られた成果はあるか。 

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタイプの  
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作製等があったか。 

（２）制度としての目標の達成度は妥当か。 

・設定された目標の達成度（指標により測定し、中間及び事後評価時点の達成す

べき水準（基準値）との比較）はどうか。 

 

４．制度採択案件に係る事業化、波及効果等その他成果についての妥当性 

（１）成果については妥当か。 

・当該制度の目的に合致する成果は得られているか。 

・事業化が目標の場合、事業化の見通し（事業化に向けてのシナリオ、事業化に

関する問題点及び解決方策の明確化等）は立っているか。 

（２）波及効果は妥当か。 

 ・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。 

・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。 

 

５．制度のマネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 

（１）制度のスキームは適切かつ妥当か。 

 ・目標達成のための妥当なスキームとなっているか、いたか。 

（２）制度の体制・運営は適切かつ妥当か。 

 ・制度の運営体制・組織は効率的となっているか、いたか。 

・制度の目標に照らして、個々のテーマの採択プロセス（採択者、採択評価項

目・基準、採択審査結果の通知等）及び事業の進捗管理（モニタリングの実施、

制度関係者間の調整等）は妥当であるか、あったか。 

 ・制度を利用する対象者はその目標に照らして妥当か。 

 ・個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み

となっているか、いたか。 

 ・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組を積極的に実施して

いるか、いたか。 

・国民との科学・技術対話を効果的に実施したか、又は実施することとしている

か。（ただし、３千万円以上の公的研究費の配分を受ける研究開発で、公募要項

に当該対話を実施することが明記されている研究開発を実施する研究者等を対

象とする。）ここで、国民との科学・技術対話とは、研究活動の内容や成果を社

会・国民に対して分かりやすく説明する、未来への希望を抱かせる心の通った

双方向コミュニケーション活動をいう（「国民との科学・技術対話」の推進につ

いて（基本的取組方針）（平成 22年 6月 19日））。 

（３）資金配分は妥当か。 

 ・資金の過不足はなかったか。 

 ・資金の内部配分は妥当か。 

（４）費用対効果等は妥当か。 

・投入された資源量に見合った効果が生じたか、期待できるか。 
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・必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。 

（５）変化への対応は妥当か。 

 ・社会経済情勢等周囲の状況変化に柔軟に対応しているか。 

・代替手段との比較を適切に行ったか。 

 

６．総合評価 

 

（参考）制度構造評価  

 

＜複数制度の俯瞰的評価＞ 

 

１．複数制度のバランス、相対的位置の妥当性 

・他の制度との重複により効率が低くなっていないか。結果的に類似し重複や非効 

 率が目立つ制度となってはいないか。 

・産業技術戦略や内外情勢変化に即した制度の配置、構成となっているか。 

・目標のレベル、国が関与すべき程度、実用化時期の想定等に関して、複数制度の 

 相対的位置、複数制度間の政策目的に照らした整合性は妥当か。 

・利用者から見て、制度間の相違（趣旨、対象者、要件等）が分かりにくいものと 

 なっていないか。一方、複数の制度間で申請書類の様式が必要以上に異なり、利 

 用者側に不用な負担をしいることとなっていないか。 

 

＜個別制度の方向性項目＞ 

 

２．俯瞰的にみた個別制度の方向性 

・内外情勢変化、他の制度との相対関係、個別制度評価の結果等を踏まえ、個別制 

 度の継続、統廃合、新設の必要性はどうか。国の関与の度合いはどうか。 

・統廃合を行う必要はなくても、運用面における連携、協調の必要性はどうか。 

 
 
 

Ⅱ－３ 競争的資金による研究課題に関する評価  
＜ア．主として技術シーズの創造を目的とする競争的資金制度の場合＞ 

【事前評価】 
１．目標・計画  

・制度の目的（公募の目的）に照らして、研究開発目標・計画が具体的かつ明確に 

 設定されているか。その目標の実現性、計画の妥当性はどうか。 
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２．科学的・技術的意義（新規性、先進性、独創性、革新性、先導性等） 

・最新の研究開発動向・水準からみて新規性はあるか。 

・研究開発内容について独創性はあるか。 

・飛躍的に技術レベルを高めるような技術的ブレークスルーポイントがあるか。 

 

３．実施体制  

・研究開発代表者に十分な研究開発管理能力があるか。既に、相当程度の研究開発 

 実績を有しているか。 

・研究開発内容に適した研究開発実施場所が選定されているか。 

・研究開発を行う上で、十分な研究開発人員（研究開発分担者）及び設備等を有し 

 ているか、また、研究開発を推進するために効果的な実施体制となっているか。 

 

４．実用化の見通し  

・研究開発の成果が実用化に結びつく可能性があるか。 

・実用化された場合に、産業・社会への波及効果は認められるか。 

・研究開発代表者又は研究開発チームに属する研究開発分担者が、当該研究開発の 

 基礎となる特許を有しているか、又は出願中であるか。 

・国内外で関連の特許が押さえられていないか。 

 

５．想定される選択肢内の比較  

・事業の提案に当たり、選択肢の吟味を行っているのか。提案する手段が最も優れ 

 ていると考える根拠は何か。 

 

 

【中間・事後評価】 

１．目標・計画  

・技術動向等の変化に対応して、事業の目的や計画は妥当であったか。 

・成果は目標値をクリアしているか。 

 

２．要素技術から見た成果の意義  

・科学的・技術的意義（新規性、先進性、独創性、革新性、先導性等）が認められ 

 るか。 

 

３．実施体制  

・研究開発管理能力、研究開発実施場所、研究設備等実施体制は適切であったか。 

・国民との科学・技術対話を効果的に実施したか、又は実施することとしているか。（ただ

し、３千万円以上の公的研究費の配分を受ける研究開発で、公募要項に当該対話を実施す
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ることが明記されている研究開発を実施する研究者等を対象とする。）ここで、国民との科

学・技術対話とは、研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、

未来への希望を抱かせる心の通った双方向コミュニケーション活動をいう（「国民との科

学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）（平成 22年 6月 19日））。 

 

４．実用化の見通し  

・成果に関する特許の出願予定はあるか。 

・実用化に向けた具体的な計画があるか。 

 

 

＜イ．主として研究開発成果を早期に実用化することを目的とする競争

的資金の場合＞ 

【事前評価】 

１．必要性  

・制度の目的に照らして、国の支援が必要な事業であるか。 

・当該事業に対する社会的なニ－ズが具体的かつ明確となっており、ニ－ズを満た 

 すために相当程度有効な事業であるか。 

 

２．目標・計画  

・制度の目的（公募の目的）に照らして、技術開発目標・計画が具体的かつ明確に      

 設定されているか。その目標や計画は実現性が高い妥当なものとなっているか。 

・実用化（事業化）に向けた具体的な計画を有し、実用化（事業化）の可能性が高 

 いものとなっているか。 

 

３．新規性、先進性、技術レベル  

・革新的な新製品の開発に取り組むものであるか。 

・既存製品の延長ではあるが経済性の格段の向上や新機能の付加が認められるなど、 

 新規性・先進性を有しているか。 

・技術開発の難易度が既存の技術水準に比して高い事業であるか。 

 

４．実施体制  

・事業を的確に遂行するために必要な開発体制及び能力を有しているか。既に、関 

 連する研究開発等の事業経験があるか。 

 

５．実用化（事業化）の見通し  

・当該研究開発の基礎となる研究開発成果が確実なものとなっているか。 

・実用化による産業・社会への波及効果は認められるか。 

・実用化による市場の創出効果が大きいか。または市場を占めるシェアが大きいか。 
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・実用化した製品が継続的に受け入れられる市場環境にあるか。 

・事業化に結びつくための生産に必要な資源の確保や、販売ルートを保有している

か。 

・事業化に結びつくための（競争相手に対する）優位性が存在するか。 

 

 

【中間・事後評価】 

１．必要性  

・社会的なニーズを満たすために相当程度有効な事業であったか。国の支援が必要

な事業であったか。 

 

２．目標・計画  

・技術動向等の変化に対応して、事業の目的や計画は妥当であったか。 

・成果は目標値をクリアしているか 

 

３．要素技術から見た成果の意義  

・新規性、先進性が認められるか。 

 

４．実施体制  

・開発体制及び能力は適切であったか。 

・国民との科学・技術対話を効果的に実施したか、又は実施することとしているか。

（ただし、３千万円以上の公的研究費の配分を受ける研究開発で、公募要項に当該

対話を実施することが明記されている研究開発を実施する研究者等を対象とす

る。）ここで、国民との科学・技術対話とは、研究活動の内容や成果を社会・国民

に対して分かりやすく説明する、未来への希望を抱かせる心の通った双方向コミュ

ニケーション活動をいう（「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取

組方針）（平成 22年 6月 19日））。 

 

５．実用化（事業化）の見通し  

・成果に関する特許出願、国際標準の提案の予定はあるか。 

・実用化に向けたスケジュールや体制は明確になっているか。 

・実用化による産業・社会への波及効果は認められるか。 

・実用化による市場の創出効果が大きいか。または市場を占めるシェアが大きいか。 

・実用化した製品が継続的に受け入れられる市場環境にあるか。 

・事業化に結びつくための生産に必要な資源の確保や、販売ルートを保有している 

か。 

・事業化に結びつくための（競争相手に対する）優位性が存在するか。 
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Ⅲ．追跡評価  

Ⅰ．波及効果に関する評価 

Ⅰ－１．技術波及効果 

（１）実用化への進展度合 

・プロジェクトの直接的および間接的な成果は、製品やサービスへの実用化にど

のように寄与したか、あるいは寄与する可能性があるか。特許取得やその利用

状況、市場環境の変化、競合技術の台頭等を踏まえて評価する。 

①プロジェクト終了後に実用化した製品やサービスは数多くあったか。 

②プロジェクトの成果から今後実用化が期待される製品やサービスはあるか。 

③多額の実施料収入を生み出す等、インパクトのある技術が得られたか。 

④外国での特許取得が行われたか。 

⑤基本特許を生み出したか。 

（２）プロジェクト成果からの技術的な広がり具合 

・プロジェクトの成果により直接的に生み出された技術は、関連技術分野に技術

面でのインパクトを与えたか。派生技術には、プロジェクト実施当時に想定さ

れていたもの、想定されていなかったものを含めてどのようなものがあり、そ

れらはどのように利用されているかを踏まえて評価する。 

①数多くの派生技術を生み出したか。 

②派生技術は多くの種類の技術分野にわたっているか。（当該技術分野、他の

各種技術分野） 

③直接的に生み出された技術又は派生技術を利用した研究主体は数多くあるか。 

④直接的に生み出された技術又は派生技術を利用する研究主体は産業界や学会

に広がりを持っているか。（参加企業、大学等、不参加の同業種の企業、そ

の他の産業等） 

⑤参加企業等が自ら実施する研究開発の促進効果や期間短縮効果はあったか。 

（３）国際競争力への影響 

・直接的に生み出された技術の成果技術や派生技術により、国際競争力はどのよ

うに強化されたか。 

    ①我が国における当該分野の技術レベルは向上したか。 

②外国と技術的な取引が行われ、それが利益を生み出しているか。 

③プロジェクトの技術分野に関連した外国での特許取得は積極的になされてい

るか。 

④国際標準の決定に対し、プロジェクトはメリットをもたらしたか。 

⑤国際標準等の協議において、我が国がリーダーシップをとれるようになった

か。 

⑥外国企業との主導的な技術提携は行われたか。 

⑦プロジェクトが外国の技術政策に影響を与え、その結果技術交流が促進され
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たり、当該分野で我が国がイニシアチブをとれるようになったか。 
 

Ⅰ－２．研究開発力向上効果 

（１）知的ストックの蓄積度合 

・特許や、研究者のノウハウ・センス・知識等の研究成果を生み出す源となる知

的ストックはどのような役割を果たしたか。それらはプロジェクト終了後も継

承され、次の研究の芽になる等、今後も影響を持ち得ることができるか。 

①当該分野における研究開発は続いているか。 

②プロジェクト終了後にも、プロジェクトに参加した研究者が派生技術の研究

を行っているか。 

③プロジェクトの終了時から現在までの間に、知的ストックが将来的に注目す

べき新たな成果（画期的な新製品・新サービス等）を生み出す可能性は高

まっているか。 
（２）研究開発組織の改善・技術戦略への影響 

・プロジェクトは、研究開発組織の強化・改善に対してどのように役立ったか。

あるいは、実施企業の技術戦略に影響を与えたか。 

①企業を超える研究開発のインフラとして、学会、フォーラム、研究者間交流

等の公式・非公式の研究交流基盤は整備され、活用されているか。 
②企業間の共同研究の推進等、協力関係、良好な競争的関係が構築されたか。 
③顧客やビジネスパートナーとの関係の変化が、経済性を向上させたか。 
④技術の管理組織を再編成する契機となったか。 
⑤研究開発部門の再構成等、社内の組織改編は積極的に行われたか。 
⑥研究開発の予算規模が増減する契機となったか。 
⑦プロパテント等の特許戦略に対する意識が高くなったか。 
⑧知的ストックは、企業の技術戦略にどのような影響を与えたか。 

（３）人材への影響 

・プロジェクトは研究者の効率的・効果的配置や能力の向上にどのように寄与し

たか。 
①国内外において第一人者と評価される研究者が生まれたか。 
②論文発表、博士号取得は活発に行われたか。 
③プロジェクト従事者の企業内での評価は高まったか。 
④研究者の能力向上に結び付くような研究者間の人的交流が行われたか。 
⑤関連分野の研究者増員が行われたか。 

⑥国内外から高く評価される研究機関となったか。 
 

Ⅰ－３．経済効果  

（１）市場創出への寄与 

・新しい市場を創造したか。また、その市場の拡大に寄与したか。 

（２） 経済的インパクト 
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・生産波及、付加価値創出、雇用創出への影響は大きかったか。 

①直接的に生み出された技術や派生技術の実用化により、製品の売り上げと利

益は増加したか。 

②直接的に生み出された技術や派生技術の実用化により、雇用促進は積極的に

図られたか。 

（３）産業構造転換・活性化の促進 

・プロジェクトが産業構造の転換や活性化（市場の拡大や雇用の増加等）にどの

ような役割を果たしたか。 

①プロジェクトが、各関連産業における市場の拡大や雇用の増加等に寄与した

か。 

②プロジェクトが新たな産業の勃興や、既存市場への新規参入、あるいは既存

市場からの撤退等をもたらしたか。また、それらが市場全体における雇用に

影響したか。 

③プロジェクトが生産業務の改善や更新に結びついたことにより生産性・経済

性は向上したか。 

 

Ⅰ－４．国民生活・社会レベルの向上効果  

・プロジェクトによって新たな製品・サービスが実用化されたこと、プロジェクト 
 の成果の応用による生産性の向上や顕著なコストダウン、デファクトを含めた規 

 格化を促進したこと等の事例がある場合、それらは、例えば下記に挙げる項目に 

 それぞれどのような影響をもたらしたか。 

 
（１）エネルギー問題への影響 

・エネルギー問題の解決に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 

（２）環境問題への影響 

・環境問題の解決に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 

（３）情報化社会の推進 

・情報化社会の推進に寄与した効果としてどのようなものが考えられるか。 

（４）安全、安心、生活の質 

・国民生活の安全、安心、生活の質の向上に寄与した効果としてどのようなもの

が考えられるか。 

①国民生活の利便性を向上させた事例が存在するか。 

②国民生活の安全性の向上に寄与したか。 

③プロジェクトの成果は、身障者や高齢者の多様な生活を可能にしたか。また、

個の自立を支援するものであるか。 

 

Ⅰ－５．政策へのフィードバック効果  

（１）その後の事業への影響 

・プロジェクトの成果や波及効果、改善提案、反省点等がその後の研究開発プロ  
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ジェクトのテーマ設定や体制構築へ反映されたか。 

（２）産業戦略等への影響 

・プロジェクトの直接的・間接的な成果が実用化したり、関連の研究開発基盤が

できたこと等による、その後の産業戦略等への影響があったか。 

 

 

Ⅱ．現在の視点からのプロジェクトの評価      

Ⅱ－１．国家プロジェクトとしての妥当性  

・国のプロジェクトとしてどのような効果があったか。Ⅰに示した各効果を総合的 
 に評価する。 
・現在（追跡評価時点）から見て、国が関与する必要性があったか。また、関与の 
 方法や程度は妥当であったか 
①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間

企業のみでは十分な研究開発が実施されない場合。 
②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施イン

センティブが期待できない場合。 
③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の

形成に資する研究開発の場合。 
④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新

たな付加価値をもたらすことが見込まれる場合。 

⑤その他国が主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 

 

Ⅱ－２．目標設定 

・当時の技術動向、市場動向、社会環境、政策目的等から見て、目標設定の方向性 
 とそのレベルは妥当であったか。 
 

Ⅱ－３．プロジェクト実施方法 

・プロジェクトの計画策定、スキーム（予算制度）、実施体制、運営方法等の実施 
 方法が現在の視点から見て妥当であったか。 
 
Ⅱ－４．Ⅱ－１～Ⅱ－３の評価結果を踏まえ、プロジェクト終了時の事後評価の妥

当性 

・事後評価で行われた評価結果は、追跡評価の時点から見て妥当であるか。 
（現在の事後評価項目の例示） 
 目的・意義の妥当性、目標の妥当性、計画内容の妥当性、国のプロジェクトであ

ることの妥当性、研究開発体制・運営の妥当性、研究開発成果の計画と比較した達

成度、実用化の見通し（成果普及、広報体制、波及効果）、総合評価、今後の提言 
・今後の最終評価において改善すべき評価方法、考慮すべき要因等を提案。 
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Ⅱ－５．プロジェクト終了後のフォローアップ方法 

・プロジェクトの成果の実用化や普及に対して、プロジェクト終了後のフォロー 
 アップ体制が適切であったか。後継の国のプロジェクトを立ち上げる必要は無 
 かったか。 
・不適切な場合の改善点、より効果を発揮するための方策の提案。 
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中間評価報告書概要 

 

プロジェクト名 革新的省エネセラミックス製造技術開発 

上位施策名  

事業担当課 ファインセラミックス・ナノテクノロジー・材料戦略室 

プロジェクトの目的・概要 

耐熱・耐食性に優れたセラミックスをエンジン鋳造ラインの大型の配管や槽・容器に適用することで、

熱の損失を小さくすると同時に、最終製品への不純物を低減することができる。また現状、高温で使用

される生産用部材は希少元素を添加した耐熱合金が多用されているが、軽元素を主成分とするセラミッ

クスの適用は元素戦略上においても意義がある。液晶・半導体製造ラインでは、軽量で剛性の高いセラ

ミックスを大型の精密生産用部材として活用することで、製品のスループットの更なる向上や微細加工

化が可能となる。今後の各種製造における品質と生産性の飛躍的な向上に向けて、セラミックス部材も

大型化だけでなく、より軽量で高い剛性、あるいは難濡れ性や断熱性の向上といった高機能化が求め

られている。こうした要求に応えていくには形状付与の自由度を高める必要があるが、従来の一体型の

セラミックス成形技術では対応が困難であり、その解決を図るため、高機能化された小さな精密ブロック

を作製し、立体的に組み上げ、高効率で接合・一体化して所望とする大型（巨大）化・精密複雑化・精密

性全てを満たした部材を得ることのできる革新的なプロセス技術の開発が必要である。 

環境と経済の両立に向けて、優れた機能や付加価値を持つ製品を高効率で製造できる技術開発が

急務である。ここで自動車部品や液晶といった最終製品と製造機器用の生産部材はセットであり、最終

製品の品質を左右することになる。軽量で耐熱性に優れたセラミックス生産部材を有効に使用すること

で高品質の製品を高効率で製造することができる。本プロジェクトでは従来ファインセラミックス材料で

は作製が困難であった複雑形状付与や大型化を容易にし、製造プラントの省エネ化と製品の品質向上

に貢献しうる革新的省エネセラミックスの製造技術を開発することを目的とする。 

 

予算額等（委託及び補助（補助率：１／２））              （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２１年度 平成２５年度 平成２３年度 平成２６年度 民間団体等 

H２１FY 予算額 H２２FY 予算額 H２３FY 予算額 総予算額 総執行額 

240,000 168,000 310,000 718,000 

828,129 

（NEDO執行時

の加速財源含

む） 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 

個別要素技術 
目標・指標 

成果 達成度 
最終時点 中間時点 

ニ ア ネ ッ ト 成

形 ・ 接 合 技 術

の開発 

 

 

 接合部材設計技術を

開発し、同設計に指

定された精度、形状を

得 る た め の 成 形 方

法、及び焼成条件を

確立する。 

焼結収縮挙動を三次

元的に把握、収縮挙

動を石膏型の設計に

反映、得られた焼成

体を三次元的に測定

し、作製した AT 中空

ユニットは平均値で誤

差 1.5%以下達成。鋳

込み製法における焼

結収縮挙動の把握・

反映技術を確立した。 

達成 

断面積が 2500mm2 の

試料を用い、接合強

度が 150MPa 以上の

接 合 部 材 を 開 発 す

る。 

部分加熱や固体反応

利用などの接合機構

を明らかにするととも

に、断面積が 12mm2の

試料を用いて接合強

度200MPa以上の接合

部材を開発する。 

用途に応じた各種セ

ラミックスについてほ

ぼ母材強度相当の接

合強度を得た。 

① SN: 接 合 温 度

1600℃において、接

合体曲げ強度677MPa

の最大値を示した。  

②B4C：加工傷を卑金

属の超浸透現象と反

応で治癒し、母材と同

等 の 接 合 強 度

(250MPa)を実現。 

③SiC系複合材外部

からのSiアシストをせ

ず、含有する遊離Si

を 利用して接合する

技 術 を 検 討 し 、

412MPa の 強 度 を 得

た。 

④その他材料の接合

強度 

達成 
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SiC:215MPa,Al2O3:21

4MPa 

⑤ 断 面 積 が 1250mm2

の試料を用い、接合

強度が200MPa以上を

得た。 

省エネ型接合法によ

り、セラミックスを同種

系統の材料で接合し

た系において断面積

が 12mm2 の試料を用

いて接合強度

300MPa 以上の接合

部材を開発する。 

長さ 500mm 以上の接

合部材を対象とした

非破壊検査手法を確

立する。 

固相反応や自己伝播

する発熱反応などを

用いた高強度接合を

実現するため、反応

剤・接合剤の厚み、組

成、処理温度、自己

伝播速度、断熱燃焼

温度などのプロセス

因子が接合強度に及

ぼす影響を検討し、本

プロセスによる接合構

造の最適化を確立す

る。 

・B4C/Al 間の固相反

応、浸透機構と接合

温度との関係を検討

し、接合層厚みや接

合温度の最適化を行

った。 

・Si-SiC 焼結体の接

合において、含有する

遊離 Si を利用する技

術を検討。分子動力

学法によるシミュレー

ションより、ホウ素存

在下で Siの移動が抑

制される現象を確認。

接合 厚みの増加に

伴い接合強度は減少

し、炭素のみでの接

合では接合厚みを 15

μm以下とする必要が

ある。温度、雰囲気に

ついても最適条件を

見出した。 

・Al2O3 同士を燃焼合

成で接合する場合、

Al 粒子径が 40μm 以

下のTiO2-Al系にガラ

ス質成分を添加し、全

体加熱反応誘導モー

ドで昇温速度10℃/分

で燃焼合成を実施す

ることにより、850℃以

下での反応誘導温度

達成 
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で約 200μmの接合層

を有する均一接合を

達成した。 

ユニットの高機

能化技術 

 Al 合金溶湯に対する

濡れの機構を解明す

る。 

Si３N４結合SiCセラミッ

クス（SINSIC）におい

て、Si３N４の方が SiC

よりも優先的に反応

する機構を熱力学的

に解明し、SINSIC を

適用する際の課題を

明らかにした。また、

Al 合金溶湯と接触す

る面は、少なくとも熱

力学的安定相にすべ

きであることを確認し

た。 

達成 

接合部を有する部材

を用いて、アルミ溶湯

中に 100 時間浸漬し

た後に実質的に反応

が認められない接合

部材を開発す。 

Al 合金溶湯中に 100

時間浸漬した後に実

質的に反応が認めら

れない素材を開発す

る。 

多 層 コ ー テ ィ ン グ

（MgAl２O４／Al２O３／非

晶質 SiO２／SINSIC基

材）により、Al 合金溶

湯中に 100 時間浸漬

後もコーティング最表

面と合金が容易に剥

離し、実質的に反応

が認められないことを

確認した。なお、Al２O３

／非晶質 SiO２からな

る中間層を付与する

際に、これら物質の相

転移を同時に制御す

ることで、コーティング

層全体の基板に対す

る密着性を向上させ

た。 

 

達成 
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接合部を有する部材

を 用 い て 、 900 ℃ に

て、鋼板相当の鉄と

転がり摺動させたとき

に、鉄に含まれていた

成分と実質的に反応

しない接合部材を開

発する。 

900℃にて、鋼板相当

の鉄と転がり摺動さ

せたときに、鉄に含ま

れていた成分と実質

的に反応しない素材

を開発する。 

高温相反応実験を行

い、YAG とβ-SiAlON

が鉄に含まれている

成分と反応しないこと

を確認した。そこで、

YAG とβ-SiAlON から

なる複合体の作製を

試 み た 。 冷 却 時 に

1600℃でアニールす

ることで YAG／β－

SiAlON 複合体の作製

に成功した。これと高

張力鋼板を 900℃で

接触させながら焼成し

た結果、両者に反応

相の生成は認められ

なかった。 

達成 

接合部を有する部材

を用いて、700℃以上

の 温度域の 反射 が

80％以上の接合部材

開発する。 

700℃以上の温度域

の反射率が 80%以上

の素材を開発する。 

MgAl2O4 と複合酸化物

A の組み合わせは、

異相界面における輻

射熱エネルギーの反

射により、700℃の輻

射熱エネルギーが最

大となる波長 3μm に

お い て 全 反 射 率 が

80%であることを確認

した。 

 複合酸化物 A 前駆

体 溶 液 に 含 浸 し た

Al2O3 基多孔質シート

を焼成して複合化を

図ると共に、この製造

工程を介してシートが

SINSIC 基材に接着可

能であることを確認し

た。 

達成 

 

革新的省エネ

セラミックスの

900℃の環境下に曝し

た後において、接合

900℃の環境下に曝し

た後において、接合

250mmL x φ58mm の

窒化珪素管での接合

達成 
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部材化技術開

発 

ａ）高耐性部材 

面に剥離、クラックが

生じない長さ 500mm

以上、直径 100mm 以

上の管状接合部材を

試作する。 

面に剥離、クラックが

生じない長さ 250mm以

上、直径 50mm 程度の

管状接合部材を試作

する。 

試作を実施した所、接

合面に剥離及びクラッ

クは生じないと共に

900℃のサイクルテス

トでも十分接合強度を

有する事も確認され

た。 

革新的省エネ

セラミックスの

部材化技術開

発 

ｂ）高温断熱部

材 

700℃以上のアルミ溶

湯を内部に入れた状

態で湯漏れがなく、同

等の搬送容積をもつ

従来部材に比べて、

断熱性が 2 倍、空状

態とした部材単体の

重量は 1/2 以下であ

る、直径が 500mm 程

度の槽状部材を試作

する。 

700℃以上のアルミ溶

湯を内部に入れた状

態で湯漏れがなく、同

等の搬送容積をもつ

従来部材に比べて、

断熱性が 2 倍、空状

態とした部材単体の

重量は 1/2 以下であ

る、直径が 250mm 程

度の槽状部材を試作

する。 

φ250 mm 相当の円筒

容器を作製し、アルミ

溶湯の漏れがないこ

とを確認した。また、

φ250mm の球体容器

を試作し、熱流束、重

量とも従来容器の 1/2

以下であることを確認

した。 

直径φ600mm の容器

を試作した。性能は以

下の通り。 

重量：35%減 

保温性：30%上 

湯漏れ：若干あり（出

湯口部付近） 

搬送容器の製造、使

用、廃棄に関してエク

セルギー解析を実施

し、省資源・省エネ効

果において優位性を

付与できる条件を明

らかにした。 

達成 
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革新的省エネ

セラミックスの

部材化技術開

発 

ｃ）高比剛性部

材 

長 さ （ 奥 行 き ） が

400mm で、従来相当

の部材に比べて、撓

み量が 70%以下であ

る盤状部材を試作す

る。 

長さ（奥行き）が200mm

で、従来相当の部材

に比べて、撓み量が

70%以下である盤状部

材を試作する。 

高比剛性で鋳込み成

形 可 能 な 反 応 焼 結

SiC-B4C 素材を開発

し、さらに、集中研で

開発した反応焼結接

合を用いて 200mm の

盤状接合体を試作し

た。開発素材の鋳込

み成形性の改良によ

り 400mmの大型リブ構

造部材のニアネット成

形体を試作した。 さ

らに、接合部材の応

力変形シミュレーショ

ン解析より撓み量 60%

を達成できることを確

認した。 

達成 

 

(2) 目標及び計画の変更の有無 無 

 

＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

１７ １８ 

 

 

評価概要 

 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 

対象とするセラミックス部材の高効率大型化技術開発が産業界の広い意味での省エネ化に資

するとの本事業の目的は明確であり、省エネルギー技術戦略 2011 に則った本事業の政策的な位

置づけは妥当である。 

また、本技術開発は、セラミックス構造体の大型化を目指したもので多様な分野への適用が可

能な実用性の高い技術であり、構造用材料に用いるための接合技術は不可欠である。接合技術の

基礎的研究から、部材開発までの一連の研究を実施することにより、国際的な製品競争面での高

付加価値化などで優位になるものであり、公的研究機関と企業との密接な連携のためには国の関

与が必要である。  

一方、セラミックスの場合にはスケールアップが必ずしも容易ではなく、大型化のための解決

方法及び大型化したときの信頼性を確保できるのかなどを検討する必要がある。 
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また、省エネルギーを、エクセルギー等、何らかの指標を用い、ある程度定量的に示す必要が

ある。委託事業及び補助事業の予想成果が、省エネルギー技術戦略のうち、いつ、どの程度寄与

するのかを事業全体として明示すれば、政策全体での位置付け、重要性をよりわかりやすく表現

できると考える。 

更に接合技術が波及拡大するような取り組みも必要であり、可能な限り他の産業分野に応用が可

能になる知見を提供できるものであることが望まれる。 

 

２．研究開発等の目標の妥当性 

目標値の設定は、十分な基準値が設定されている。既存製品のベンチマークを踏まえた、製品

化を意識した具体的な研究項目が設定されており、その指標も具体的であり、指標を達成するた

めの計画が十分に練られており、中間時点としては適当な値となっている。 

また、委託事業から時間を置かずに実部材を開発する補助事業を各企業が推進するという新し

い開発体制の構築により、委託事業での“基礎研究成果の製品化”を実施している。 

ただし、目標設定について形状を大きくした際の最終目標値の、接合強度、断面積との関連性、

大型形状のときの欠陥の増加及び破壊確率の増大についてどのように計算できるのか、根拠を明

確にする必要がある。 

集中研として研究成果を上げた基盤研究成果は、今後、委託事業を担当した企業以外の国内企

業に、どのように基盤研究成果を技術移転していくのかという方法論も明確にしておくべきであ

る。委託事業に参加していない国内のセラミックス部品の製造企業などに、基盤技術研究の公表

可能な部分を技術移転していくのか、実施者の技術組合及び産総研として方針を明確にすべき。 

また、今後は本事業で想定している製品以外にも応用できるようにすることを目標とした開発が

求められる。 

 

３．成果、目標の達成度の妥当性 

それぞれの実施テーマ（高温断熱、公比剛性等部材）について、すでにプロトタイプが作製さ

れており、実用化に向けた取り組みが着実に進んでおり、中間評価時点で、基盤研究としては十

分な成果を上げたといえる。 

数値目標は、全ての項目で達成しており、中には、かなり凌駕しているものもある。 

全体として、目標の達成度は高く、接合強度の幾つかは、世界最高と言ってもよく、接合体の組

み合わせによって、従来、想像もできなかったセラミックス構造体が得られており、実用化に向

けて大きく進展しつつある。 

一方、より実用化の可能性を高めるため、次の段階のさらなる大型化に向けた問題点の抽出、

その対策についての施策を提示することが必要である。 

最終的な実用化にとって、コストの検討は重要であり、製作時及び使用時などで多くの破損の

可能性があり、それらが、全てコストに反映されるため、妥当な範囲のコストで目標値を達成で

きているのかの検証が必要である。各課題全体での省エネ効果はどうだったかの具体例を示すこ

とも重要である。 

接合一体化技術をセラミックス大型化の将来の幅広いニーズに継続して呼応していくために

は、標準化を含めて産業界でより幅広く使える技術手段としていくことも必要である。 
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４．事業化、波及効果についての妥当性 

セラミックスの接合による大型構造体の作製にほぼ目途が立ったことは、事業化を見通す上で

大変期待が持てる。接合強度も十分であり、世界最高レベルのセラミックス構造体が作製されて

いる。個々の補助事業において、具体的な事業化のイメージが提示されており、日本のセラミッ

クス技術が世界最高レベルであることを伺わせる。 

本事業では補助事業によって、各担当企業が事業化を決断できる出口目標のプロトタイプを開

発し、事業終了後に自社で事業化計画を進めることが“事業化見通し”といえるため、担当企業

各社は事業化見通しを立てるために、十分な中間目標を達成したと評価できる。 

一方、アルミニウム溶湯球状容器について、軽量、断熱性などに優れていると思えるが、アル

ミニウム溶湯の搬送以外の、さらに高温での過酷な条件で使用される高温容器としての発展の見

込みがあるのか、今後こういった波及効果も念頭において開発を進めて欲しい。実用化のための

問題点、解決すべき事項、ロードマップをもっと詳しく、具体的に示す必要があるのではないか。 

中間評価時点で、その後の特許の審査請求件数があいまいな点は、特許出願時に特許戦略を十分

には練り上げていないということに起因すると推定される。今後の一層のグローバル化対応で

は、研究開発時点での戦略立案能力が問われる可能性があるといえる。 

 

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 

研究開発実施者の実施体制・運営について、進捗管理票を用いたり、技術推進委員会で集中討

議や推進会議を開催するなど、産学官が効率的に研究開発を遂行するのに適したフレキシブルな

運営体制を実践しており事業の進捗管理マネジメント面で優れていると評価できる。 

集中研方式の委託事業と各企業による補助事業をスタートさせ、省エネ技術を対象とした技術

開発は具体的であり、出口イメージを明確化したセラミックス部材の開発に目標を設定する研究

開発体制が効果を上げた。 

研究経費はほぼ適切で、経費に見合った成果が得られており、大きな費用対効果が期待される。 

高度のノウハウを伴う技術、特許性の高い技術に対する知的所有権の共有の問題はどのように

解決しているのか説明が必要である。 

集中研方式の委託事業で築いた基盤技術を、技術組合に参加していない企業にどう技術移転して

いくのという波及効果面での仕組みについて議論を進める必要がある。 

 

６．総合評価 

日本が 1980 年代から築き上げてきたセラミックス利用技術の研究が発展途上国などで活発に

なっている国際的状況下において、このような画期的とも言える接合技術が実用化しつつあるこ

とは、日本の産業の復活・再生にとって大変好ましいことであり、日本の製造業の競争力強化を

図ると同時に、国内のセラミックス部品の製造企業にグローバル化に対応した事業のあり方を提

示した点で、成果を上げている。 

セラミックスの構造用部材への応用を妨げているのは、大型構造部材の製造の困難さが一因で

あり、高度な接合技術はそれを可能にする最短の方法である 

国の支援により、セラミックス接合技術を中心としたプロジェクトが行われることは意義が大



xi 
 

きく、もし、この時機を逃すと、日本全体でのセラミックス研究者の数、レベルの低下により、

このような高度な技術革新は不可能だったと思われる。 

本事業は開発製品がかなり絞られており、さらに今後の種々の部材開発に波及できる可能性が

あり、セラミックスを活用した様々な省エネ部材開発へと展開し、早期の製品化を大いに期待し

たい。 

一方、補助事業は、実用化を目指したものであり、実用化のための問題点の抽出、大型化の問

題点、さらに、ロードマップをより明確にし、市場動向を見据え、コスト計算、省エネ効果など

を定量化し、費用対効果のある研究開発が必要である。 

事業化を意識した効果的な特許の出願を、国内に留まらず積極的に進めていって欲しい。 

また、中空ユニットの組み合わせによる球状容器の構成は興味ある開発であるが、繰返し使用さ

れる場合、局所的な損傷が生じた場合、修復（ユニットの取替など）が容易にできる方法も合わ

せて開発しておく必要性があると考えられる。 

 

７．今後の研究開発の方向等に関する提言 

○セラミックスは、基本的に脆性材料であり、実用化のためには破壊の確率的論的な解析による

信頼性の確保が重要である。本プロジェクトでの成果は中間段階で接合の可能性を実証してい

るが、今後はより詳細に信頼性を向上するための接合体の破壊論による寿命予測、非破壊検査

技術の向上まで含めた研究に発展させる必要がある。 

○早期の実用化にリソースをかける意義がある一方、セラミックスの大型化に伴う基盤技術開発

の深化にも未だ多くのリソースが必要である。 

○本事業の研究実績をできるだけ公表することにより、研究分野として拡大することができれ

ば、セラミックス産業のさらなる発展が期待される。 

○補助事業を担当した企業は、早めにショートサクセスとしての製品化を実現し、企業内での事

業化に向けた態勢固めを強く図ると同時に、ショートサクセスとして製品化したセラミックス

部材を早くユーザー企業に提出することで、産業間エネルギーネットワークを拡充する態勢固

めを進め、日本の製造業の競争力強化につなげて行くことが望まれる。 

○公的な研究機関である産総研は、本事業の基盤研究成果を基に、セラミックス利用分野でのオ

ープンイノベーション体制のハブとして、日本の製造業の技術力向上を支援してほしい。 

○より効果的な波及効果が生み出されるよう特定の形状のみならず、用途や使い易さを考慮し

て、部材の組み合わせなどにより容器の形状も部分的に変えることが可能であったり、より耐食

性と断熱性を同時に備えた部材などの開発も望まれる。 
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評点結果 

 

 

 

 

（各項目：３点満点）

2.67

1.67

2.33

2.00

2.672.67

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性

２．研究開発等の目標の妥当性

３．成果、目標の達成度の妥当性

４．事業化、波及効果についての妥当性

５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性

６．総合評価

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

平 均 点

標準偏差
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